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序

この半世紀の間に、世界各国で経済統計データが開発せられた進歩と速度に

は、おどろくべきものがある。この世界的潮流は、国民勘定やI－o表といっ

た典型的な経済統計表の普及にとどまらず、教育、医療等の社会サービスの統

計にまで及んでいる。現在では抽象的なモデルを全世界にわたって適用するこ

とが可能となり、同時に抽象的な命題に対する現実面からのチェックも部分的

に進行しつつある。

しかしながら、これはトレンドであって、具体的な実りを得るとなると、簡

単ではない。というのは、個人のパイオニアや国際統計機関の努力にもかかわ

らず､世界各国の長期に及ぶ経済統計､社会統計についてみる限り、個々のデー

タの均質化が確保されてはいないからである。何より各国のこれらの統計の発

展の歴史は独自のものがあり、統計開発事情に偏りがあることが、各国の統計

数字を以てする国際比較分析の障害となっている。理念的な標準マクロ勘定行

列と現実の各国の版の乖離をきびしくチェックするという課題は、国際比較研

究を行う人のおもな関心をひかざるを得ない。

以上の問題意識をもって国際比較統計専門委員会は出発した。各委員は専門

と興味に応じて特定のトピックを追求してはいるが、共通する関心は、各国の

マクロ統計事情なかんず< SNA，MPSの2種類のタイプの国民勘定、1－0

表および資金フロー表の研究とその分析面での応用にある。本書は、委員会発

足以降報告せられた研究のうち、整理済みの論文をまづこの委員会の研究叢書

の第1巻として収録したものである。現在整理中のまた発表を待つ研究につい

ては、今後相ついで刊行せられる予定である。各国の統計事情の比較と適用可

能性という地味な基礎研究が、こうした実りをもたらしつつあることを、委員

諸氏とともに編者は喜びたいと思う。

199()年10月
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第1章 日本・西独の不等価交換・剰余

価値率の計測(1980年）

松 田 和 久

I 序

l単位の財に投入された労働量の計算は、私の見るところ、1 950年の前半、

置塩信雄氏によって、初めて確実に定式化きれた。これは、財に投入された直

接労働量だけでなく、間接労働量を含めた投入労働量を、連立方程式体系のも

とで決定するものである。この方程式を具体的なデーターによって計算するに

は、産業連関表の投入・産出係数が用いられる。

本稿は基本的にこの方式によりながら、1980年におけるわが国と西独の不等

価交換の状態および、両国の剰余価値率を測定しようとするものである。産業

連関表を用いた、不等価交換や剰余価値率の測定は、わが国では置塩信雄氏、

中谷武氏、泉弘志や筆者のほかにも何人もの人によって行われている。また、

泉氏はこれらの、日・韓・米の国際比較についての測定を試みている。今後は

この測定結果の検討とともに、もっと広汎な国際比較が期待されている現状に
（1）

ある。そこで、本稿はこのうち、日本と、西独のそれらとの国際比較を試みよ

うとしたものである。

用いた資料については、後に詳しく説明するが、最も基礎的なデーターであ

(1)一部の文献だけを挙げる。置塩信雄、『マルクス経済学』筑摩書房、1977年、65頁

-126頁; Okishio, N. and Nakatani T., @.A Measurement of the Rate of Sllrplus Vaiue in

Japan ;the l980 Case,'' Ko6c [肺"‘γsity &0"0"c R"'"" 3], 1985, pp､1-13;泉弘志、

「~剰余価値率・剰余労働率の概念と推計法｣、大阪経大論集、1976年；同、「産業関連

表による労働生産性・剰余価値率の国際比較｣、『現代の階級構成と所得分配』有斐閣、

1984年、199頁- 217頁；松田和久、『経済計算の理論』千倉書房、1 986年、187頁一

208頁；なお泉氏の調査によれば、日本、アメリカ、韓国、イギリス、イタリー、チェ

コスロバキア、ハンガリーの経済について、すでに測定結果が発表されている。
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る産業連関表としては、日本では1980年度の生産者価格表、内生部門72部門表
（2）

とを用いている。後に示すように、ここで用いる両国の連関表は、部門数が異

なるだけでなく、産業分類がかなり相異しており、日本の72部門表と西独の58

部門表とから計測した結果を、直ちに比較しても余り意味がない。そこで本稿

ではこれらの表による計測以外に、日本の28部門表に合わせて、西独の表には

部門統合を施して、比較を行うことを試みた。この結果、日本・西独、それぞ

れ2通りの不等価交換に関する測定を行うこととなった。

剰余価格率の計測には、日本では72部門表、西独では58部門表を基礎とした

計算結果が用いられている。ここでも、剰余価値率というものについて2通り

の可能な定義を示すとともに、それぞれについての計測結果を示している。

Ⅱ 不等価交換の測定

両国の不等価交換の測定に先立って、不等価交換の測定について、概念的な

説明を与えておこう。

同じく100万円で取引されている、第j財と第ノ財の生産のために投入され

た労働量が測定され、第i財の方が第ノ財より少なければ、第／財と第ノ財に

は不等価交換が存在し、第j財の方が上のような意味で有利であるということ

ができる。100万円で購入できる財の量を、財の単位として選べば、これはl

単位の財への投入労働量であるが、この逆数をとれば、それは、単位投入労働

量（例えば1時間）当たりの財の量である。従って、これを労働生産性を示す

測度であるとする見解が、広く受け入れられている。しかし、これは財の単位

が、物量（トン、メートルなど）ではないので、物的な生産効率を示す労働生

産性ではなく、不等価交換の測度とするのが妥当である。

物財生産部門の数が〃である生産体系において、第ノ財の物量l単位を生産

(2)日本では72部門表．28部門表、西独では58部門表を用いるが、後に示すように、こ

れらの部門のすべてが用いられるわけではない。このうち、物財関連部門だけが以下

の計算において現れる。
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（3）

する第j財の物量、および直接労働量の大さを、それぞれ、α"、巧とすれば、

第ノ財物量1単位への投入労働量は、置塩方式により次のようにして決定され

る。

邦

ﾉﾉ=Zα"#j+rj
j＝1

(1)(ノー1，2， 〃）

しかし、実際の測定を行う際、財の物量単位によるα"、でﾉを得ることは、

一般的には困難である。そこで、産業連関表を用いて、次のような近似計算が

行われる。

為を第ノ部門の年間生産価額、X〃をX/を生産するために、第ノ部門が生産

に用いた第i財の価額であるとする。便宜のため、価格の単位は100万(106)

円としておこう。また、吟、’jはそれぞれ、第ノ財の物量単位の生産高および、

物量単位当たりの価格であるとしよう。また、鉦〃は第ノ部門が使用した、第

i財の物量であるとしよう。

今、仮想的に財の部門はすべて、物財ごとに分割きれているとしよう。（も

ち論現実の連関表では部門統合が行われ、この統合のために価格が用いられ

る｡）そうすると、第ノ部門が第j部門から購入した価額は、p#鑓"/106=X〃で

あり、また’/効/106=X/である。またα"=.r""であるから、

α"* =X"XX) =pir,〃j.rj= (p〃ﾉ)α〃

て/*= 106r〃ノ

と書くことができる。

このα"*、巧＊を用いて、(1)の代りに次の連立方程式をつくる。

(2)

(3)

ｵﾉ*==Zα"*tj* + r/*
8

(4)(ノ=1, 2, 〃）

(3)この方式の創始者である置塩氏は、α"を第i財l単位を生産するための、第ノ財の

量と定義している。私も他の箇所ではこの定義に従っているが、ここでは本文のよう

に定義する。産業連関表では一般に後者のような定義が用いられており、ここでは産

業連関表が最も重要なデータであるからである。
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ここで、(1)を解いて得た解t/と、(4)を解いて得た解r/＊とを比較してみよ

う。(4)に(2)および(3)を代入すると、

Pﾉ/ﾉ*/106= Zα""j*/106+ rj （ノー1，2，．．．，〃） （5）

である｡ (5)と(1)との係数比較を行うことによって、次の関係を知る。

ﾉﾉ*= 106ｵﾉ/，ノ （ノー1，2， (6)〃）

(6)から/j＊は不等価交換の測度であることが分かる。すなわち(6)の右辺にお

いて、”ﾉは第j財1円中に含まれる投入労働時間である。ところで、財の単

位を106円としたのであるから、106/〃ﾉは、財l単位に含まれる投入労働量、

いいかえれば、第j財100万円中に含まれる投入労働量を示している。

以上で財の単位を、ある金額で購入し得る量と選んだ場合、(4)による投入

労働量計算は不等価交換の測定にほかならないことが分かった。産業連関表の

財の単位は、まさにそういうものであるから、産業連関表からは、理論上の意

味での労働生産性は測定されず、不等価交換の状態が測定されるのである。

ところで、上の説明では、連関表の産業部門がかりに、物財ごとに分割きれ

ていると仮定していた。現実はもち論そういうものではない。現実には価格を

用いて、部門統合が行われている。しかし、このときにも、(4)のような方式

による計測は、不等価交換の状態を示す。簡単な例で説明しよう。体系中、物

財部門が全部で4部門だけであり、第1合成部門は(1, 2)部門から、第Ⅱ

合成部門は（3，4）部門からなっているとしよう。このとき、

XI =p,", +p2"2

XI I =p3(Z31+"32) +,4("41+Z42)

αⅡI =XU I/XI ;rl =(r,r,+r2.r2)/XI

同様にして、他の生産係数も計算きれる。これらの生産係数を用いれば、次の

連立方程式がつくられる。
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(7)

(7)の解として得られるtlは、第1部門に属する(1, 2)財の100万円分に

投入きれた労働時間を示すことは明らかである。

従って、以下では現実の連関表を用いて、不等価交換を測定するのには、式

(4)が用いられるとしよう。つまり、改めて、(4)の生産係数は、統合された部

門のそれぞれであると考えることにするのである。

さて、(4)では生産係数を、α"＊とち＊だけであるとしてきたが、これは説

明のための単純化であって、実際の測定に当っては、これだけのデータでは著

しく不十分である。

第1に、(4)におけるα"＊は、第ノ財l単位を生産するための第j財の量で

あるが、この第j財には、固定設備と、それ以外の原材料などの流動的生産財

の双方が含まれる。これは、データー上からも処理上からも分離した方がよい。

第2に、第j財を生産するためには、一般的には外国からの輸入財を必要とす

ると考えねばならない。この措置も考慮せねばならない。

記号もなるべくかって、置塩一中谷両氏の用いたものと同じものを用いるこ

とにすれば、次のようになる。

〃

//*= Z(α"*d+d"*)ri*+"//'"+rj* (ノ=1,2, ･･･,") (8)
j＝1

刀

オ碗=22j"* (9)
ノー1

(8)において、α"*dは、第ノ財1単位を生産するに要する、第j財の量で、こ

の第j財は国内原材料である。d"＊は第ノ財l単位を生産するに要する第j財

であるが、これは、固定設備第j財の今期償耗分として計算されたものである。

また、βﾉは第ノ財l単位の生産のために直接必要な輸入財の量（直接輸入係

数）である。

2ﾉはl単位(100万円分）の輸入を行うためには、それと交換に100万円分の
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国内品の組を輸出しなければならないが、この100万円分の輸出品の組に占め

る第/財の量（定義から2ﾉ＜1）である。

j加は(9)で定義されるように、100万円分を輸入するために、それと交換に

輸出される国内品に含まれる投入労働量であって、輸入品l単位への投入労働

量をこのようにして測定するのである。

(8)、(9)の連立方程式は、ベクトルとマトリックスで表示すれば、

/= (A'+D')/+"t'"+r (10)

r"'=E'r (11)

となる。この記号の意味は、(8)、(9)から明かであろう。′は転値を示す。

（10)、（11)はtを求めるための計算方式の説明としては分かり易いが、実際

の計算は次式による方が便利である。

オ=/d+Mi" (12)

r"=E'rd/(1-E'M) (13)

ここで、#d= (1-A'一D') -&てで、輸入を無視し、国産品だけで生産が行われた

ときの、100万分に投入された投入労働量である。また、M= (I-A'－D') -1"
（4）

は各財1単位に含まれる、直接・間接輸入財の量（総合輸入係数）である。

以上が不等価交換測定のための、理論的枠組みである。

Ⅲ 日本における不等価交換の測定

Ⅲ－1 59部門

まず、日本の生産者価格評価表のうち内生部門72部門の表を用いる。しかし、

この中で、物財生産部門以外の部門は、ここでの計算から除外する。商業、金

融・保険、不動産業、公務、教育、研究、保健・社会保障機関、その他の公共

サービス、その他のサービス、事務用品、梱包、分類不明の13部門を除いた59

(4) (10)、(11)の解と(12)、(13)の解との一致することは容易に分かる。松田前掲『経

済計算の理論』、2()0頁。
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第1表 直接労働時間の計算（日本・59部門）

従業者総数
（人）

平均年間
労働時間

生 産 額
(100万円）

産 業 部 門 年間延労働時間

l 耕 橦 農 業
2 畜 産
3 農 業サ ー ビス
4 林 業
5 漁 業

6 石 炭
7 金 属 鉱 業
8 原油・天然ガス
9 非 金属 ・ 鉱 業
10と殺・肉・酪農品

11 水 産 食 品
12 精 穀 ・ 製 粉
13 その他の食料品
14 配 合 飼 料
15 飲 料

16 煙 草
17 製 糸 ・ 紡 績
18 識 物
19 ニ ッ ト 製 品
20 その他の繊維製品

21 身 廻 品
22 製 材 、 木 製品
23 家 具
24 パ ル プ ・ 紙
25 紙 製 品

26 印 刷 ． 出 版
27 皮革．皮革製姑
28 ゴ ム 製 品
29 基礎 化 学製品

5.18825E＋06

1.45965E＋06

117417

227388

460683

25374

9856

3921

100683

108723

156331

21219

722654

16819

100367

44354

154659

43829

213718

239227

631014

408121

441502

123594

250349

613971

92807

238850

99175
qRQワワ
J J J l当

46929

47186

29505

338701

30623

19395

591707

94158

275491

178062

30493

137777

1.0376E＋06

1.35902E＋06

249138

1.20047E＋06

1．9332E＋06

325668

325445

740132
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283724

2.61268E＋O6

157155

47454
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2.46055E＋06
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第2表 直接労働時間（日本59部門）

rj(1)*
(時間）

吟(2)＊
(時間）

生産労働比率産 業 部 門

l 耕 種 農 業
2 畜 産
3 農 業 サ － ビ ス
4 林 業
5 漁 業

6 石 炭
7 金 属 鉱 業
8 原 油 ・ 天 黙 ガ ス
9 非 金 属 ・ 鉱 業
10 と 殺 ・ 肉 ・ 酪 農 品

11 水 産 食 品
12 精 穀 ． 製 粉
13 そ の 他 の 食 料 品
14 配 合 飼 料
15 飲 科

16 煙 草
17 製 糸 ． 紡 績
18 織 物
19 二 ヅ ト 製 品
20 そ の 他 の 繊 維 製 品

21 身 廻 品
22 製 材 ・ 木 製 品
23 家 具
24 パ ル プ ・ 紙
25 紙 製 品

26 印 刷 ・ 出 版
27 皮 革 ． 皮 革 製 品
28 ゴ ム 製 品
29 基 礎 化 学 製 品
30 石 油 化 学 基 礎 製 品

31 化 学 繊 維 原 科
32 合 成 樹 脂
33 化 学 肥 科 ． 農 薬
34 最 終 化 学 製 品
35 石 油 製 品

36 石 炭 製 品
37 窯 業 ． 土 石 製 品
38 銑 鉄 . 粗 鋼
39 鉄 鋼 圧 延 製 品
40 鋳 鍛 製 品

41 非 鉄 金 属 地 金
42 非 金 属 一 次 製 品
43 金 属 製 品
44 － 般 機 械
45 重 電 機 器

46 軽 電 機 器
47 自 動 車
48 そ の 他 の 輸 送 機 械
49 精 密 機 械
50 そ の 他 の 製 造 業

51 建 築
52 建 設 補 修
53 土 木
54 電 力
55 都市ガス（熱供給業を含む）

56 水 道（廃棄物処理を含む）
57 運 輪（自家輸送を除く）
58 自 家 輸 送
59 通 信
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（5）

部門を生産部門とする。

きて、計測に当っては、(12)、(13)を用いる。／を求めるためには、(12)に

おいて、／‘とMと/加を求めればよく、また、r腕を求めるためには、これに加

えて、Eのデーターが与えられればよい。順次データーにつき説明しよう。

まず、オd= (1-A'一D') -'てであるから、データーとして、ベクトルでとマト

リックスA、Dが分ればよい。

rから説明しよう。

第1表において、従業者総数は産業連関表附属の雇用数（72部門）中、有給

役員雇用者を除いた従業員総数である。1人平均年間労働時間は、農業におい
（6）

ては、『農家経済調査報告』の自家農業労働投下量を用い、他の産業部門につ
（7）

いては、『毎月勤労統計要覧』の産業別常用労働者1人平均月間実労働時間数

を12倍して年間労働時間とすることにした。従業者総数に平均年間労働時間を

乗じたものが、年間延労働時間である。これを各部門の生産額で割れば第2表

の乱1)*が求められる。〆2)＊はこれに対し、各生産部門内で、さらに、生産労

働だけの時間を計算したものである。この生産労働だけを確定するにはかなり

の労力を要する。産業連関表附属の雇用表中の職業分類の雇用マトリックスに

は、部門ごとに、各種の業務に従事する人数が示されている。これらをすべて
（8）

コンピューターに記録し、この中、不生産的労働の占める比率を計算した。物

財生産部門の業務はすべて生産労働とする考えもあるが、私はそう考えないの

で、本稿の計算目的には、制2)＊を用いるべきと考えるが、一応で(1)＊も計算し

ておいた。

(5)生産部門をどう選ぶかは大きな問題であるが、ここでは狭い意味での物財部門を考

える。

(6)『昭和58年度農家経済調査報告」農林水産省統計情報部、1984年12月。

(7)『毎月勤労統計要覧』労働大臣官房政策調査部、1 986年。

(8)不生産的労働に入れたものは、概略をいえば、純粋な研究、医療、管理的業務、販

売業務、保安、純粋なサービスなどである。
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第3表 似、〃、E(日本・59部門）

直接輸入係数
似』

総合輸入係数
M,

輸出比率
ej

産 業 部 門

耕 種 農
畜
農 業 サ － ビ
林
漁

石

金 属 鉱
原 油 ． 天 然 ガ
非 金 属 ・ 鉱
と 殺 ・ 肉 ・ 酪 農

水 産 食
精 穀 。 製
そ の 他 の 食 料
配 合 飼
飲

煙
製 糸 。 紡
織
二 ツ ト 製
そ の 他 の 繊 維 製

身 廻
製 材 ・ 木 製
家
パ ル プ ・

紙 製

印 刷 ・ 出
皮 革 ． 皮 革 製
ゴ ム 製
基 礎 化 学 製
石 油 化 学 基 礎 製

化 学 繊 維 原
合 成 樹
化 学 肥 料 ・ 農
最 終 化 学 製
石 油 製

石 炭 製
窯 業 ． 土 石 製
銑 鉄 。 粗
鉄 鋼 圧 延 製
鋳 鍛 製

非 鉄 金 属 地
非 金 属 一 次 製
金 属 製

般 機
重 電 機

軽 電 機
自 動
そ の 他 の 輸 送 機
精 密 機
そ の 他 の 製 造

建′
建 設 補
土

電
都市ガス（熱供給業を含

水 道（廃棄物処理を含
運 輸（自家輸送を除く
自 家 輸
通

業
産
ス
業
業
炭
業
ス
業
品
品
粉
品
料
料
草
績
物
品
品
品
品
具
紙
品
版
品
品
品
品
料
脂
薬
品
品
品
品
鋼
品
品
金
品
品
械
器
器
車
械
械
業
築
修
木
力
卸
切
１
送
信

8.06628E-03

.0244537

.0019191

1.36496E-03

．01456

5.27949E-03

7.83041E-03

7．97163E-03

.0049379

.0146023

.0292547

．0860937

.156301

.156302

．0134202

.0427867

.120453

．0430134

.120453

.043132

.0209195

．142416

.0106797

.0734766

0

2．61359E-03

.136351

.0290905

.0940807

.0144294

.0245291

.0144294

.0144295

．0144295

.355624

.391564

.0300466

．0889472

.0047346

.0047346

0

．153218

．0069728

8.90841E-03

.0128391

.0128391

7．ll781E－03

7．11782E-03

.0102167

.0123223

6.73432E-04

6.73341E-03

.0039898

.0726792

.0980371

2.60366E-03

.056086

0

2.98432E-03

８
２
７
７

６
２

１
６

３
１

４
１

５
８

８
６
８
６
５
２
２
９
８
６
６
７

６
１
２
６
５
９
４
５
７
９
６
３
２
５
３
８
０
６
１

９
７
９
４
６
６

３
５

２
９
３
６
６
９
６
３
３
３
１
４
６
１
５
１
８
６
５
０
６
１
５
１
４
１
４

８
８
６

６
９
５
７
９
９
３
４
７
４
７
６
５
５
０
３
３
４
７
９
２
０
３
６
７

２
２

３
２
０
７
２
６
７
７
３
９
０
０
８
３
２
４
２
０
６
３
８
８
８
０
４
５
９
７
７
７
７

０
８
８
１
７
８
０
４
１
８
５
８
７
０
４
９
７
５
８
８
１
８
３
７
４
８
２
６
９
１
６
８
９
７
４
１
６
８
０
６
１
５
３
１
９
５
６
２
６
９
０
５
８
５
５
３
０
１
５

５
９
７
９
１
９
０
８
５
３
０
８
５
０
４
９
４
２
０
５
４
２
２
２
６
７
１
９
４
４
３
３
０
０
２
８
７
１
２
２
３
０
６
６
５
８
６
４
２
３
３
６
０
１
８
７
０
２
５

４
５
２
２
９
４
５
３
９
３
０
３
３
５
５
５
１
６
２
１
９
９
８
２
９
６
２
１
３
８
６
９
３
９
０
２
１
１
１
３
８
２
９
６
８
６
６
６
６
９
６
６
７
９
２
４
２
０
１

０
１
０
０
０
０
０
４
０
１
１
１
２
２
０
０
２
１
２
１
０
１
０
２
０
０
２
１
２
２
１
１
１
０
４
５
１
３
２
１
０
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１
１
０
１
２
０

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
Ⅲ
廻
過
皿
巧
陥
町
肥
珀
別
加
配
鍋
型
妬
踊
”
躯
調
鋤
訓
詑
調
劉
拓
錨
諏
弼
調
伽
姐
蛇
娼
“
妬
“
岬
帽
棚
印
副
盟
串
弘
弱
弱
印
昭
弱

、0012031

5.73772E－O5

0

5.00067E－O4

4．18286E-04

2.96729E－O5

7.13306E－O5

8.68474E－O8

4.65994E－O4

5.04323E－O4

5.58058E－O3

8.78577E-04

1.46656E－O3

6.84357E-05

8.98176E-04

3.28573E－O5

3.63427E-03

.0190356

2．51991E－O3

3.l8351E-O3

2.09438E-03

8.95831E-04

9.29238E-04

．0030152

．0027396

1．13249E－O3

1.73298E-03

.0106156

.0117073

.0058019

9.l8075E-O3

7.26354E－O3

3.81975E-03

.013557

9.29487E-03

1.27269E-03

．0138541

7.27376E-04

.0950678

6.51297E-04

7.92239E－03

．0118424

．0283184

．11587

.0202677

.121868

.15955

.0547882

.0322126

.0179257

０
０
０
９
１

１

9．69217E-05

1．26218E－05

1.4243E-05

．107528

0

5．81096E-04
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第4表 fd*、f*(日本・59部門）

#"'(1)=315.755 ; #"'(2)=281.813

ｵﾉ*(2)(時間）fj*d(1) (時間） #j*d(2)(時間） rj*(1)(時間）産 業 部 門

l 耕 橦 農 業
2 畜 産
3 農 業 サ － ビ ス
4 林 業
5 漁 業

6 石 炭
7 金 属 鉱 業
8 原 油 ． 天 然 ガ ス
9 非 金 属 ・ 鉱 業
10 と 殺 ・ 肉 ・ 酪 農 品

11 水 産 食 品
12 精 穀 ． 製 粉
13 そ の 他 の 食 料 品
14 配 合 飼 科
15 飲 科

16 煙 草
l7 製 糸 。 紡 績
18 織 物
19 二 ツ ト 製 品
20 そ の 他 の 繊 維 製 品

21 身 廻 品
22 製 材 ・ 木 製 品
23 家 具
24 パ ル プ ． 紙
25 紙 製 品

26 印 刷 ・ 出 版
27 皮 革 . 皮 革 製 品
28 ゴ ム 製 品
29 基 礎 化 学 製 品
30 石 油 化 学 基 礎 製 品

31 化 学 繊 維 原 料
32 合 成 樹 脂
33 化 学 肥 科 ． 農 薬
34 最 終 化 学 製 品
35 石 油 製 品

36 石 炭 製 品
37 窯 業 . 土 石 製 品
38 銑 鉄 ． 粗 鋼
39 鉄 鋼 圧 延 製 品
40 鋳 鍛 製 品

41 非 鉄 金 属 地 金
42 非 金 属 一 次 製 品
43 金 属 製 品
44 － 般 機 械
45 重 電 機 器

46 軽 電 機 器
47 自 動 車
48 そ の 他 の 輸 送 機 械
49 精 密 機 械
50 そ の 他 の 製 造 業

51 建 築
52 建 設 補 修
53 土 木
54 電 力
55 都市ガス（熱供給業を含む）

56 水 道（廃棄物処理を含む）
57 運 輸（自家輸送を除く）
58 自 家 輸 送
59 通 信

８
６
１
５
３
３
８
２
１

７
９
２
２
５
７
８
５
１
３
８
６
７
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４
９
７
５
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９
９
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９
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２
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５
２
１
８
５
０
６
４
７

０
０
３
２
９
９
５
７
５
６
９
２
１
３
７
５
８
５
７
１
０
１
０
６
４
８
２
７
５
１
６
０
７
７
５
６
３
２
４
６
３
２
３
０
１
９
４
０
８

・
・
２
９
３
６
３
６
７

８
７
２
１
２
５
０
９
９
７
３
９
２
１
３
９
７
２
６
４
９
８
６
０
７
６
５
９
９
９
６
２
４
５
４
５
１
９
９
７
４
８
９
６
７
３
２
７

Ｆ
Ｈ
Ｊ
、
〃
】

？
■

●
■

●
。

●
Ｆ
『
〕

■一‐『〕
。

。
。

●
●

●
。

。
。

■
。

。
●

●
。

。
■

■
。

。
早

・
口

。
。

。
。

。
。

。
●

。
●

。
●

●
。

。
。

。
，

。
■

■
。

。
・

２
４
８
４
０
０
７
７
８
６
８
１
８
２
２
１
６
２
２
４
７
６
６
５
１
９
７
３
５
６
１
２
７
３
７
４
７
５
３
６
４
６
５
１
２
３
６
８
０
５
６
７
７
６
８
７
８
７
３

４
５
２
４
５
１
３
４
５
０
２
４
４
９
２
４
１
８
９
７
７
８
４
０
１
８
１
０
４
２
４
２
３
２
３
６
０
５
３
３
０
４
１
７
９
８
９
７
３
３
５
０
８
７
６
９
６
６
５

１
１
５
４
４
３
２
１
２
１
４
１
６
８
２
２
９
５
６
６
５
４
４
３
３
２
８
４
２
２
２
２
２
２
２
３
３
２
２
２
２
２
３
２
２
２
２
２
３
３
３
３
３
１
１
２
３
４
２

６
９
６
１
２
２
１
７
７
１
８
４
１
７
９
３
５
４
８
９
２
５
４
８
６
３
５
２
３
３
８
３

３
９

１
２
６
１
９
１
２
３

９
７
１
１
５
５
３
３
５
８
７
３
３

７
５
１
９
０
９
７
６
４
１
１
９
９
０
６
１
８
３
７
２
７
３
３
２
９
４
７
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次に、α"*dは、内生部門を物財部門59×59として求める。いうまでもなく、

α"*d=X"/X)である。

。"*を求めることも容易ではない。第ノ部門の「資本減耗引当」は連関表に

与えられている。これをZjとする。今もし、第ノ財生産のために使用される

第／固定設備の量K"が与えられれば、d" = (Zj /X)) (K" / ZK")によって求

めることができる。しかし、1980年について、この資料を得ることはできない。
（9）

そこで止むを得ず連関表附属の固定資産マトリックス（民間十政府）の数字を

上のK"の代りに用いる。K"がストック量であるのに対し、この表の数字は

第ノ部門が購入した第i財（固定資産）の量であり、フロー量である。止むを

得ず、このような近似計算を行った。α"｡＊と‘"＊は資料が大きすぎるので、

ここには示ざない。

〃/は産業連関表附属の輸入表に示された、各部門の輸入総額を生産高で割っ

て求めることができる。βが分かれば、M= (I-A'一D') -1〃が計算できる。

また、ejは連関表輸出欄において、それぞれの部門の輸出額を輸出総額で割

ることによって求められる。

これらは第3表に示される。

以上で輸入品を計算しない「国内投入労働量」〃*および､輸入品を算入し

た投入労働量ｵﾉ＊を計算する、すべてのデーターが揃った。結果は第4表に示

される。ここでは、直接労働量として、rﾉ*(1)、吟*(2)のいずれかを用いるかに

応じて、オノ*‘(1)、ル*d(2)、オノ*(1)、オノ*(2)が計算されている。欄外には輸入品1単

位に含まれる投入労働量rmも示されている。

Ⅲ－218部門

後に示すように、上記の産業部門のままでは、日・独の比較が難しい。それ

で、比較し易いように、部門統合を行うこととした。わが国の産業連関表には、

(9)固定資産マトリックスの表はマトリックス形式にはなっているが、連関表の産業部

門と同じ分類になっていないので、組みかえる計算を行なって、連関表に合わせた。
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第5表 直接労働時間の計算（日本・18部門）

生 産 額
(100万円）

延労働時間(2)
(生産労働)(時間）

延べ労働時間(l
(全労働)(時間）

従業者総数
（人）

産 業 部 門

1．61114E＋07

2．6012E＋~06

2.69542E＋07

8.27529E＋06

1.61302E＋07

1.97684E＋07

1.79062E＋07

8.25474E＋06

3．59812E＋07

1.04093E＋07

2.29078E＋07

2.2603E＋07

2.54897E＋07

3.42754E＋06

2.15453E＋07

5.52574E＋07

1.47505E＋07

3.72545E＋07

農 林 水 産 業

鉱 業

食 料 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油 ・石炭製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輸 ・ 通 信

45267E＋lO

l6808E＋08

50292E＋09

23662E＋09

61647E＋09

27634E＋09

06959E＋08

26531E＋09

53105E＋09

2188E＋09

90613E＋09

09985E＋09

03437E＋09

95932E＋08

9542E＋09

2823E＋10

11392E＋09

50326E＋09

1.37578E＋10

2.72116E＋08

2.05068E＋09

1.97469E＋09

2.24745E＋09

1.05825E＋09

8.94413E＋07

1．12866E＋09

1.38437E＋09

1.88376E＋09

2.53705E十09

2.82589E＋09

2.74068E＋09

6.07549E＋08

4．19183E＋09

1．11566E＋10

1.02253E＋09

5.86031E＋09

１
３

２
２
２

１
１

１
１

２
２

３
３

６
４

１
１

６

7.45339E＋06

139834

1.17047E＋06

1.04593E＋06

1.22357E＋06

596868

50018

591707

715981

1.0376E＋06

1.35902E＋06

1．44961E＋06

1．41899E＋06

325445

2.31677E＋06

5.66285E十06

551557

2.99744E＋06

１
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４
５

６
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９
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第6表 直接労働時間（日本・18部門）

夙2)＊（時間）t(1)* (時間）産 業 部 門

農 林 水 産 業

鉱 業

食 料 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油・石炭製姑

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輸 ・ 通 信

７
２

２
５

２
４

９
９

８
９

３
１

５
９

２
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５
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０
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９
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２
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３
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７
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３
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４
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９
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０
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５
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第7表 似、〃、E(日本･18部門）

産 業 部 門 直接輸入係数 似ノ 総合輸入係数 M， 輸出比率 2，

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油 ・ 石炭 製品

窯業 ・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輪 . 通 信

１
２

３
４

５
６

７
８

９
ｍ

Ⅱ
吃
Ｂ

皿
賜
陥

Ⅳ
鳩

９
１

５
２

８
４

１
４

３
５

４
５

５
７

０
１

８
８

７
６

２
９

４
２

３
９

４
１

２
８

５
７
３

３
６
８

６
５

０
５

１
２

８
０

８
３

３
２

５
３
８

０
５
０

１
７

４
８

５
５

４
２

１
５

０
０

９
１
０

２
３

１
６

０
４

１
６

７
３

６
８

０
４
３

１
１

９
９

２
７
９

４
８

１
１
３

１
３

３
１

５
５

０
０

０
０

１
０
６

０
０

０
０
０

０
０

０
０

１
０

５
９

２
７

４
５

１
１

６
３

２
６

８
４
３

３
７

４
３

２
７

０
３

５
１

７
５
３
８

９
１
０

２
３

７
９

８
９

８
６
８

３
２

０
７

０
５

１
０

４
３

９
２

２
９
６

２
７
３

７
２

９
８

６
１
３

５
５

８
７
８

２
４

９
５

８
１

５
１

５
７

３
６

３
３

６
２

７
６

１
１

１
２

２
３

８
２

３
１

１
１

１
１

１
１

３
２

2.17883E－O3

5.67084E－O4

9.42951E-03

.0283732

7.57987E-03

.0513303

.0105676

.0138541

．’16211

．0283184

．11587

.142136

.214338

.0322126

.0335011

４０Ｅ６
９

８
０

７
１

３
８

２
０

■
で
Ⅱ
ユ

０
１

。

第8表 t@*, f* (日本・18部門）
/"'(1)=355.116 ;＃"'(2)=315.42

産 業 部 門 jj*d(1) (時間） rj*"(2) (時間） "*(1) (時間） jj*(2) (時間）

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油・ 石炭 製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製姑

建 設

電気・ガス・上水道

運 輸 ・ 通 信

４
８

２
８

２
５

６
１

４
３

３
２
８

５
９

９
５

６
９

７
８

０
３

０
１

２
０

４
０

６
３

５
０

６
７
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２
０
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０
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６
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４
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Ｆ
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０
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０
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１
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９

０
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６
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２
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２
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２
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３
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９
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９
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６
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２

０
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９
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０
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０
０
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２
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内生部門24部門という表が示きれている。このうち、物財生産部門18部門に、

上記59部門を、統合することとした。部門統合の方式は、産業連関表の総合解

説編、部門分類表に示されている。第13表に示しておいた。計算に必要なデー

ターおよび結果は、第5，6，7，8表に示されている。

Ⅳ 西独における不等価交換の測定

Ⅳ－1 46部門

以下、西独における不等価交換の測定についてのくよう。西独の連邦統計局

発行の投入・産出表、内生部門58部門表を基礎としている。日本の場合と同様、
（10）

このうち物財生産部門だけを取り出す。これは46部門である。

直接労働量rの計算から説明しよう。これは第9表、第10表に示されている。

第9表の就業者総数はドイツ連関表226頁の数字を用いる。しかし、これは、

第9表に示すように、就業者数は46部門のすべてに対して、与えられているの

ではない。例えば、農業と林業・漁業は一括して示されている。ここでは、こ

れらの部門のでの値は、等しいものと仮定して計算することにする。さて、各

産業部門の平均年間労働時間は、西独の労働庁(Institut fnr Arbeitsmarkt

und Berufsforschung der Bundesanstalt fUr Arbeit, Nnrnberg)発表の数字を用

いることにする。第9表第3欄の数字がこれである。これと就業労働者数を掛

けあわせれば、年間延労働時間が計算きれるが、就業労働者数が合併して表現

されている場合には、第9表第5欄の生産額に比例して分配しておく。（合併

(10)西独の連関表は、その産業分類の仕方や名称で、かなり日本のそれと相異している。

ここでは、なるべくわが国の名称に近似させて翻訳している。だがこれは忠実な翻訳

ではないことを断っておく。例えば7鉱産物には、石炭、石油、天然ガスを除くとい

うカッコ書きがあり、また20建設用具と訳したものは、西独表では鉄，軽金属建設用

具およびレール使用建設用具となっている。また23自動車としたが、西独表は市街地

輸送具となっている。日本と比較し易いように、あえて、このようにした。詳細につ

い て は、 ハz"#-O仰吻"- Tabf""1 1 980,Rfijze 2, I/0I々s”γjsr畑〃"(､jM GFsMth'ft､jz7〃"壇c7,,

Fαc/zs"" 1 8 Statistisches Bundesamt.S. 228-231参照。
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第9表 直接労働時間の計算（西独・46部門）

平 均
労 働

年
時従業者総数

(1.000人）
延労働時間(2)
(1,000時間）

間
間 生 産 額

(100万マルク）
産 業 部 門

l 農 業

2 林 業 ・ 漁 業

3 電力・蒸気・温水

4 ガ ス

5 水 道

6 石 炭

7 鉱 産 物

8 原油・天然 ガス

9 化 学 製 品

10 石 油 製 品

11 合 成 製 品

12 ゴ ム 製 品

13 土 石 製 品

14 陶 磁 製 品

15 ガラス．ガラス製品

16 鉄 ・ 鉄 鋼

17 非 鉄 金 属

18 鋳 造 製 品

19 圧 延 製 品

20 建 設 用 具

21 機 械

22 事 務 用 機 器

23 自 動 車

24 船 舶

25 航 空 機

26 電 子 機 具

27 精 密 機 械

28 金 属 製 品

29 楽 器 ． 玩 具

30 製 材

31 木 製 品

32 パ ル プ ・ 紙

33 紙 製 品

34 印 刷 ・ 出 版

35 皮革・皮革製品

36 繊 維 製 品

37 衣 料 品

38 食 料 品

39 飲 科

40 煙 草

41 建 設

42 建 設 補 修

43 鉄 道 輸 送

44 船 舶 輸 送

45 通 信

46 そ の 他 の 交 通

２
２
８

８
８

８
８
８

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９
９

９
９

９
９
９

９
９

９
９

９
９
９

９
９

９
９

９
９

９
２

２
３
３

５
３

３
８
６

６
６

４
４

４
９

９
９

９
９

９
９

９
９
９

９
９
９

９
９

９
９
９

９
９
９

９
９
９
９

９
９

９
９

９
９

９
６

６
４

４
０

４
５

５
０

０
０

３
３

３
０
０

０
０
０

０
０

０
０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０
０

０
０

０
０

０
０

０
８

８
４

４
６

４
７

７
７

７
７

７
７
７

７
７

７
７
７

７
７

７
７

７
７

７
７

７
７

７
７

７
７

７
７

７
７
７
７

７
７

７
７

７
７

７
６

６
６

６
７

６
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１

５２
５

４
３

１
２

2.17902E＋06

319286

275044

96651．1

29403.5

355635

13870.1

26030.3

894278

41037.6

424056

194928

415504

111143

147052

444574

124823

28198．5

514680

336849

1.85182E＋06

99174．2

1.57653E＋06

95754.6

100884

1.84156E＋06

417216

617275

169280

97464.3

630952

85495

215447

415507

210318

560849

577947

1.23098E＋06

222433

4247．5

2.29492E＋06

1．32198E＋06

252472

305073

506567

1.21929E十06
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第10表 直接労働時間（西独・46部門）

延労働時間(1 ､OOO
時間)(生産労働）

r)(1)*
(1,000時間）

rj (2)*
(1､000時間）生産労働比率産 業 部 門

６
６
８

８
８
８

５
５

３
３

１
８
９

６
７
９

５
９

２
６

９
４

７
１

１
８

６
１

２
８

１
７

９
５

１
１

６
５

５
４

１
９

９
７

７
７
６

５
５

４
７

０
５
８

９
０

４
２

５
７
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０

０
２
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７
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０
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８
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０
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２
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２
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２
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９
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５
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３

１
７
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４
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０
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３
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４

０
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３
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９

９
２

２
２
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０
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８

０
６

０
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８
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３

７
５

７
９
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５
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０
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６
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９
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９
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８
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４
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された部門の直接労働量は等しいと仮定しているから｡）

物財生産部門の中でさらに、物財生産労働と、サービス労働を区別するため

に、日本の場合には、雇用表中の職業分類雇用マトリックスを用いることがで

きた｡これは極めて詳細なデーターである。ドイツについてはこれ程詳細なデー

ターは発表きれていない。しかし、幸いなことに、これ程詳細ではないし、ま

た連邦統計局発表の資料ではないが、ベルリンのドイツ経済研究所(Deutsches

Institut fUr Wirtschaftsforscung)の資料を利用することができた。産業部門数

は10部門、業務の種類は33種類のマトリックスである。これを用いて、ほぼ日

本と同じ基準で、従ってかなり生産概念を狭くとって、生産労働比率を求めた。
（11）

第10表第2欄に示されている。これを用いれば、生産労働だけの延労働時間

も計算される。
（12）

日本の場合と同様、rj (1)*と吟(2)*とが計算されている。

次に固定資本の投入係数を定める。日本の場合には、フロー量（投資額）で

はあるが、固定資本マトリックスが利用できたので、その比で連関表記載の各

部門の償却費を割り振った。西独については、このような詳細な資料を利用す

ることはできない。が連邦統計局発行の次のような簡単な固定資本マトリック

スがある。それは、固定資本(Anlage)をただ固定資本動産(AusrUstungen)

と固定資本不動産(Bauten)との2部門ごとにわけて示している。これはフロー

量でなくストック量である。ここではこれを注(13でのべる要領に従ってマト

リックス形式とし、これを用いて、各部門の償却量を分割して、α〃を求めた。

(l1) ,@Occupations-by-sector matrix for the Federal Republic of Cermany l980,"

FO7scﾉL"gspγ"･砿t, DIW, Deutsches lnstitut fUr Wirtschaftsforschung, Dezember, 1984 .

(13 第9表の産業分類中第46部門は「その他の交通」である。この就業労働者数も示さ

れていない。これは第43，44，45部門の労働者数合計を、第43，44，45，46部門の生

産高比で配分し直すことによって求めた。
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第11表 似、〃、E(西独・46部門）
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14 陶 磁 製 品

15 ガラス・ガラス製品

16 鉄 ・ 鉄 鋼

17 非 鉄 金 属

18 鋳 造 製 品

19 圧 延 製 品

20 建 設 用 具

21 機 械

22 事 務 用 機 器

23 自 動 車

24 船 舶

25 航 空 機

26 電 子 機 具

27 精 密 機 械

28 金 属 製 品

29 楽 器 。 玩 具

30 製 材

31 木 製 品

32 パ ル プ ・ 紙

33 紙 製 品

34 印 刷 ・ 出 版

35 皮革・皮革製品

36 繊 維 製 品

37 衣 料 品

38 食 料 品

39 飲 科

40 煙 草

41 建 設

42 建 設 補 修

43 鉄 道 輸 送

44 船 舶 輸 送

45 通 信

46 そ の 他 の 交 通
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第12表 td*、f*(西独・46部門）

r'"(1)=25.7918 ;#加(2)=18.59

オノ*d (2)
(1 ､000時間）

f*。／11
&ノ I上ノ

(1,000時間）
b* (1)

(1,000時間）
吟*(2)

(1,000時間）
産 業 部 門

l 農 業

2 林 業 ・ 漁 業

3 電力・蒸気・温水

4 ガ ス

5 水 道

6 石 炭

7 鉱 産 物

8 原油・天然 ガス

9 化 学 製 品

10 石 油 製 品

11 合 成 製 品

12 ゴ ム 製 品

13 土 石 製 品

14 陶 磁 製 品

15 ガラス．ガラス製品

16 鉄 ・ 鉄 鋼

17 非 鉄 金 属

18 鋳 造 製 品

19 圧 延 製 品

20 建 設 用 具

21 機 械

22 事 務 用 機 器

23 自 動 車

24 船 舶

25 航 空 機

26 電 子 機 具

27 精 密 機 械

28 金 属 製 品

29 楽 器 ． 玩 具

30 製 材

31 木 製 品

32 パ ル プ . 紙

33 紙 製 品

34 印 刷 . 出 版

35 皮革・皮革 製品

36 繊 維 製 品

37 衣 料 品

38 食 料 品

39 飲 料

40 煙 草

41 建 設

42 建 設 補 修

43 鉄 道 輸 送

44 船 舶 輸 送

45 通 信

46 そ の 他 の 交 通
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第13表 部 門 統 合 表

本産 業 部 門 西 独 日

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パル プ・紙・木製品

化 学 製 品

石 油 ・ 石 炭 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他 の 製 造 工 業 製 品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輪 . 通 信

３
９

５

３
１

３

３
０

２
８

５
４

５

１
４

３
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４
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貝
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第14表 直接労働時間の計算（西独18部門）

延労働時間(1,000
時間）（全労働）

延労働時間(l ､000
時間）（生産労働）

生 産 額
(100万マルク）

従業者総数
（1,000人）

産 業 部 門

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油 ・石炭製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輪 ． 通 信

５
１

７
７

５
９

２
１

５
６

２
１

１
９

８
４

７
３

４
９

４
５

０

４
７

７
６

０
７

４
５

９
５

１
０

０
４

７
１
３

４
１

４
８

６
６

７
２

１
７

５
１

１
１

２
５

２
２

１

2.49831E十06

811040

1.49616E＋06

1．13879E＋06

1.02936E＋06

1.31833E＋06

41037．6

258195

1.11228E＋06

954124

1．951E＋06

1．84156E＋06

1．77317E＋06

417216

990032

3.6169E＋06

401098

2.37062E＋06

2.40912E＋06

604026

1.07305E＋06

816743

738257

945508

29432.2

185177

797723

684298

1.39926E＋06

1.32077E＋06

1．27172E十06

ワqQツク7
~ V ｼ ｰ ｰ 0

710052

3.14453E＋06

310330

1.50558E＋06
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９
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５
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９
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５
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９
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９
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第15表 直接労働時間（西独・18時間）

産 業 部 門 r(1)＊（1,000時間） て(2)＊（1,000時間）

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油 ・石炭製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輸 ・ 通 信

１
５

８
７

６
６
８

５
７

１
４
６

８
４
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６
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３
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０

０
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２
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８
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９
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９

４
６
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第16表 〃、〃、E(西独・18部門）

総合輸入係数 ",産 業 部 門 直接輸入係数 奴' 輸出比率 2'

農 林 水 産 業

鉱 業

食 料 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油・石炭製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道

運 輸 ・ 通 信

３
６

１
５

５
９

７
８
０

２
６

１
５

９
２

６
３

６
６

７
８

９
１

４
４
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３
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７

０
９
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２
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０
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４
６
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５
８
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５

９
９

９
７
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６

４
２

２
２

２
０

６
９

７
７

２
０

３
０

０
８

５
１

９
２
３

３
１

４
９

７
６

２
８

２
５

７
７

１
９

８
０

９
８

４
６

３
７

０
０

１
１

１
１

５
０

１
０

０
１

０
０
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０

１
０

７
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５
５
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５
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３
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２
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７
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５
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6.80232E－03

．0217653

．0376223

．0317433

.0222455

．129677

．013143

8．11557E-03

.0784098

.0394716

.148322

．0789218

.130844
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.023458
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第17表 が*、t*(西独・18部門）

j"(1 )=21. 737 " j" (2)=15. 933
吟＊(2)

(1,000時間）
オノ*‘(1)

(L 000時間）
fj*d (2)

(L 000時間）
吟*(1)

(1 !000時間）産 業 部 門

農 林 水 産 業

鉱 業

食 科 品

繊 維 製 品

パルプ・紙・木製品

化 学 製 品

石油 ・石炭製品

窯業・土石製品

金 属 一 次 製 品

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

他の製造工業製品

建 設

電気・ガス・上水道
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紙数の関係で、これもαW)と同様ここでは示すことを略する。

各部門の生産高1単位あたりの生産に直接必要な輸入品の金額〃jは、連関
（14）

表に記載の輸入表（各部門の輸入額）から求めることができる。これと投入・

産出係数の逆行列から、総合輸入係数M)が計算される。

輸出品100万マルクに含まれる各生産物の割合eﾉは、連関表の最終需要欄記

載の部門毎輸出額から計算される。

(13 ここでは、上の固定資本のストック表を用いて、連関表の各部門の償却費合計を、

それぞれの部門が用いた固定資本に割り当てることにした。そのため、固定資本動産

部門は、非鉄金属、建設用具、機械、事務用機器、自動車、船舶、航空機、電子機具、

精密機械、金属製品、製材部門からなるとし、また固定資本不動産部門は、建設、建

設補修部門からなるとした。まず各部門の固定資本動産部門と同不動産部門のストッ

ク量の比を計算し、ついで、この2部門別に、それぞれ上記の産業部門の生産高に比

例して、償却費を割り当てた。

(14) "Einfuhr von Waren und Leistungen l980 zu Ab-Zoll-Preisen," ""t-O" "t-T(Jb2"",

S. 110-119.
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以上のデーターから、西独における「国内投入労働量」fﾉ*‘、および輸入品

l単位に含まれる労働量ｵ郷が求められ、それを用いて、輸入品への投入労働

量を含む「全投入労働量」オノ*が計算される。日本の場合と同様、これらは、

単位当り直接労働量ｵﾉ＊の中に、非生産的労働を含む場合と、生産的労働だけ

に限定した場合の双方が計算されている。前者にはカッコ内にlを、後者には

2の数字を与えている。

Ⅳ－218部門

48部門で用いたデーターを、18部門に部門統合しよう。これは、日本59部門、

西独46部門のままでは、単に部門数が異なるというだけでなく、各部門の内容

が相当に相異していて、比較することが容易でない。この困難を回避するため

の1つの方法は、比較可能な程度にまで部門を統合することである。そこで、

わが国の内生産部門24部門表にあわせることにした。部門統合表は、第13表と

して示しておいた。部門の番号は本稿で用いる番号である。

46部門のときとほぼ同種類の、データーおよび計算結果を示す。

V 剰余価値率の測定

資本制社会にあっては、賃労働者は生産のために労働力を売却し、代価とし

て得た賃金によって労働力の再生産に必要な物財を購入する。このとき物財生

産に投じられた全労働時間と、賃労働者が労働力の再生産のために購入した物

財に含まれる労働時間の比は、Marxによって剰余価値率と定義された。

これらの厳密な数学的定式化、およびその測定方式は置塩信雄氏によって示

され、この方式による実測が中谷武氏や泉弘志氏などによって行われた。特に

1980年に関しては、すでに置塩－中谷氏による、わが国の剰余価値率の計測が
（15）

なされている。本稿では、日本とざらに西独の剰余価値率の計測を行う。日

本については、基本の方式は置塩－中谷氏のそれと同じであるが、データーの

(13 前掲Okishio N. and Nakatani T., "A Measurment of the Rate of Surplus Value in

Japan ;the l980 Case", Kobe [加伽eγsity Ec"oPmc REt'i2T" 31, 1985 .
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使用について、少し異なった方式をとることにした。

#jを第j財の物量l単位に投ぜられた投入労働量、Tを物財生産に従事する

労働者が、1年間働いた労働時間の総和、BjをT時間の労働によって得た賃

金で、第j財を購入した物量であるとする。貯蓄はなかったと仮定しておこう。

そうすると、剰余価値率は、本来的には次のように定義される。

T- ZBit,

(14)
e = ZBif,

分母は労働力の再生産に必要な価値、すなわち労働力の価値を表し、分子は

剰余価値を表している。この(14)を用いて計測を行うためには、物財l単位に

投入された労働量ｵﾉが計測されねばならないが、これは現在資料的制約から

難しい。しかし、次式によってこの困難の回避されることが、置塩氏によって
（16）

示された。

#j*は第Ⅱ節で定義した100万円(100万マルク）の第j財に投入された労働

量である。”は単位時間当たり賃金すなわち賃金率、α’は消費総額中に占め

る第j財の消費割合であるとする。そうすると(14)は言き替えられて、

1－〃Zαjif*
2＝＝ (15)

〃Zαitj*

（17）

となる。

以下(15)式を用いて、具体的に、日本・西独の剰余価値率を測定しよう。

Ⅵ 日本における剰余価値率の測定

日本の剰余価値率から測定しよう｡ (15)のtj*に当たるものとして、第Ⅲ節

で計算した/j* (2)を用いることとし、以下ではこれを単に＃j*と表す。#j* (1)を

(16）置塩信雄、『マルクス経済学』筑摩書房、1977年、98頁。

(17) (14)と(15)の等しいことは、次のようにして分かる。pjを第j財の価格とする。(14)

の分母子をTで割れば g =(1-ZBj/j/T)/(EBiri/T)。ところで Z"jtj/T =

(EBjpiZB,"j /pi )/( T EB"i ) = "Zafiti*である。これを上式右辺に代入すれば、(15)

を得る。
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用いた計算については、後に注19で示す。

次に(15)における〃の計測についてのくよう。このために、まず、日本の連

関表の雇用者所得欄を部門にわたって合計する。後に説明する理由のため、2

通りの合計を行う。全産業部門の雇用者所得の合計と、物財生産部門の雇用者

所得の合計である。前者をW(1)、後者をW(2)とする。これを物財生産の総労働

時間で割れば、W(1)/TとW(2)/Tが求められる。総労働時間は第1表の各部門

の年間延労働時間に生産労働比率を乗じて、生産労働の年間延労働時間を求め

それの合計として求められる。これが、(14)のTである。しかし、W(1)にしろ、

W(2)にしろ、W/Tによって、(15)の鮒が求められると考えてはならない。(14)

と(15)で、抑= ZB"j/Tであるが、このBjは物財だけであり、Tも物財生産

への投入労働時間である。ところが、上のWは物財以外への支出を含んでいる

からである。そこでWには消費総額中で物財の占める割合を掛けておかねばな

らない。この比率は、国内品に対しては、連関表の民間消費支出欄、輸入品に

ついては､輸入表の家計消費支出欄の数字から求められる｡1980年では約41.9%

であった。これを、W(1)/Tおよび、W(2)/Tに乗じた値を、"(1)、卯(2)と書け

ば物財消費に向けられた単位当り賃金、〃(1)は1時間、963円、〃(2)は481円で

ある。"(1)を何のために計算したかは後にのべる。国内・国外の消費、および

生産労働の延労働時間などのデーターの記載は省略する。

次に(15)におけるαjの計算についてのくる。上にのべた消費に関する資料

から、物財の国内品消費高の合計Aと物財の輸入品消費高合計Bを求めること

ができる。このA+B=Cで、国内品はそれぞれの物財消費額を、輸入品はそ

の総額(B)を、割った比が、αjである。国内品については、α,，α2, ・・・

α59、輸入品はαIと表すことができる。さて、（15)において、国内品について

は、ji*(j=1,2, ･･･,59)が、輸入品については、一括してr加がすでに

求められている、ZQf,i,* +・. . +"59*=413.563,α1t加=8.712、それ故、

Z"ri*=422 .275であった。

以上で剰余価値率を求めるそくてのデーターが揃った。鮒(1)を用いた場合を
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S(1)、〃(2)を用いた場合をS (2)とすれば

S(1)=1.4582

S(2)=3.92078

であった。S (2)の方が剰余価値率本来の定義に従ったものである。S (2)は(15)

に見られるように、生産的労働者が単位時間働いて得る消費財への投入労働時

間と､生産労働者以外のサービス労働者と資本家への帰属分合計との比である。

これに対して、S(1)は、労働時間単位で測った、資本家の帰属分と、物財生産
（18）

労働者とサービス労働者とをあわせた、全労働者への帰属分合計との比であ
（19）

る。

Ⅶ 西独における剰余価値率の測定

西独における剰余価値率の測定結果についてのくる。日本のそれと重複する

説明は省略し、主として使用したデーターについて説明する。

（15)のtj*に当るものとしては、（Ⅳ－1)で得た、jf* (2)を用いることにす

る。/j* (1)を用いた計算結果は注22でのべる。

W(1)とW(2)はドイツ連関表の雇用者所得(Einkonlmen aus unselbststandiger

Arbeit)欄の合計である｡ W(1)は全労働者、W(2)は物財生産の労働者の所得合

計である。

生産的労働者の年間の労働時間の合計Tは、第10表の年間延労働時間（生産

労働）の合計によって求めることができる。

(18) (15)の分母子にTを乗ずれば、c= (T -W(1)Z"/j*) /(W(1)ZQfir,*)であることを

見れば明かである。この式の分子が資本家の取り分の価値である。

(1別 以上はjj* (2)を用いた測定であるが、別に#j* (1)を用いた場合も計算した。S (1)=

1.522,S(2)=4.048で両者にはほとんと差がない。ただし/j* (1)を用いる場合には、W

(1)/TのTは生産労働比率を乗じない大ききである。従って、(15)の定義から、ij* (2)

を用いた場合と比し、W(1)/Tは小きくなり、tj* (1)は大きくなってほぼ相殺されるの

である。
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W(1)/TとW(2) /Tによって、単位時間あたり賃金が得られるが、さらに、

前節日本の場合にのべたように、消費のうち物財の消費にだけ向けられた割合

を計算しなければならない。これをW(1)/7､、W(2) /Tに乗じた結果が、(15)

の卸になる。ただしTは生産労働の労働時間の合計である。国内品と輸入品を

合計した消費全体の中で物財への消費の占める割合は西独にあっては、

0.44548、すなわち約44.5％である。わが国の場合は、41．9％であったから、

これはかなりよく似ている。

また、物財消費に向けられた単位時間当り賃金は、〃(1)＝0.0202389、〃(2)

= 0.0113248であるが、これは次のような単位である。単位は100万マルクで、
（20）

1,000人当りの時間賃金である。従って1人当りは〃(1)に対しに対し

0. 0202389×106×10-3 = 20.2389,〃(2)に対し0.0113248×106×10-3= 11.3248

マルクとなる。

また、国内品、輸入品を含めた、100万マルク当たりの消費財への投入労働

量Z Q'iti*は、21.8478 (1,000時間）であることが、jj* (2)、j腕(2)を用いて計算
（21）

できる。

以上で剰余価値率を求めるためのすべてのデーターが揃った。卸(1)を用いた
（22）

とき、鮒(2)を用いたとき、それぞれ次のような結果が得られる。

S(1)=1.26154

S(2)=3.04167

(2D ここで用いているドイツの統計では就業労働者数が1‘000人単位であり、これを用

いて延労働時間が計算されているから。

(21) /j*(1)、オ"(1)を用いた場合には、27.8051となる。

(2〃＃‘*(1)、/耐(2)を用いた場合には、注19でのべたようにW(1)/TのTは生産労働の労働

時間だけではない。その結果、剰余価値率は(17)とほとんど変わらず、S(1)=1.22502,

S (2)=2.9764となる。
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Ⅷ 結 語

以上で一応、日本と西独における、不等価交換および剰余価値率の測定を終

える。紙数の関係で、本稿では測定結果だけを示し、詳細な結果の分析、日・

独の比較は別槁に讓らねばならない。

しかし、ごく簡単に重要な結果について概略だけのべておくことにしよう。

私は、ji* (2)を重視し、tj* (1)は参考までに挙げているので主として、前者につ

いてのくる。

(1) ri*(2)を、日本、59部門、西独、46部門について比較することは、部門
（23）

分割がかなり異なっていて、容易ではない。そこで、部門統合を行った。も

しこの結果を、1980年当時の日・独の外国為替相場1マルク102.84を用いて比
（24）

較すれば、西独の投入労働は日本のそれよりも全般的にかなり低い。しかし、

これをもって、直ちに、西独の労働生産性の方が日本のそれより高いとか、日

本の財の方が全般に西独と比し不等価交換において不利である、と断定するこ

とはできない。国際比較の際 為替相場を用いることの不当であることはよく

指摘されている。この問題の検討は別の機械に讓らねばならない。

（2）剰余価値率は比であって、円／円、マルク／マルクで無名数となり、

その結果は、それぞれの国の相対価格比には依存するものの、為替相場の影響

を蒙ることがない。jj* (2)を用いる限り、日本は3 . 92078、西独は3.04167でや
（25）

や西独の方が低いものの、極めて接近しているといってよい。

(23 それでも比較できないものもある。例えば石油および石炭製品などで、ドイツには

石炭製品という分類項目はない。

(24『経済統計年報』日本銀行調査統計局、1 985年3月、249 - 250頁。

なお日・独を比較するとき、ここでは、日本については、財の単位は100万円で購

入できる量であり、西独のそれは100万マルクで購入できる量であることと、労働時

間は日本の場合1時間、西独の場合には1,000時間であることを考盧せねばならない。

(23 というのは、前述のように、卯を計算するために、W/Tに物財の消費率を乗じるの

であるが、この率が、西独の方が高い。それは、西独の統計によると輸入消費財の中

にほとんどサービスを含まない（従って物財消費率は高くなる）のに、わが国ではか

なりの量の輸入があるからである。輸入消費財を無視すれば、日・独の剰余価値率に

は、ほとんど差異がない。
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(3) 1980年の日本の場合、置塩－中谷氏の計算結果とここでの計算結果は

数値的には異なるが、これは主として、物財生産をどう定義するのかの相違か
（26）

ら来ている。物財の範囲を広くとれば(15)の#j*は大きくなる。また、〃を求

めるためには、W/Tに物財消費の割合を乗ずるのだが、物財の範囲を広くと

れば、この値も大きくなる。従って(15)のgの値は小さくなる。その結果、置

塩・中谷氏では、1 . 3444という値となっている。私の計算結果と、数値の上で

は大きな差があるが、定義上の差からくるもので、特に怪しむべきほどのこと

ではない。このことは、私の計算のS(1)と比較してみれば、両者の値が非常に

近いことでも分かる。このS(1)と両氏の定義とは同じではないが、S (2)よりは
（27）

ずっと近い。

(2O もち論ｵ,＊の大ききにも影響する。両氏は金融・商業関係以外は、すべて物財生産

に関連するとし、公務、研究、保健、公共サービスをすべて物財生産として算入する。

私は狭く、物財生産へのかかわりの割合の少ない産業は、物財生産から排除している。

さらに、物産生産部門の中でサーービス労働と思われるものも排除している。その結果

計算されたものが私のh*(2)である。

(2n 本槁作成に当って、特に次の方々の助力を得た。記して謝意を表する。計算につい

て、近畿大学 王曜鐘氏、資料に関して、ベルリンDeutsches lnstitut fUr Wirtschafts-

forSchung (DIW)のReiner Staglin氏, Statistisches BundesamtのAlbert Braakmannおよび

Carten Stahmerの諸氏である。
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I はしがき

第2次大戦後発展をとげた国際比較の理論は、発足後約半世紀を迎えようと

している。ところで複数の国民経済をなんらかの指標､典型的には実質GD(N)

Pと関連する構成集計値とによって比較する問題は、単一の国民経済の時系列

比較や国内の地域比較と同列に考えることが困難であり、それも比較対象国が

気候、人口、経済発展の程度、文化と社会経済体制を異にする国々をカバーす
（1） （2）

る場合、困難が大きいことは明かで、J. R.ヒックスやクズネッツらから国

際比較への古典的な疑問が提起せられるゆえんである。

ところで、こうした疑問にもかかわらず、国際比較の理論が国民経済計算の

中で一大トピックとして開発・改良され、当初の疑問に漸次挑戦しつつあり、

その成果たとえば購買力平価によるGD(N) P比較は、一部の国ではルーティ
（3）

ンとなりつつある。国際比較のための物指しないし測度がたとえ粗くても、測

度から得られる経済計算上の有利きを否定することは、できないからである。

小論の意図は、国際比較理論の展開を年次と段階を追ってサーヴェイし、と

くにICPの現在までの推移を要約することにある。小論のこの問題に対する

立場は、各国GD(N) Pの購買力平価換算の問題を、物価指数理論とGD(N)

P理論の出合の場として把え、ICPに先立つ時期から現在のECPの発展ま

(1) J. R. Hicks, TJI2 Soc"J Fmmcwwoγﾙ, 1st ed. 1942, 4th ed､1971．Note E: @.On Comparisons

between the Real National lncomes of Different Collntrieg, pp. 306-307.

(2) S･Kuznets, "National lncomes and lndustrial Structllre", Ecof@0瓶鈍"", Vol. 17, Supple-

ment, Ju1. 1949. pp. 205-241.

(3)たとえば、経済企画庁物価局編、「物価レポート'90」は、このトレンドを示す。
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での手法の発展のなかで、国際比較に課せられた問題と、上記の古典的な反対

論が、どのように克服されつつあるかを明らかにすることである。

H ICPに先立つ国際比較の理論的発展と反論

第2次大戦後、アメリカ経済の圧倒的優位のもとで、アメリカの対外援助の

基準と成果を検討するという時代の要請を背景として、各国GDPの比較が開

始せられた。その成果の典型を、われわれは、M ギルバートとK.クレーヴィ
（4）

スによるOEEC刊行の研究 α加加γα"似9Nα"ow(zI H'0d"cts (Md月,i" L"91sに

見ることができる。OEECのこの研究は、アメリカを基準として西欧諸国の

実質国民所得を支出側から比較するもので、イギリス、フランス、西独等との

比較を後述の多元比較方式によらず、各一対一で個々に比較するバイナリー比

較方式であった。ところで、これまた後述するヒルの言葉によると、「国際比

較がたんなる空間比較と異なる－いわば空間比較とアシメトリーである所以

は､国と国とが独立の政治的エンティテイであって､この異なる政治的エンティ

ティが比較せられる会計エンティティとなる」ことにある。就中、基準国と比

較国とは国民通貨を異にしており、バイナリー比較であれ多元比較であれ比較

対象となる国々の購買力を示す共通の表章を必要とする。このためまづ考えら

れた方法が、比較対象国の国民所得を為替レートによって弗に換算する方法で

あった。

これは、つぎの算式によって示すことができる。

PPE=7P (1)

ここでPPEは基準国通貨の購入できる財・サービス群と等しい財・サービ

ス群にたいする比較国通貨の購買力であってpurchasing power equivalenceの

略穂、γは為替レート、Pは価格指数を意味する。

(4) M. Gilbert and l. B. Kravis, A邦h1""""owa/ Coγ犯""sow Q/ NatioIml月ひd"ctsq抑。〃L2

A"rJMSmg PoIMγ〃Qww,,(Ws, 1954. M. Gilbert and Associates・Co"ゆαγα〃“』Vα〃0"αJ

fﾔ0(Zz"ts "1(J P"" LfwJs, 1958.
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上式は、国際比較において数量を比較するために購買力等価を求めるための

第一次接近といえよう。

ところで為替レートは固定したものではなく、また為替レート換算が比較対

象国と基準国それぞれの通貨購売力等価を導く完全な換算手段でないことが、

大戦後10年の間に現実に明らかになって来た。いわゆる「為替レートのヴェー

ル」の問題が、明白になってきたのである。
（5）

M.ギルバートらは、この問題の本質に気付いた。彼らは、実行容易性とい

う点から1954年版では基準国と比較国の通貨換算率である為替レートを用いて

計算するが、1958年版ではアメリカ合衆国の物価と西欧8ヶ国の加重平均価格
（6）

を算出し、それぞれの実質GNP比較を行ってみぎの方法を補っている。いま

一つの問題は、諸国の実質国民所得の比較には、国民所得・支出の構成要素と

いう集計値とサブ集計値の概念について価額と価格を比較可能なものとするよ

うな、共通のコメンクラトゥールがなければならない、ということである。
（7）

OEECのASi"ゆ!"ed SystcM q/ Nα"0"αI A"0""tsとこれにつづくAStaル
（8） （9） （10)

"j'd ized Sys i2加可ﾉvα"0"αI Acco""ts，国連の旧SNAそして現行のSNA，
（11）

そのEC版であるESAは、いづれもコメンクラトゥール作りに注目すべき

成果をあげた。他方、社会主義諸国は、物的生産物の理論MPSを基礎にした
（12）

国民経済バランスをそのコメンクラトゥールとして開発した。

なほ、国際比較の面で注目すべきは、1950年代から60年代にいたるまでの物

(5) P. StudenSki@ TJIc I11(､07jff〃ﾉVα〃011s, 1958, pp. 224-226.

(6) Gilbert and Associates, ibid., pp. 29-33. Tables 5 and 6.

(7) A S"pl"" Sys""f q/JVα"omfJI A(､(､01"ts, 1950.

(8) OEEC, A St"1d"dizfmd S)'s"〃〃Na"011uJ A"01"1ts, 1952.

(9) UN. A S)'s舵加q/Na"o71(z/ A(､(､01"1ts "1d SM"0γ加噌Tublfs, 1953.

(10 UN, A Sys"加〆Na"”αIA"owtts. 1968.

(11) Eurostat, E,"吹" Sys""@ q/JM曙γαtcd Eco71oMi(､Aα･伽"1is, lst ed･1970. 2nd ed･1979.

(12) Studenski, ibid., pp. 349-373. N Jasny, ･.The Soviet Balance of National lncome and

American lnput-Output Analysis", L'i"'1sｵγm, No. 1. 1962．UN. Busi(､Pγ伽rゆ"s Q/ME(

SystcM q/ Ba/""s Q/ "zf MI"0,,(zI EcO120))@y, 1971.
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価指数、それも国際比較を念頭にした指数算式の発明である。R.ギァリーの
（13）

国際比較算式とこれから導かれる世界価格の理論、多国間の比較方式として

基準国を固定せずに一般式で表現するファン・イズェレンの推移的な価格指
（14） （15)

数等をこの時期の産物として数えることができる。

このような枠組み作りと指数算式作りの試みは、累積されて本格的な国際比

較の実験の準備を作ったと云うことができよう。

ところで、国際比較に対するいくつかの疑問もまたこの時期に集中的に提起

せられた。先にJ.R.ヒックスは、「1941年のフランスすらイギリスがアメリ

カに似ている以上に1938年のフランスに似ていること－国民的事情の大きい

差異の故に国際比較をする際には経済的厚生の測度としての国民所得に関する

すべての欠陥に、特別の注意を払うことを必要とする」と述べ、各国の実質国
（16）

民所得の比較について批判的であった。その理由をヒックスは、報酬の支払

われる各種の仕事についての国民的な習'|貫と努力の量の相異、国防費の国民所

得のなかに占める比率の相異､支出バスケットの構成品目の相異をあげている。
（17） （18）

この発想をより精密に発展させたものに、クズネッツ、フランケル、P.ディー
(19）

ンらの著作があり、政府サービス、国民相互の支出行動パターン、生産構造、

(13) R. C. Geary, "A Note on the Comparison of Exchange Rates and Purchasig Power be-

tween Collntries,''ノ叩押'(z/ q/ "M RqyaJ Sm"s"“ノSocieiy, Series A. vol. 121, 1958, pp.
97-9．

(14) J. van Yzeren,Tji7'" M2"'ods q/ CoM"γ畑g"z@PZ"c伽s"g PO岬γQ/ C"""cies, The
Netherlands Central Bureau of Statistics, Statistical Studies, No 7, (Zeist), 1957.

(13多元比較のための指数についての要を得た説明としてG. Stuvel, Tjze l""Ⅳ"肌6‘γ

片obJc )〃α" "s So/""", 1989, pp. 73-95参照。なほ、多元比較のためのこの時期の著

作として、RStone,QMα”tyα“Pγj“伽J2x2s伽ﾉVα"0"(zI AccoM"ts, 1956.がある。
(16) Hicks,ibid.

(17) Kuznets,ibid.また、T･Barna, "International Comparison of National Accounts in

Economic Analysis,'' jj@cowtc a" W""ﾉ,, Series m, pp・142-155参照。

(13 S. H. Frankel, ｣･Concepts of lncome and Welfare－－in Advanced and Underveloped

Societies with Special Reference to the lnter-Comparability of National lncome Aggre-

gateJ, "'coMf "td W""", Series m, pp・156-168.

(19 P. Dean, CoIO1fi(zI So"αﾉA"0""""g l958.

なほ、国際比較に対する疑問のサーヴェイとして、拙槁「国際比較の具体化とその
観点｣、『国民経済雑誌』第100巻第6号所収。参照。
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労働と閑暇の選択など異質の国民的集計値の差異をならして共通のコメンクラ

トゥールである標準会計枠組みに入れ分類し比較することに、異見をあきらか

にした。この異見は、国際比較にたいする古典的な疑問であると考えられる。

Ⅲ 多元国際比較プロジェクトの発展

ペンシルヴェニア大学のクレーヴイス、ヘストン、サマーズ（略称KH S)

と国際連合が世界銀行の援助を得て1 969年に着手した多元国際比較計画Inter-

national Comparison Project (略称I CP)は、国際比較問題の解明において、

従来の手法を改善し、参加専門家および機関の協力によって新紀元を画したと
（20）

いわれる。参加国についても第1フェースの6ヶ国から現在公表されている

130ケ国まで増大し、当初の原案に加えてこの間に手法の改良が加えられた。

この間に世界銀行の資金打切りによって、遂行の責任は、国際連合に移った。

ICPの構想と方法論の展開については、当事者をはじめ優れた紹介がいくつ
（21）

かある。小論は、GD(N) P論と物価指数の理論の交点という立場から、国
（22）

際比較の方法論をサーーヴェイし、とくに古典的な疑問の解決がどのように進

みつつあるかを観察してゆきたい。

ICPは、端的にいえば比較国と基準国の通貨の為替レート換算によらずに

購買力平価Purchasing Power Parity (略称PPP)による換算を介して価格

と支出の比較を行い、各国のGD(N) Pの数量比較を行うものである。つまり、

前章でみたPPEからPPPへの飛躍が、その特徴である。

(20 1. B. Kravis, A. Heston, R. Summers,加陀畑"iowzJI Co""7'is"s q/ R"I P""ct (z" P〃γ‐

c“s伽g H1wK 1978. 1. B. Kravis, A. Heston, R・Summers, Woγ〃片0.肌““尅加c、旅：加一

t2man”αJCC抑'”γ‘so卯sqfRmjGγOssPγ0““1982．

(21) "Comparative Studies of National lncomes and Prices",ノリ&imaj oi EcO710"c L帷γ“"2，

Mar. 1984.倉林義正、『SNAの成立と発展』、1990, pp. 102-131 また行政管理庁統計

主幹、『GDP購買力の国際比較に関する調査報告書』、1979.

(23 1CPの方法論として、小論は、KHSのWoγ〃P7odz"t a"d "cowe, 1982. ch2-ch5

に依拠している。
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ところで、各国のGD(N) P比較において、為替レート換算以外にも障害は

多い。各国の集計値または部分集計値とその要素の構成が異質であって、G,D

(N) Pの数量の国際比較を直接行うことは、容易ではない。ICPは、GDP

に対する「支出アプローチ」をとり、また価格指数算式としてギァリー指数を
(23）

修正したギァリー．カーミス式(以下G－K法と呼ぶ）を採用する。そしてギァ

リーの世界価格を誘導し、世界価格をもって各国のGDP購売力を比較するも

のである。

まずICPがG－K法を採用する理由は、多元比較において、それがいくつ
（24）

かの「望ましい特性すなわちテスト」をみたすためである。この特性は、i.

基準国不偏、ii.要素転逆テストをみたす、iii.推移性をみたす（循環性テス

トに耐える)、iv.行列斉合性をみたす、ものである。またその対象は、当然に、

v・取引同等性テストをみたす。ICPは、さらに多元国際比較において、任

意（現実にはアメリカ）の国と比較国の経済の固有性（財・サービス構成）を

みたすこと、および世界価格がユニヴァーサルで代表的性格をもつことを要請

する。加えてPPPの作成において、基礎になるコメンクラトゥールと各国国

民勘定実務との整合性があることが、PPP計算の実施を容易なものするとい

う。

以上の望ましい特性をみたすことができるために各国の実質GDP計算に先

立って、各国の価格と数量のデータが収集・選別され、PPPs (以后多数国

の価格比であることを明らかにするために、PPPにかえてPPPsを用いる）

(23) S・H Khamis．"A New Svstem of lndex Numbers for National and lnternational Pur-

pose3､ﾉ0"maI〆〃" RO1'fJ I Stα"s""I SO(､j小,, 135(1)' 1972.

124)「望ましい特性」は、指数論としての望ましさと各国国民勘定の実質比較を行う実

用性を併せもっている。指数としての特性のテストについては、Stuvel, ibid., pp.

36-52.W・Eichhorn and J. Voeller｡ Tﾉzfo"' Q/ P"" I'zdfx : Fisﾉz"s T@st A"70Qchα〃〔ノ

Gfwγα"gα""s, 1976.参照。後者については、とくに価格指数に関連してみる限り、

次のUN刊行物参照。UN, GIlidfliws oil片加cゆ"sqr(I S,'s"'If qr P"" "'d Q"α11rity Sm･

ristics. 1977. UN. Ma71"I " Vα〃例"I A(Towfts " CO11smllt P""s, 1979.
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算出のインプットとなるデータがファイルせられる。ところで、各国民経済は、

かりにGDPが同じ程度の国同志であってさえ双方の財・サービス構造は同じ

ではない。支出構成も当然に異なっている。途上国と基準国（通常先進国とく

にアメリカが選ばれる）とでは、財・サービス支出構成は異り、したがってそ

れぞれの価格について市場価格をもたないケースが当然ありうる。この基本項

目の欠情報を埋めるために、これに先立って作られた151項目の基本的な価格

(B P)のタブローに合わせて欠情報をうめるダミー(fillerとよばれる）の

推定値を得る手法が、Country Product Dummy法（略称C PD)である。

なほ支出項目のうち、各国民の習|貫を反映して財の価格差、材質差が大きく、

就中建物など住居関係の財にはこのような品目が見られ、CPDの適用対象と

なる。また家賃は自働車と同様嗜好と部品の組合せのマッチングを考慮してヘ

ドニックアプローチにより指数を得る。

ところで、こうした各国民支出の独自の財の品目以上に比較上困難があるの

が、サービスであることをICPは認識し、その比較可能性を高めるように努

力をしている。それには医療、教育、政府サービス等が含まれる。このサービ

ス自体正確な質・量の測定が困難であり、各国間のマッチングがえがたいとい

う問題があるが、より大きい難点は、正確な市場価格が得がたいという点にあ

る。たとえば公教育、消費者向け行政サービス・福祉サービスがそれである。

ICPはこれらのために、価格サイドでなく投入ないしコスト側のデータによ

る帰属法を採用している。

ICPは、第Ⅲフェースに至って参加国の増加とともに次節でみる地域化の

問題に遭遇するのであるが、地域化をすすめて地域圏価格を得、これを更に総

合して世界価格を求めるという二段階法が、結果の精度をかならずしも保障し

ないとし、ユニヴァーサルな多元比較方法によることを、一貫して推賞してい
（25）

る。

(25) Eurostat,〃"""α”γαI Mmszz”"""ts qfP"た“s畑g P"'" "td R"J GDP. 1982
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こうして汎世界的視野に立って参加諸国のGDP比較を基準国の立場から行

うべくPPPsを作成するのがICPの特徴である。この場合基準国はアメリ

カ合衆国で、スーパーカントリーであるとされる。これによってKHSは、

参加国の1人当たり実質GDP、同品目構成の価格と数量の変化、為替レート

換算率とPPPの差異を公表することを目標としている。

N ECPの発展と地域化の問題

PPPの哲学が、ある国の通貨で購入できる財・サービスの組と同じ組を他

の国々の通貨をもって購入できる比率によって各国通貨購売力を比較する測度

を得るものとすると、その共通の測度は、為替レートではなく各国の通貨の購

売力平価であるべきである。その限り、ECPとICPは、哲学を異にするも

のではない。

しかし上述したように、ICPの第Ⅲフェースでは、参加国数が34ヶ国まで

飛躍的に増大し、所属する国の1人当り実質GD(N) P、インフレーションの

進行度、所属地域の自然条件・開発の差ともに、ハンガリー等の政治体制を異

にする国々をカバーするようになった。そしてこの傾向は、第Ⅳフェース（参

加国60ヶ国）にまで続いている。比較対象国がこれほと等ヴァラエティに富むと、

G－K･CPD法による統一的なPPPs算式の処理にたいして、地域化の問

題提起が生じるのは、当然といえよう。かくて第Ⅲフェースのこの現象は、国

際比較に地域化問題を呼び起す契機となった。

この時期に、OECDのT. P.ヒルは、欧州地域圏をとくに念頭に置き作

ら、現行ICPのPPPs算式にたいして報告し、それ以後の理論に影響を与

えた。ヒルによれば、国際比較の哲学はともかく手法として第Ⅲフェースの状

況は、国際比較のためのPPPs理論を再考する好機である。各国が政治的な

エンティティであるために国と国の比較はたんなる空間比較ではないのであ

り、国際的な実質GDP多元比較をこれに近付けるには、各国間の価額ベクト

ルおよび価格ベクトルの差はあまりにも大きい。したがって、EEC (以下E
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Cと略)、ESCAP、EC LAC、ECA等の異なる地域圏を平均的な測度

でみるICPのG-K･ CPD法には、基本的な問題がある。

ヒルによれば、まずCPDによる欠情報の充足は、あまりに単純で非現実的

である。CPDを適用できる国は、同質的な同一地域グループに限られている。

ECは、他の地域圏と異なり、ある種の独自の同質性をもっている。たとえば

EC諸国は、アメリカ合衆国と人口、富、1人当りGDP、国土面積を異にし

ている反面、欧州という地域的近接性のゆえに、人口、所得水準、支出性向、

制度と文化的資産が相対的に同質である。そして、EC内諸国は個々にGDP

支出の明細を実証することが容易である。なほ、他の諸地域は、ECほどでは

ないにしる地域の独自性があり、それぞれの地域圏のもつ固有性を認めるべき

である。
（26）

地域の固有性を提唱するジェラルディの見解は、支持されねばならない。

一斉にCPD法によってPPPsの原データを統一形式にする現行ICPの主

張は非現実的であり、個々の比較という実証作業の結果をビルディング ブロッ

クとして、地域の固有性を失わない手法をとることこそ必要である。

ICPのとるG－K算式についてはその簡便性という長所が認められるが、

これはスーパー スター国すなわち基準国であるアメリカの価格群を基準とす

る加重算術平均法であって、その算式によるPPPはラスパイレス タイプで

あり、これを用いると途上国の数量を相対的に大きく表現する。ヒルは、G－
（27）

K法に変えて、EKS法を支持する。その理由は、EKS法によるPPPs算

式が幾何平均法であって、指数の数値はフィッシャー指数のそれに近い。この

(26) D. Geraldi, @@Selected Problems of lnter-Countr･v Comparisons on the Bases of the Ex､

perience of the EEC'', R""" qr "con@2 q" W""", Dec・’982．

(21 G-K法とジェラルデイの算式(Gと略称）およびEKS法の骨子が、ヒルによっ

て要約されている。M"""α"γαJA化as""""ts, ibid., pp. 47-53.ヒルはEKS法を実用

性から次善の方法としている。因みにEKSは、O. Eltet6, P. K6ves, B. Szulkの略で、

彼等はそれぞれ1960年ごろ独立に推移性をもつ多元比較のための物価指数を発明し

た｡ United Nations Statistical Commission and Eonomic Commission for Europe, I""

抑α"o'z(zJ Cow@""so" Q/ G70ss Doｻ抑es"c P7'0"" " Ew"e, 1980, 1985.f. 26 on p. 53.
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ためラスパイレス指数とパーシェ指数の巾(PLS)を最小にするというフィッ

シャー指数の長所をもち、さらにフィッシャー指数にはない推移性、行列整合
（28）

性をみたすことができる。G－K算式のPPPsも推移性と行列整合性をみた

すが、EKS法の数値は、G－K法のそれよりも望ましいものである。

ヒルが主な対象とするEC諸国は、統一を理念とするだけの地域近接性をも

ち、そのかぎり固有の地域的な特徴をもっている。またPPPs作成のコメン

クラトゥールの面でみると、国連タイプのSNAと異なるESAをGD(N) P

計算の概念枠組として用いている｡ECの内部の国についての価格情報は危大

であり、ICPによらないE C P (European Comparison Programme)用の価

格タブローを作成する統計実務能力を持ちあわせている。汎世界的なICP法

によらない手法をヒルが提唱するゆえんである。

ヒルは、さらに、財とサービスに関する論文によってサービスの性格を定義

し計測上の問題を整理した｡なほ彼をリーダーとするヨーロッパ専門家会議で、
（29）

ハンガリーのシラギによって提起された「比較拒否的サービス」は、以来政

府サービスの代名詞として使われ、政府対個人のサービスとそれ以外の政府

サービスの分割を介して「人口の全消費」概念を導く一方市場価格をもたない

限り推計には投入額をとることが再確認せられた。ヒルは、原データが不足す

るやむを得ない場合にはバイナリー比較による、可能となれば地域内少数国の

多元比較を行うことを主張している。また原データが漱次累積すると、これを

基礎材料として多元比較をEC内で行うことが可能であると、現実主義的な立

場を支持している。
（30）

ヒルによって代表きれる地域固有性の実証は、他の諸地域一一アフリカ、

(23 推移性、行列整合性は固有性とともに実質GD(N)P比較の価格指数に必要不可欠

である。M1lllja /, ibid.,またI11""2αno棚α/Co)"”γiso" (referred in Note 27)沁虹

(21 ""7'11(z"伽ajCo)lt""so" (referred in Note 27)、ibid. jf 20. .Comparison-resistant'と

いう術語がサービス専攻の国連統計専門家会議に提出された論文で、G. Szilagyiに

よって表現された。

(30 Eurostat, Co)JI""soJI qf "zf P7'i" LewIs "1d Ecowl"1ic Ag吾泥gatfs : TﾉM R@si'"s /b7 15

A/i'i"7, CozI1,h,ies. 1980 . 1985.
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（31）

中米に及び、それぞれ地域的国際比較がなされた。もっともその作業の活発

さからして欧州圏のECPは極立っている。とくに第Ⅳフェース以後に、それ

は新たな展開を見せた。というのは、南欧のほかに、社会主義東欧諸国のEC

Pへの参加傾向が顕著となったためである。

ESAタイプのGD(N) Pを採用する欧州諸国とMPSタイプのそれを採用

する東欧諸国の間の集計値、部分集計値、価格体系の各細目の相互の比較につ

いては、フランス、オーストリア、ハンガリー、ポーランドの間で十年を越え

て突合せがなされて来た。この成果の一つはECPおよび広く国際比較研究に

結実し、国際比較に際してSNA、ESA，ICP、ECPの各カテゴリーの
（32）

比較が、一表となるまで明快になった。他方、ECP研究は、政治、経済、

支出パターンの似た西欧諸国（西独、ベルギー、フランス等）をグループ1す

なわちE,とし地域的に接近した東欧諸国およびフィンランドをグループ2す

なわちE2とし、オーストリアをE2にも入れ、これをE,とE2との間のブリツ
（33）

ジ カントリーとしたことが注目せられている。

オーストリア中央統計局のフランツによれば、同国は、E,に属しかつE2の

小さいスター国にもなることができるから、E,とE2のブリッジ カントリー

となりうる。というのは、イ．同国はE2との間に、財分類について3桁の項

目を共有しており、ロ．比較拒否分野であるサービスについても同国はE2と

のクロスセクション比較を他のE｣諸国より容易に行うことができ、ハ．情報

の速報性がある、からである。かくて、イ．欧州価格対オーストリア価格と、

ロ．いわば小スター国であるオーストリア価格対E2のたとえば東欧社会主義
（34）

国を介して、欧州価格による個々の東欧諸国の購売力の比較が可能である。

(31)ラテンアメリカ諸国の1979年調査結果はInter-American Development Bankあてミ

メオで報告されている（筆者未見)。

(39 h1t"""""J Cojれ""so", ibid., pp.29-33, p.36.

(33〃唯γ"α岬"/ ComP"iso", ibid., pp.24-26. UN Commission of the European Communi-

ties, Woγ〃Co'"""so'' q/ P"℃ﾉ'as"g PoT"γα“駐αノP7'odMcts/Z)7 1980､ Pt、2 , 1987. pp.
1－匡
工 J･

(30A･Franz and R.Schwartzl ,"ICP 1980 :A Brief AccoLInt from ALIstria'', Tﾉzc R2'jic"Q/

"coMc "1(I Wca"ﾉz, jUn. 1984, pp. 167-184.
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こうして欧州地域の購売力比較研究は、理論的にまた現実の政治算術として進

みつつあることが、明かである。

ちなみに第Ⅳフェース自体の基準は1980年で、欧州版、国連版ともに刊行が

遅れた。現在85年基準の第Ⅳフェースが測定され、130ヶ国の実質GDPが報
（35）

告されている。

V 国際比較論の発展についての展望

以上、国際比較方法論の進展をサーベイし、いま理論実施面で新しい局面ま

で到達したことを見た。

これを整理するため、為替レート換算によるGD(N) P比較期をかりにPP

E時代とよび、ついで購売力平価による換算をICP時代とよび、ざらに、そ

の第Ⅳフェース以降、地域化時代が進行する現段階を、両スタープレイアーに

当たる(E C)の手法ECPとICPとの共存時代とよぶことにする。

実質GD(N) Pの国際比較に特有の困難は、いうまでもなくまず国と国とが

政治的エンティティであり、かつそれぞれ経済構造を異にするエンティティで

あることにある。このため最初の問題について、利用の容易な為替レート換算

が使用され、かつ国民勘定が標準化きれたのは意外ではない。PPE時代の成

果は、これの産物である。

勿論､｢為替レートのヴェール｣の問題はただちに解決されるべき問題であり、

ICPが一大プロジェクトとなったのは不思議ではない。ところで、「為替レー

トのヴェイル」を世界各国について除くことが一大作業であるために、当初の

ICPは、さし当たってG－K法を採用し、また種々の望ましい特性すなわち

テストをみたす方法論を開拓した。

(33 R Summers and A. Heston, "A New Set of lnternational Comparisons of Real Product

and Prices : Estimates for l30 Countries, 1950-1985', T/zf R"""〃伽coMg q"d W""ﾉz，

Mar. 1988, pp. 1-26． .Results of the European Comparison Project l985", Stα"s"“J

ノリ"7'ffaJq/"DF U"itedⅣα"0"s EcoizoWc Cowc"ssio" /bi' E"γ叩2, Vo1．6, Nr. 1, 1989, pp.

75-98後者は20のEC諸国を含んでいる。
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ところで、国際比較には、グローバルな一大取引場における取引主体の行動

パターンの斉一性、制度、産業構造の共通性という現実離れのした前提がある。

この種の国際比較の場に参加できる国は、市場経済が発達した少数国以外には

ない。げんにICPフェースIの最初の参加国は6ヶ国、ついで10ヶ国に限ら

れていた。しかし国際比較論者は、さし当たってヒックスらの古典的な疑問の

うち諸国民の間の支出行動の差を無視してまずGD(N) Pに関するコメンクラ

トゥールを活用し、ICP用の枠組みをととのえた。とりわけ基準国アメリカ

の価格リストの項目に対応するデータが比較国に存在しない場合にはCDP法

によって埋め、品目価格データ群を投入して基準国と比較国のPPPsを産出

し、購売力平価によるGD(N) P国際比較を推進した。

しかし比較的近似した同年次のイギリスとフランスにすら存在する国際比較

の困難は、とりわけ支出パターンの差異が大きい途卜国、またサービスをGD

P計算から分離するMPS下の社会主義国にとって、あるいは対個人サービス

の政府支出の比率の相異によって、無視できない比較上の障害である。これへ

の対応を現実に迫られたのは、ICP第Ⅲフェースにおいて参加国が当初の数

倍に達し、ハンガリーなど社会主義国を含む時点においてであった。地域主義

の一般的な拾頭は、いわば自然的に生じた方向である。GD(N) Pのコメンク

ラトゥールであるSNA自体が再考察の機会を持たざるを得なかった。ことは

当然に購売力平価計算の枠組みにも影響した。

ECPが理論的な変章と手法の改革を行ったのは、この時代である。それは、

GDP論からすれば、SNAの欧州版ESAとMPSの項目とその構成分の比
（36）

較と見直しという問題を持つものであった。MPSとESAの差であるサー

ビスの性格が追求され、またMPSによる国民所得とGDPとの比率が各国別

に具体的に比較されたことは、国際比較面で大きい前進となった。なほ指数論

(30 UN, Cow'ゆαγzs”q／〃leSystel〃q／MJ"”αJ A“""‘#sα“〃02､Sys""@ Q/ Bajα"l“sq”んモ

ノVα"”αノEcoIcowly, Rz7t ow, Cowc""zzI R〃α〃0"s〃's, 1977.〃咋押”"0伽αJCoγ7z""sow, ibid.,

pp. 27-35.
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の面ではG－K算式と世界価格冗に代わってEKS算式が採用された。これに

ついては適用される国が先進国グループであるかぎり両式の数値自体に差異は

小さいことが認められた。

また多元比較指数のもつべき望ましい特性がこの国際比較というトピックに

よって多方面から検討される契機が与えられ､少なくとも遂移性､行列斉合性、

固有性のテストがなされるよう見直しがなされた点は、メリットと考えられる

べきである。

価格タブローにリストされるべき項目として比較拒否的サービスの典型であ

る政府サービスの対価が計測され収録されたことも、ECP時代の成果である。

これは、ICPの作業にも吸収せられた。同じくECPの作業のうちE』とE2

とを分け、オーストリアをブリッジ国として東欧4ヶ国の購買力を計量する試

みについても、成果がICPによって吸収せられている。尤もサービスという

グループは多岐にわたっている。現在その全部が究明されたというわけではな
（37）

い。

ところで、ECPの突出した作業は、ヒックスの批判はさておき広い意味で

の欧州全体の文化の同一性からする支出パターンの同質性に依拠している点が

大きい。他方、他の諸地域たとえばかつてディーンの比較不可能論を生み出し

たアフリカ全地域は、かつての宗主国である欧州地域とリンクを行いうるもの

であらうか。また支出パターンの独自性からESCAPに属しながら突出して
（38）

対EC比較を行っているイスラエルの扱いは、理論上どのようにされるべき

か、さらにESCAPの中では日本のように1人当たりGDPにおいて突出し

ている場合、地域主義をつらぬくことに若干の問題が残っている。ESCAP、

ECAともに村落経済が大半を占める国を含む地域の場合、地域化はECほとﾞ

(3 1 金融サービスについて、資金サービスか移転かの研究がある。作間逸雄「~国民経済

計算における帰属利子の取扱について その論点の展開と対応｣、『季刊国民経済計

算』1984年度3．4号、参照。また倉林義正、上掲書、pp. 86-101.

(33 Eurostat, Co加加γfso'1s qrⅣα"α"J Accowlts Agg7cgntes bct""" Is7'"I q" tjzc E2"op""

α郷'""""y, 198a (筆者未見）
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容易ではない。またハイパーインフレーションの進行のため一般物価の上昇と

価格比のそれが同じでない上、データの遅れという実務問題が、EC LACに

は残っている。

以上、PPE、ICP、ECPとICPの共存の諸段階を見ると、国際比較

の理論はヒックスやクズネッツらの古典的な疑問に段階的に挑戦し、少なくと

も為替レートに代わるGDP換算手段としての能力を持つ過程にあることが、

明かである。

Ⅵ 結びに代えて

前節までの作業から明らかになった点は、つぎのようである。

1．各国の豊かさを比較する実質GD(N) P比較において、GDPの標準化、

物価指数論の算式の開発を背景とし国際比較の進化発展が認められる。PPE

からICPへ、またECPを典型とする地域比較とECP、ICPの共存時代

をいま経過し、その問、諸算式の比較とMPS・SNA比較によるコメンクラ

トゥール作りを経て、かつての国際比較に関する古典的な疑問は解決の途上に

ある。

2．為替レート換算に対してPPPs換算が確立され、経済分析、対外貿易を

はじめとする経済政策の道具を提供しつつある。

3．かつての古典的な疑問のうちサービスとくに比較拒否的サービスは、教育、

医療等の面で価格の測定が進歩しつつある。とくにECP時代以後著しい。

以上からGDP論と物価指数論の接点の面で、国際比較研究者の研究の飛躍

的上昇を認めることができる。ただしいまだに課題が完全に解決せられたわけ

ではない。一つには、地域間グループの格差が大で、ECA、ESCAP、E

C、EC LAC等、地域化したグループ間の地域圏購売力をもう一度世界価格

に完全に換算する問題が、残されており、リンク国ないしサブ地域内小スター

国の購売力だけを平均することでことが足りるかという問題である。いま一つ

はサービスが完全に価額群、価格群くつに分類されリストアップされうるかと
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いう問題である。サービスは明らかに比較拒否的であり、瞬間生産・瞬間消費

の性格をもち、その価格は、名医のサービスはともかく深夜のハイヤーのサー

ビスにみるように､強制移転の部分を含むことが少<ない｡また政府の軍事サー

ビス、秩序維持サービスは、クズネッツの提起した難問一これを国民所得に

算入すべきかいなかの問題に属している。なほ国際比較理論は、当面のところ

統計段階にとどまっているが、支出にたいする選好という経済学のアプローチ

からのチェックを避けて通ることはできないであろう。

他方、購売力による実質GDP比較は、すぐれて農産物（コメなど)、衣料

等の貿易可能な財の内外価格差を示すことや、現在進行しつつある中欧を軸と

して西欧就中先進10ヶ国と東欧諸国の価格差を知るといった便益を与える。し

かしこうしたただちに通貨・貿易政策等に利用されうる便益のみを追って国際

比較理論の意義と残された課題の重さを認めないとすれば、問題である。我々
（39）

は、この面においても思惟実験を怠るべきではないと思われる。

(39 本槁脱槁後Y. Kl'rabayashi & I. Sakuma, St"ifs M Ij@temα"offaJ CoMp"is" q/ R"j

H'odi"t "fd P""s, 1990に、また、E"γosmt, P"γc“s畑g励加2γ比γj"@s a"d GP'0ss Dm抑“"c

B'0(Mct i'' R"J T2""s Rcs"". 1985, 1988.に接した。なほ筆者の個人的事情から必要文

献をすべて掲げることはできなかった。これは、続稿で補完したいと思う。
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と政府の現物移転

桂 昭 政

I はじめに
（1） （2）

従来の代表的な国民経済計算体系であるSNAやESAは、社会保障給付、

社会扶助金あるいは社会給付(social benefits)の現物部分をもって政府の現
（3）

物移転を示している。しかし、近年の「住民総消費指標」(TC P)の開発に

より、従来の社会給付（社会保障給付・社会扶助金）の現物部分に、TCPの

一部である政府消費支出の個人便益分を加えた政府の「個人消費」(individual
（4）

con su mption)指標が登場し、政府から個人への現物移転が包括的に把握され

るようになってきている。とくにこれまでは政府から個人への現物移転に相当

する、(1)社会保障給付等の現物部分、あるいは「現物での社会給付｣、および

(2)教育等の個人に便益をおよぼす政府消費支出、(3)企業への移転支出である
（5）

「補助金」であるが実質的に特定個人が便益をこうむる（消費）補助金、がそ

れぞれ「社会保障給付等｣、「政府消費支出｣、「補助金」という指標で個々別々

に散在しており、政府から個人への財、サービスに対する移転である現物移転

の大きさを包括的に、また明確に示してこなかったのである。また、それゆえ

年金等の現金移転を含めた政府の所得再分配の大ききを正確に示してこなかつ

(1)文献[11]

(2)文献[12]

(3)「住民総消費指標」(TC P)をとりあつかった研究者の論文として[5]、[7]が上

げられる。国連の文書でまとまったものとしては［8］がある。また［9］、[10]におい

て住民総消費指標についての言及がなきれている。なお、筆者もかつてこのテーマに

ついて検討をおこなった[15]。

(4)「個人消費」指標は［1］においてペトレによって提唱された。

(5)消費補助金については［5］、［6］参照。両文献において消費補助金の社会扶助金的

性格が強調されている。
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たといえるのであるが、ききほどのべた政府の「個人消費」指標により政府の

所得再分配の実態を明確にしめすことが可能となったのである。しかし、この

「個人消費」の概念はJ.ペトレがこれまでの個人消費支出と政府消費支出を

分かつ基準の有効性を問うことにより彼独自の基準、つまり「支出」と「消費」

の二重の分類基準をほどこすことによって考案された指標である。このことか

らわかるように、ペトレは政府の財貨、サービスへの支出、特にそれら個人に

帰属する部分、つまり政府の個人への現物移転部分を政府の「個人消費」とよ

んでおり、これまで移転支出と言われてきた「現物での社会給付」への支出も、

ペトレが定義するところの政府消費支出とよんでいるのである。それゆえペト

レの提案では、政府の現物移転は政府消費（とくに政府の「個人消費｣）とみ

なされるので、政府から個人への移転は年金等をはじめとする現金移転のみと
（6）

なってしまうのである。要するにペトレの個人消費支出と政府消費支出の有効

な分割基準として出された消費支出にかんする二重分類の提案は､一面では｢個

人消費」指標にみられるように、政府の現物移転の包括的な把握を可能にした

という点で評価できるのであるが、政府の移転あるいは所得再分配の側面にお

いて、移転を現金移転のみに倭小化するというマイナス面をもっているのであ

る。我々はここで政府による所得再分配の実態を正確に把握するという観点か

ら、ペトレのように政府の個人に便益が帰属する財、サービスに対する支出を

消費指標とはみないで、ペトレの政府「個人消費」指標を政府による所得再分

配の一端である現物移転を包括的にとらえたと指標とみなし、この現物移転に

年金をはじめとする現金移転を含めた政府による所得再分配の国民経済計算、

ないし経済循環表示のうえでの、位置づけに関連しての我々の提案を示したい

と思う。

以下において我々の政府の所得再分配を規定するうえでこのようにペトレの

消費支出にかんする二重分類の提案は大きくかかわっているので、まずペトレ

の提案とそこにいたる従来の国民経済計算体系において個人が消費する、政府

(6)「個人消費」指標を中心に本槁の考察はペトレ論文[1]に負うているところが多い。
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（7）

の財貨・サービスに対する消費支出の取扱い方について検討し、続いて我々の

政府による所得再分配の規定とその経済循環上の表示についての提案をおこな

句
ノ ○

Ⅱ 国民経済計算体系における政府消費支出の検討

政府の所得再分配、なかんずく政府の現物移転を把握するにはペトレの政府

「個人消費」指標が有効であるが、この「個人消費」の概念は、ペトレが従来

の国民経済計算における個人消費支出と政府消費支出の分割基準を検討し、そ

れが依拠する基準から派生する指標内容の不十分さを克服する基準、つまり支

出基準と消費基準の二重分類､の採用を提案するなかで登場してきたのである。

それゆえここではペトレの「個人消費」指標が登場する背景となった従来の国

民経済計算における政府消費支出の処理のしかたを概観することから始める。

具体的にいえば、政府部門の財、サービスに対する支出が個人によってその便

益が享受、あるいは消費される場合、この支出を政府消費支出とするのか、個

人消費支出（政府の移転支出）とするかの問題が生ずるのであるが、この問題

を現行の国民経済計算体系であるSNAやESAはどのような取扱いをしてい

るかを検討するということである。

(1) S NA 現行SNAは財、サービスに対する消費支出の政府部門と家計
（8）

部門への配分を次のように処理している。ただしあらかじめ注意をしておかな

ければならないのは、この問題に対してSNA、ESAは共通して医療の場合
（9）

のみを想定して議論がすすめられているということである。それゆえ政府消費

支出と個人消費支出への配分基準としての汎用性ないし一般基準としての適用

には問題があるのである。さてSNAはまず制度的に異なった医療システムを

区分して検討をおこなっている。すなわち政府が直接、医療サービスを供給す

る場合と政府が民間の医療供給者に支払をする場合に分け、さらに後者の場合

この点については文献［1］を大いに参考した．

文献[11] P.102-P､103 .

文献[1]参照。

１
１
１

７
８

９
１
１
１
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について政府が医療サービス供給の条件等に関与、コントロールする程度に応

じて、つまり関与、コントロールがみとめられる場合には直接医療サービスを

供給する場合とともにそのような場合における政府の財、サービスに対する支

出を政府消費支出に含め､政府が医療サービス供給の条件等に関与､コントロー

ルをおこなわず、政府が民間医療供給者に支払をする場合と、医療保険制度か

らの財、サービスに対する支出、つまり社会保障給付に相当する部分は、個人

消費支出に含まれるとするのである。このように現行SNAは、政府の供給条

件等の介入の程度に応じて、政府の財、サービスに対する消費支出を政府部門

と家計部門に配分しているのであり、制度部門の消費支出の大きさをとらえる

支出基準、あるいは支出主体のいかんにかかわらず、当該部門の消費の大きさ

をとらえる消費基準によるのではなく「政府介入程度基準」によっているので

ある。

しかしこの政府介入程度基準にもとづ< SNAの個人消費支出あるいは政府

消費支出の定義は、前述のように、政府の医療供給条件等への介入が緩やかで

あるか、あるいは逆に個人の選択権がみとめられる場合について、政府の医療

供給者への財、サービスに対する支出は政府の移転支出として処理され、個人

消費支出に含まれるので、この場合においては個人消費支出は支出基準からみ

れば内容を正確にあらわしているといえず、個人消費支出の内容が支出の大き

さでもなく、また個人に便益が帰属するすべての政府消費支出を含んでいる住

民総消費指標(TC P)にみられるように消費の大きさを包括的にカバーして

いるわけでもないのである。また逆に政府の医療供給条件等への介入がみられ

る場合、政府の医療供給者への財、サービスに対する支出は、その支出を個人

が消費する場合であっても政府消費支出となり、そのときは個人が消費する大

きさを正確には反映することになっていないのである。いずれにしてもこの政

府介入程度基準にもとづく政府の財、サービスに対する支出の個人消費支出な

らびに政府消費支出への配分方法は、家計部門の消費あるいは消費支出の大き

さを正確に反映しておらず、不十分な情報しかもたらさないのである。
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(2)ESA ECの国民経済計算体系であるESAは消費支出の公式指標と

して「家計の最終消費｣、あるいは「一般政府の集合消費」を採用しており、
（10）

その定義からして消費基準に依拠しているとかんがえられるのであるが、そ

の基準は十分に機能しておらず、「家計の最終消費｣、あるいは「一般政府の集

合消費」の内容は、結果的には消費基準と支出基準の妥協の産物である。とい

うのは、政府みずからが医療サービス供給をおこない個人がそれを消費してい

る場合、消費基準を採用するなら住民総消費(TC P)のように「家計の最終

消費」に含めなければならないのであるが、ESAにおいては「一般政府の集

合消費」に含めているのである。ただし医療保険による医療の無償給付の場合

は社会保障給付中「現物での社会給付」として、「家計の最終消費」に含まれ

るのである。このようにESAの「家計最終消費」は消費基準に基づくかぎり

支出主体のいかんにかかわらず住民（家計）の消費する財、サービスの総量を

とらえる「住民総消費」と同一内容でなければならないが、いまみたように完

全にそのようになっていないのである。逆に「一般政府の集合消費」は、さき

に指摘した「住民総消費」に含まれる政府サービスの供給、つまり家計が消費

する教育、医療等の供給に要する支出額が含まれているのであり、この点から

いえば「一般政府の集合消費」は政府の共同消費の大きさをあらわしていると

いえず、つまり消費基準に立脚しているといえないのである。ESAの場合も

家計部門の消費ならびに消費支出の大きさを正確に反映するようになっていな

いのである。

以上のようにSNA､ESAのそれぞれの家計部門の消費支出にかんする指

標は消費の大きさを反映するのでもないし、支出の大きさを反映するのでもな

い不完全なものであり、SNA、ESAの政府の財、サービスに対する支出の

家計部門と政府部門に配分する基準は再考せざるをえないが、このような欠点

を克服しようとする試みがペトレによっておこなわれた消費支出にかんする消

(10 文献[12]において最終消費はつぎのように定義されている、「最終消費は人間の個

別的ニーズであれ、集団的ニーズであれその直接的満足のために用いられた財、サー

ビスの価値をあらわしている｡」と。
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費基準と支出基準による二重分類の提案である。しかし、これはのちにみるよ

うに財、サービスに対する移転支出（現物移転）を消費支出ととりかえるとい

う再分配の視点からみれば問題を含んでいる。そこでこの点を是正するため政

府の「個人消費」を政府現物移転ととらえたうえで消費支出にかんする政府部

門と個人部門への配分基準をあらたに示したいとおもう。

Ⅲ 政府の｢個人消費」指標と政府の所得再分配

(1)政府の「個人消費」指標について

従来の国民経済計算における政府消費支出、個人消費支出の内容が、消費基

準、あるいは支出基準の観点から非常に不満足であることから、ペトレは消費

支出に対して支出基準と消費基準の二重分類の適用を提案するのであるが、そ

れはSNA、ESAの現行国民経済計算における消費支出にかんする公式指標

の欠点を克服したといえる。例えば政府による医療の無償給付の場合、その額

は政府による財、サービスに対する支出であるにもかかわらず、現行国民経済

計算においては個人消費支出に含まれるのであるが、支出基準の適用によって

支出主体である政府消費支出となるのである。しかも消費基準によって「個人

消費」であるから消費主体が個人に属することが示される。また政府自身の供

給による無償の医療サービス供与がなされた場合は政府消費支出と規定される

のであるが、別建の消費基準によって「個人消費」というかたちで消費主体が

明確に個人（家計）であることが示されるのである。しかも支出基準が政府に

よる「個人消費」に対する支出というかたちで貫徹しているのである。このよ

うにペトレの消費支出にかんする支出基準､消費基準による二重分類の適用は、

政府による財、サービスに対する支出中、個人（家計）が消費する、あるいは

便益を享受する場合の消費支出の処理の仕方として有効であると認めることが

できるのである。またこのペトレの基準は、従来の配分基準が医療の場合につ

いてのみ明示していると相違して、政府の経常的なあらゆる財、サービスに対
（11）

する支出に適応できる汎用性をもっているのである。

(11)文献[1]P.38
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表1 ベトレの消費支出の配分基準

民間非営利団体家 計政 府

政府の「個人消費」

に対する支出
個人消費

政府の「共同消費」

に対する支出
共同消費

民間非営利団体

消 費 支 出
家計消費支出政府消費支出

二1

日T

注l)表の見方は本文参照

出所）文献[1］

2）斜線部は該当なしを示す

そこでペトレ提案を具体的に示した表lにより「個人消費」について考察を

すすめることにしよう。まず表の列によって、支出基準に基づく政府、家計等

の制度部門の財､サービスに対する消費支出の大きさを把握することができる。

特に払い戻しが想定される場合は、究極的支出基準に依拠し購入者ではなく負

担者の支出とするのである。具体的にいえば家計部門が政府部門から払い戻し

を受ける場合、購入者である家計の消費支出にともなう負担者である政府から

家計への現金移転とかんがえるのでなく、負担者である政府から購入者である

家計への現物移転とみなすのであるが、それを移転支出としてとりあつかわず

に負担者である政府による「個人消費」に対する支出とみなすのである。この

点は従来、例えば医療の無償給付のように政府から家計への現物移転として処

理されてきた取扱いとは大いに異なる処理の仕方である。ここにペトレの提案

の欠点、つまり従来政府からの現物移転として処理されてきた移転支出が、今

や政府の「個人消費」として処理され、政府からの移転が現金移転のみを対象

とするにすぎないということになる。これは所得再分配の実態を把握するうえ

で重大な制約である。このように従来の社会保障給付、あるいは社会扶助金の

現物部分は、ペトレの提案では政府の移転支出（また個人消費支出に含まれる）

ではなく、政府の消費支出として位置づけられ、しかも政府の財、サービスに

対する支出であるが個人に便益が帰属する、つまり個人が消費するとして政府
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の「個人消費」に対する支出として位置づけるのである。また現行国民経済計

算の政府消費支出のうち、家計が消費する教育、医療等への支出も政府の「個

人消費」に対する支出に含まれる。それらはペトレの消費支出の二重分類表で

は、消費基準に依拠した行の「個人消費」行に該当する。消費基準による他の

もうひとつの指標は「共同消費」であり、社会全体のための消費をあらわす。

それには政府、民間非営利団体の消費支出が該当する。このように「個人消費」

は支出主体のいかんにかかわらず個人（家計）が家計および家計以外の制度部

門の消費支出によって享受する消費の大きさである住民総消費(TC P)をあ

らわしているのである。

以上のことから分かるようにペトレの二重分類による政府消費支出の「個人

消費」の内容は、従来の社会保障給付、社会扶助金の現物部分に対する移転支

出と、教育、医療等に対する政府自身当該サービスの供給に対する政府消費支

出が含まれており、総じて家計（個人）に便益が帰属する政府の経常的な財、

サービスに対する支出、つまり移転支出であれ、消費支出であれ、すべての支

出が含まれているのである。それゆえペトレの政府消費支出の「個人消費」部

分は、政府の財、サービスの支出に対する家計への便益帰属分を包括的にとら

えているといえる。しかし前述のように、現物移転支出を政府の「個人消費」

に対する支出として処理するやり方は、政府から家計への移転を現金移転のみ

に限定することになるから、政府の所得再分配の実態を倭小化させる結果とな

るのである。

(2) 政府の現物移転に対する提案

これまでみてきたように、政府からの現物移転を考えるうえで、政府の財、

サービスに対する支出のうち、その効用の帰着が個々人について確認できるペ

トレの政府の「個人消費」の概念が有効である。というのは、ペトレの消費基

準と支出基準の二重分類の適用を受けた結果として、政府の「個人消費」は政

府の財、サービスに対する支出であって、しかも個人（家計）が消費する大き

さをとらえるものであるから、それは政府の現物移転をとらえているというこ
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とになるが、それゆえそれは教育、医療、福祉目的等の政府消費支出のみなら

ず、医療の現物給付のごとく従来から個人消費支出に含まれている政府の社会

保障給付、社会扶助金の現物部分に対する移転支出、あるいは企業への移転支

出である「補助金」の中で、例えば老人への無料の運輸サービスに対する運輸

企業への補助金のような社会扶助金の性格をもつ「補助金」を消費補助金と呼

び、それをも含むことになるからである。しかもペトレはこれらの政府支出を、

それぞれ政府消費支出、個人消費支出、補助金とはみずに、支出と消費の二重

分類基準の適用によって一括して政府の「個人消費」に対する支出とみるので

ある。このように政府の「個人消費」は政府の財、サービスに対する支出であ

り、かつその効用が社会全体に対してではなく個人に帰着するものを指してい

るのであるから、我々はこれを政府の個人への現物移転にたいする支出ととら

えることができると考える。しかもこのような政府から家計への財、サービス

の便益分を「社会保障給付｣、「政府消費支出｣、「補助金」のように、個々別々

ではなく一括してとらえているところに、ペトレの政府の財、サービスに対す

る「個人消費」の概念が我々の政府の現物移転の範囲を確定するうえでひじょ

うに有効な概念となると考えるのである。

我々はこのように政府の財、サービスに対する移転支出、消費支出を捕捉し

たペトレの政府の「個人消費」指標が政府の現物移転の大きさを、すなわち政

表2 消費支出の配分基準の提案

民間非営利団体政 府 家 計

個人消費
(移転支出） (家計消費支出） (移転支出）

(瀬巽謝）共同消費
政府消費支出）

民間非営利団体

消 費 支 出
家計消費支出計 政府消費支出

注l)政府支出の「個人消費」に該当する部分は政府による移転支出として処理

する。民間非営利団体も同様。その他表の見方は本文参照。

2）家計部門の斜線は該当なしを示す。

出所）ペトレの配分基準(表l)を参考にして我々の配分基準を示した。
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府の所得再分配をあらわすものとするのであり、すなわちペトレの政府の「個

人消費」の内容は消費ではなく、移転あるいは再分配に属すると考えるのであ

る。ただし、この政府「個人消費」指標に相当する我々の政府の現物移転を、

従来の国民経済計算のように、家計の個人消費支出に帰属させることを考えて

いない。つまり、それは住民総消費(TC P)の一部分に含まれるが、あらた

に提案する支出基準にもとづいた家計の個人消費支出に含まれるとはみていな

いのである。それゆえペトレの二重分類表は表2のごとく、政府の「個人消費」

が政府の現物移転をあらわし、移転支出のあつかいとなるので、政府消費支出

は社会全体のための消費である共同消費のみからなる。また家計の個人消費支

出の「個人消費」に対応する部分は、個人消費支出は自己のための消費である

ので共同消費は考えられないから個人消費支出の「個人消費」の部分は、政府

の個人への現物移転を含まず、年金をはじめとする社会保障給付等の現金移転

を含む個人所得からの消費からなる、と考えるのである。

以上のことからわかるように、ここにペトレとは異なる消費支出の政府と個

人（家計）への配分基準が示されるのである。つまり支出、消費の両基準に依

拠して、l)政府消費支出は、政府部門の社会全体のための「共同消費」のため

の財、サービスに対する支出をきすことになり、また、2)個人消費支出は、自

己の現金所得のみによる財、サービスに対する支出と、もっぱらそれによる便

益あるいは消費のみを指していることになる。我々は以上のごとく消費支出の

政府部門と個人（家計）部門への配分基準について提案をするのである。

しかしこのような取り扱い方は、すなわち政府の「個人消費」を政府による

現物移転に相当するとし、あらたに政府消費支出を政府による共同消費のため

の財、サービスに対する支出と規定し、また個人消費支出を個人（家計）によ

る消費のための財、サービスにたいする支出、と規定するやり方は、政府の所

得再分配、とくに政府の現物移転を、従来よりも包括的に、かつ正確に把握す

るという観点からでてきたものであり、それとともに所得処分について支出基

準、ないしは現金基準を遵守する観点からきているのである。またそのことに
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より、所得の分配および所得の処分をあらわす所得支出勘定に対して、各制度

部門の所得の再分配、あるいは所得の処分の正しい実態把握を保障することに

なるとかんがえるのである。このような取り扱い方によると､政府の｢個人消費」

額の数字を用いて現物移転について包括的にとらえることができるから、政府

の所得再分配の現実の実態に接近することができるし、一方、所得処分につい

て支出基準、ないし現金基準に立脚するので、現物所得を含まず自己の現金所

得のみによる、それゆえ現物所得に対応する消費支出を含まないため、自己の

現金所得からの消費支出のみをとらえることができるのである。要するに、各

制度部門の所得の再分配、所得の処分にかんする指標による実態把握の精度を

増し、それらを表示する所得支出勘定の質をたかめることができるのである。

それゆえ我々はこの方向での取り扱い方を積極的に提案するのである。ただ

し、このような取り扱い方は、政府の「個人消費」を政府の現物移転として把

握し、所得の再分配の実態をとらえているのであるが、従来のように現物移転

に対応する家計の個人消費支出の部分については、支出基準に基づいてそれが

個人（家計）部門の支出ではないという理由から計上せず、住民総消費の一部

分として把握し、勘定に計上するのである。

次に、以上の提案が、勘定体系、とくに所得支出勘定においてどのように反
（12）

映されるかを考察しよう。いま各制度部門について所得分配・再分配の結果
（13）

を示す所得を「分配された所得(diStributed income)」と呼ぶならば、それと

対比して支出基準に基づく消費支出と貯蓄の和である可処分所得の大きさは、

現物移転に対処する個人消費支出が支出基準に立脚して計上されないため、

「分配された所得」の方が可処分所得よりその消費支出の額だけ大きいことに

なる。以上の特徴を一層わかりやすく表現するために、SNAの所得支出勘定

(12)ライヒ文献[2]を参考にした。しかしライヒは我々と相違してペトレと同様、所得

分配勘定を現金形態の移転に限定している。

(13）文献[ 2 ]P.21.参照。ライヒは現金形態と現物形態の所得を総称して「分配された

所得」とよんでいる。
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にくらべると要素所得の発生、所得の再分配、所得の処分についての勘定を設

けているECの標準（共通）国民経済計算体系であるESAの所得発生勘定、

所得分配勘定、所得利用勘定を例に引き、とくに所得分配勘定と所得利用勘定

について考察する。(S NAの所得支出勘定についてはそのあと考察する)◎個

人部門と政府部門について例示すれば表3のごとくなる。

個人部門についてみれば、個人部門の所得分配勘定は政府からの所得として

年金等の現金移転と、政府の「個人消費」に対応する現物移転とが存在する。

その他を所与とすれば、その勘定のバランス項目が「分配された所得」と呼ば

れるものである。つまりESAの家計部門の所得分配勘定の受取側で､従来｢社

会給付」を現金形態での社会給付と現物形態での社会給付に分割し、現金形態

での社会給付と、あらたに現物形態での社会給付に教育等の政府消費、補助金

の中で社会扶助金に相当する部分である消費補助金を加えた額の政府の現物移

転を計上するのであり、その結果得られる勘定のバランス項目が「分配された

所得」である。

それにたいして同じく個人部門の所得利用勘定は、個人消費支出に対応する

「家計の最終消費」が支出基準にもとづいて現金形態の個人所得の中から、消

費支出をおこなったものに限定きれる。また以上のような支出基準にもとづく、

つまり現物移転に対応する消費を含まない個人消費支出（｢家計の最終消費｣）

と貯蓄の総和を可処分所得とあらたに規定するのである。だから所得分配勘定

から所得利用勘定に移行する際に調整を行う必要があるのである。つまり「分

配された所得」から我々が規定する支出基準、ないし現金基準にもとづく、そ

れゆえ現物移転を含まない可処分所得への調整を所得利用勘定において、とく

に所得の消費と貯蓄への処分を示すまえにおこなう必要がある。というのはペ

トレの政府の「個人消費」指標を利用して政府の現物移転を包括的にとらえ、

政府の所得再分配の実態を把握する、ということに力点があるため、所得分配

勘定を所得再分配を把握する勘定として純粋なかたちで保持したいからであ

る。それゆえ所得利用勘定を二分して、前段は現物移転を含む「分配された所
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表3 ESAの所得分配勘定、所得利用勘定の改訂案

所得分配勘定（家計）所得分配勘定（政府）

社会給付（現金）補 助 金

（含消費補助金）

政府の現物移転

（=政府の

「個人消費｣）

／社会給付(現物）

畷:鶴消費補助金

社会給付 ．

（現金・現物）

政府最終消費

（蔓同墨除景）
分配きれた所得分配された所得

所得利用勘定（家計）所得利用勘定（政府）

分配された所得 分配された所得政府の現物移転

（=政府の

「個人消費｣）

／社会給付（現物）

|穰灘）
、消費補助金

可処分所得

政府最終消費

（報態）
可処分所得

可処分所得

（支出基準）

貯 蓄

家計最終消費

（支出基準）

可処分所得

（支出基準）

貯 蓄

(注）我々の改訂案を作成するうえでライヒ［2］が参考になった。
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得」から現金形態のみからなる可処分所得を導出する過程とし、後段はその可

処分所得とその処分である消費支出および貯蓄を示すのである。つまり所得利

用勘定の前段は、「分配された所得」から可処分所得への調整項目として政府

の「個人消費」に対応する政府の現物移転の大きさが計上されることになり、

所得利用勘定は、前段では家計部門以外の部門の寄与による住民総消費の部分

を示し、後段では消費支出の大きさを示すことになる。またこのような国民経

済計算上での表示は、ペトレが消費支出にかんして二重の分類基準を採用した

ように、所得利用勘定においては消費基準に依拠する所得利用勘定の前段と、

支出基準にたつ所得利用勘定の後段に分割することとなり、所得利用勘定の各

指標の内容について二つの基準の混合からくる諸指標の内容のあいまいさをま

ぬがれることができるのである。

他方、政府部門の所得分配勘定の支払側では、社会給付は現金形態と現物形

態に分割せず、補助金も政府の現物移転に含まれる消費補助金を含めて計上さ

れる。ただし、あらたに政府の現物移転として所得利用勘定から教育等の政府

消費を加える。政府の所得利用勘定の前段において、「分配された所得」は、

受取の現物所得がないため可処分所得と一致する。また、所得利用勘定の後段

に現れる政府消費は、政府の現物移転に含まれる教育等の政府の「個人消費」

を除いた共同消費への支出のみからなる。

このようにして政府現物移転を包括的にとらえ、政府の所得再分配の実態を

正確にしめす提案は、経済循環の表示のなかで示すことができるのである。

つぎにSNAの所得支出勘定において政府の現物移転を包括的にとらえると

いう消費基準と、可処分所得や消費支出の指標を正確にとらえるべき支出基準

を、いかに両立させるかについて説明する。

SNAの所得支出勘定はESAの所得分配勘定、所得利用勘定の両方の内容

を具備しているからさきに説明したESAの場合のバランス項目であった「分

配された所得」と可処分所得は明示されない。しかしSNAでは、家計部門の

所得支出勘定の受取側に政府の「個人消費」に相当する政府の現物移転を加え
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表4 SNAの所得支出勘定の改訂案

所得支出勘定（家計）所得支出勘定（政府）

社会保障給付

（現金）

移転支出政府最終消費

（驚同驫除等）
社会扶助金(現金）

補 助 金

（消費補助金含む） 政府の現物移転

（=政府の

「個人消費｣）

/社会保障給付

|社会擴剛'物’
’ （現物）

I ’

社会保障給付

（現金・現物）

社会扶助金

（現金・現物）

(分配された所得）(分配された所得）

政府の現物移転

（=政府の

「個人消費｣）

(可処分所得＝

分配きれた所得）

政府消費支出

（銅蕊）

（支州基準,|何処分所得’
個人消費支出貯 蓄

貯 蓄

表3の注

カッコ内の項目すなわち、分配

エクスプリシッ卜に表示されな↓

注1）

2） 勘定において分配された所得、および可処分所得は、

れないことを示す。
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ることにより、いいかえればESAと同様に所得支出勘定に含まれている社会

保障給付・社会扶助金を現金形態と現物形態に分割し、この社会保障給付･社

会扶助金の現物部分に、教育等の政府消費支出、消費補助金を加えた政府の現

物移転を計上することにより、勘定のなかで所得移転部分を示す指標から「分

配された所得」をみちびきだすことができる。一方その勘定の支払側に受取側

と同じ政府の現物移転を導入することにより、「分配された所得」から支出基

準に基づく、すなわち自己の現金所得のみからなる可処分所得を、「分配され

た所得」額からすでに計上した政府の現物移転を控除することによりみちびき

だすことができる。消費支出についても、現金形態のみからなる可処分所得の

処分として支出基準にもとづいた指標を設定することができる。他方、政府の

所得支出勘定については、ESAの場合における説明やこれまでの説明から理

解されるであろう。

要するにSNAの所得支出勘定についていえば、家計部門の所得支出勘定の

両側にペトレの政府｢個人消費｣に相当する政府の現物移転を設定することによ

り、政府の所得再分配の実態について包括的に、かつ正確に把握することがで

きるし、可処分所得、消費支出の各指標の内容を明瞭にとらえることができる。

以上、政府の所得再分配、とくに政府の現物移転を包括的にとらえ、現物移

転を住民総消費の一部として含め、また個人消費支出について支出基準を明確

にする内容をもつ我々の改善提案は、政府の現物移転と政府の所得再分配の実

態を正確に把握し、また関連指標（政府の現物移転、住民総消費、個人消費支

出、可処分所得）を整合のとれたかたちで経済循環において反映することがで

きるのである。

Ⅳ む す び

市場経済の国々を適用対象とする国民経済計算体系であるSNAおよびES
（14）

Aにおいて、政府の所得再分配が十分に把握されているであろうか。このよ

(14 文献[14]において同様の問題意識でもってMPSについてすでに検討をおこなった。
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うな問題意識によるとき、現行のSNAおよびESAは、政府の所得再分配を

「社会保障給付｣、「社会扶助金」(S NA)、あるいは「社会給付」(ESA)

という指標でとらえているが、それら指標において年金等の現金移転は把捉さ

れているのであるが、個人消費（政府の現物移転を含む）のみならず、教育等

の個人に便益をもたらす政府消費を含む住民総消費指標(TC P)からわかる

ように、現行の国民経済計算は医療の現物給付に代表される社会保障給付の現

物部分、ざらに社会扶助金の現物部分といった政府の現物移転の一部しか把握

しておらず現行の国民経済計算が政府の現物移転を十分フォローしているとは

いえないのである。すなわち、住民総消費指標において指摘された教育、医療

等のいわゆる住民向け公共サービスの供給は、政府消費支出指標として、また

企業への移転支出である「補助金」の中の社会扶助金に相当する消費補助金も

補助金指標として、個々別々に計上され、しかも政府による個人への所得移転、

あるいは所得再分配をあらわす指標としてはとらえられていないのである。以

上のように現行のS NA\ESAにおいて、政府の現物移転をあらわしている

とみなされる指標が個人への所得再分配をあらわす指標としてではなく、また

それら指標が散在しているといった状況において、政府の所得再分配を把握す

るうえで政府の現物移転を包括的にとらえる必要性は十分あるとかんがえられ

る。

ところで、政府の個人への現物移転を包括的にとらえるうえで理論的に貢献

したのが、本論文でとりあげたペトレの「個人消費(individual consumption)」

指標である。しかし、ペトレは、個人が消費する政府による財、サービスの支

出を移転（支出）としてではなく、消費支出とみている。そのため我々は、政

府の所得再分配の把捉という観点からこのペトレの「個人消費」指標をベース

にして、個人に便益をもたらす政府の財、サービス支出を政府消費支出ではな

く、政府の現物移転と位置づけ、それゆえペトレとは当然ことなった提案をお

こなった。我々の基本的な考えは、とりわけ政府の所得再分配を正確に把握す

ることであり、それとの関連で生じる所得処分の実態を、例えば消費支出指標
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が「消費の大きさ」を表しているのか、あるいは「支出の大きさ」を表してい

るのか、いずれにも不明確なとらえかたではなくて、単純明快に把握できるよ

うにすることである。要するに国民経済計算あるいは経済循環における所得分

配、とくに再分配、ならびに所得処分の過程を従来より実態に即して正確にと

らえようというのが我々の考え方であり、そこから導出された我々の上述の提

案、すなわち(1)ペトレが提唱する政府の「個人消費」指標を政府の現物移転

の包括的把握としてとらえる。それと関連してESA所得分配勘定のバランス

項目を可処分所得ではなく、「分配された所得」と規定する。(2) (1)の政府現

物移転は、支出基準に基づく個人消費支出に含まれず、住民総消費に含まれる。

また所得処分にかんする可処分所得、消費支出を支出基準、ないし現金基準で

とらえる。それと関連して、ESAの中で所得処分をあらわす所得利用勘定を、

消費基準に依拠する前段と、支出基準に依拠する後段に分割する。(3)消費支

出の政府部門と個人部門への配分する基準は、前者が共同消費への支出、後者

が個人（家計）による「個人消費」に対する支出、として把握する。このよう

な我々の提案は、現行SNAやESAの改善に寄与できると考える。

付記、この研究は『財団法人学術振興野村基金』から1989年度研究助成金をえ

て行われたものである。記して謝意を表する。
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第4章 アジア国際産業連関表における

ハイアラーキ構造の検出

－投入係数表の三角化一

福 井 幸 男

本稿は、佐野敬夫．玉村千治編「アジア国際産業連関表シリーズNo. 6-

国際産業連関表の作成と利用」（アジア経済研究所、1 989)掲載の拙槁､｢国際

産業連関表におけるハイアラーキ構造の検出」を一部加筆修正．再録した。

I はじめに

近年の国際間の相互依存関係は､単なる原材料と最終財の交換にとどまらず、

中間財貿易をいちじるしく拡大させており、各国の産業構造を国際的な視野で

分析する意義は大きい。従来の国内産業連関表が一国内の産業活動の取引を対

象とするのに対して、本研究で用いるアジア国際産業連関表は各国産業連関表

を貿易マトリックスで連結したものである。本研究では、生産技術の観点から、

アジア各国の相互依存関係がアジア国際産業連関表の投入係数表に具体化きれ

ていると考えて、その国際的な生産構造を検出しようとする試みである。

きて、国内産業連関表の分析によれば、概して粗原材料、中間生産物、最終

生産物の流れに沿って、生産技術のハイアラーキが存在することが確認きれて

いる。すなわち、Simpson & Tsukui (1965)によれば、①日本、アメリカの

38部門投入係数表を金属系、非金属系、エネルギー系のブロックの順序に従っ

て産業を配列すれば、投入係数表は三角化されるだけでなく、ブロック独立性

を満足する、②非金属最終生産物、金属最終生産物、金属基礎生産物、非金属

基礎生産物、エネルギー、サービスの順にならべると、三角化は強力になる、

の2点を導いて、技術的基礎をもつ生産構造が各国に共通に存在することを指
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摘した。尾崎・石田(1970)は、わが国の産業連関表基本分類表にたいして三

角化を試みた。

それでは、各国の産業連関表を貿易マトリックスで連結した国際産業連関表

においても、このようなハイアラーキが検出できるであろうか。本稿の目的は

そこにある。とくに、近年各国間の相互依存関係が増大し、生産技術を基礎と

する国際間の中間財貿易が拡大しており、各国の産業構造を国際的な観点から

数量的に分析する意義は大きい。

Ⅱ モデル

Ⅱ－1 データ

アジア経済研究所が1982年に公表した「1975年アジア国際産業連関表7部門

表11975年アジア国際産業連関表7部門統合表のひな型＊

50#…胃56帳終需要総産出
M 国 P 国

8,……,14 15,．．…･,21

７

国
．
，

I

1．

１
…
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８
・
・
・
皿
鴫
・
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・
副

１
国

Ｍ
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Ｐ
国

XIXIA F1X〃 XIM XIP

FM X〃XMJ XMM XMP XMA

XPJ4 FP XPXPI XP" XPP

０
．
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６

５
５

Ａ
国 XAXAJ XAM XAP XAA F,‘4

その他か

らの輸入

粗付加

価 値

岼
Ｐ

Ｐ
Ｍ

Ｖ
Ｘ

ｗ
Ｍ

Ｍ
Ｍ

Ｖ
Ｘ

ｗ
１

１

”
Ｖ

Ｘ

八Ｗ
Ａ

〃
Ｖ

X｣4総投入

＊国別の表章形式は、インドネシア(I)、マレーシア(M)、フィリピン(P)、シン
ガポール(s)、タイ(T)、日本(J)、韓国(K)、米国(A)の順で入っている。8
カ国からの投入に加えて、運賃・保険料が別建てで入る。粗付加価値は、輸入税．関税、
付加価値からなる。最終需要は、8カ国に細分化され、他にその他への輸出、海上在庫
が入る。
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要約表」を使用する。対象国はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シン

ガポール、タイ、日本、韓国、アメリカの計8カ国、産業分類は、農林水畜産

業、鉱業、製造業、電気・ガス・水道業、建設業、商業・運輸業、サービス業・

その他の計7部門であり、部門総計数〃＝8×7＝56となる。

アジア国際産業連関表は、表lで示されるように、対角部分に国内ブロック

(XII ,.……, XAA)をもつだけでなく、非対角部分にこれらの国内ブロックを

連結する国際間ブロック(XIM ,……）をもつ統計体系である。

Ⅱ－2 モデル

本モデルは非競争輸入型の産業連関モデルである。投入係数の定式化はつぎ

のとうりである。国別の産業間中間取引をあらわす正方行列をXとすれば、

〃

( :l､…-,X"X=

、X〃,……,XAA

、

)-"") ''j='｡…,56,
ノ

である。国別の産業別産出額をしめすベクトルを9とすれば、

9 =(XI,……,XA) == (X1,……, f6)

である。このとき、投入係数を

α"= xi//x,

で定義する。ただし、たとえば、j =1,……,7、ノ= 50,…･･･,56にかんして、

XIA = (x")であり、XI= (x1,……,x7)とする。

Ⅲ1975年アジア国際産業連関表の投入係数表の特徴

本節では、56部門産業連関表の構造的特徴を記述統計的に把握する。このた

めに、素朴ではあるが､投入係数自体の大きさやその散らばり具合を観察する。

図lは、投入係数表の56 x 56=3136個の係数α"をその大きさによって分類

したものである。

① 投入係数自体の大きさを落として、微小係数までカウントするとその個数

は増加する｡ 0.02以上の係数は、217個で全体の約7%弱、0.01以上は279個で
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図1 国際産業連関表投入係数の分布
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－投入係数全体
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国際間投入係数一・…国内投入係数

正

9％弱で、0.001以上は、536個で17.1%、正の係数は、1716個で54.7%を占め

る。

② 投入係数を国内ブロックと国際間ブロックに分けて考察する。国内ブロッ

ク投入係数の総数は、1国7部門で8カ国あるから、7×7 x 8=392個である。

このうち、0.02以上の国内投入係数は194個（全体の49％、以下同様)、0.01以

上は237個（60％)、0.001以上は326個（83％）である。

③ これに反して、国際間ブロックの投入係数は、0.02以上の係数にかんして

は、わずか23個である。0.01以上は42個ある。しかし、投入係数のレベルを落

としていくと、急激に増加することがわかる。0.005以上は120個、0.001以上

は210個ある。微小係数までいれると1340個で、正の係数全体の78％を占める。

④ 一般に、一国内の産業連関の度合は強いので、国内ブロック投入係数は、

相対的に国際間の投入係数に比して大きい。反対に、国際間投入係数は、全体

に微小ではあるが広くひろがっている。
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つぎの図2は、表lとは少し違った角度から国際間投入係数の大ききをみて

いる。すなわち、図2は、個別投入係数を大きさの順に上位500位までならべ

たときの、国際間の投入係数の個数を示すものである。上位100位に3個、101

位～200位に17個、201位～300位に32個、301位～400位に67個、401位～500位

に73個がならんでいる。

図2 国際間投入係数の順位別分布

8

叶
卜

ト
叶

ト
ト

叶
卜

卜

73

0
７

67

６
５

４
３

２
１

32

’
’

201位～300位 301位～400位 401位～500位

国際間投入係数の個数

1位～100位 101位～200位

謬

図3 主要国際投入係数の位置と大きさ＊（単位1 /1 000)
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＊ 各部門の略称は、次の通り。製（製造業)、電（電気・ガス・水道)、建（建設)、鉱（鉱業)、農

（農林水畜産業)。
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図3は、上位200位に入る20個の主要国際投入係数の位置、すなわちどの国

のどの部門からどの国のどの部門への投入か、そしてその大きさ自体を示す。

図2と図3から、つぎの6点が観察できる。

① 国際投入係数の大きさは、国内投入係数よりも、かなり小さい。最大の係

数値は、第80位にランキングされる日本製造業からシンガポール建設業の

0.0933である。100位内に3個、101位から200位に17個が入る。なお、201位か

ら300位には32個が入ることを補足する。

②200位までの投入係数のなかでは、なんといっても日本の製造業の役割が

大きい。相手国の建設業あるいは製造業にたいする投入は顕著である。まず、

建設業にたいしては、シンガポール（0.0933)、マレーシア(0 . 0749)、インド

ネシア(0.0661)、タイ(0.0311)、製造業にたいしては、シンガポール(0.0517)、

韓国（0.0505)、インドネシア（0.0449)、タイ(0.0341)、フィリピン(0.0305)、

マレーシア(0 . 0264)が登場する。

③ 日本製造業は他に､韓国電気・ガス・水道業(0 .0442)、シンガポール電気・

ガス・水道業(0 . 0272)、シンガポール農林水畜産業(0.0251)にたいする投

入がある。

④ アメリカのアジアにたいする技術的なプレゼンスも無視できない。製造業

がシンガポール製造業(0 . 0424)と建設業(0 . 0303)に、農林水畜産業が韓国

製造業（0.0240）にと、太平洋を越えた投入活動をしている。

⑤ 他に、シンガポール製造業がマラッカ海峡をこえてマレーシア電気・ガ

ス・水道業に0.0575、インドネシア電気・ガス・水道業に0.0707の投入活動を

している。

⑥ おそらく石油であろうが、インドネシア鉱業がシンガポール製造業に

0.0414、マレーシア製造業がシンガポール農林水畜産業に0.0311の投入活動を

している。

表2は、上記の国内ブロックおよび国際間ブロック産業連関表のブロック

XLN(Z, ,N=1,………,A)別の投入係数の総和、すなわち、ZiEL,jENα"を示す、
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表2 アジア国際産業連関表の投入係数＊

単位 ZieL,ﾉENα"×1 0000
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１

４
０

７
５

８
１

１
５

１
８
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７

５
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Ｉ
Ｍ

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｊ

Ｋ
Ａ

＊各国の略称については、表lの注参照‘

ただし総和の範囲は、添え字にかんする国L、〃に限る。

この表から、つぎの6点が観察できる。

① 国内ブロックXLL (L=I,……,A)の投入係数の総和が国際間ブロック

XLN(LキⅣ)の投入係数の総和よりもかなり大きい。

② 国内ブロックに限れば、アメリカブロックXAAの総和は、3 . 3457で最大で

ある。生産技術的に外国資源にあまり依存せずとも生産体制がとれることを示

すとみてよい。アメリカ国内産業間の相互依存関係が密である。

③ インドネシアブロックX''の総和は、1 .8678で最小であり、アメリカの約

半分である。

④ 日本の国内ブロックXJJの総和はアメリカについで、第2位の大きさであ

る。生産技術の観点からみれば、日本国内の産業間の相互依存関係は強い。

⑤ 国際間ブロックXLNの投入係数の総和が0.1を超える大きいブロックは、

7箇所ある。インドネシアは、シンガポールから0.1193、日本から0.1328の投

入を、マレーシアはシンガポールから0. 1319、日本から0.1341の投入を、シン

ガポールは、日本から0.2410、アメリカから0.1609の投入を、韓国は日本から

0.1655の投入をしている。

⑥ これに反して、国際間プロ.ソクXLNの投入係数は全般に小さい。0.001以
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下のブロックは、タイからアメリカへの0 . 0002、フィリピンからマレーシアへ

の0.0004、インドネシアからタイへの0 . 0004、マレーシアから日本への0 . 0007、

マレーシアからフィリピンへの0 . 0007、シンガポールから韓国への0 . 0009、マ

レーシア、フィリピンおよびシンガポールからアメリカへの0 . 0008,0 . 0005、

および0 . 0007の計9個を数える。

なお、アメリカの日本からの主要な投入は、製造業からである。

Ⅳ 研究の方法

Ⅳ－1 産業連関表の三角化問題の定式

産業連関表を構成する各部門にlから〃までの部門番号をつける。産業連関

表における三角化の問題とは、産業連関表の行と列に適当な同一の置換をおこ

なって、部門の配列順序を変更して、主対角線左下の投入係数の総和を最大化

する問題である。

いま、lから〃までの番号を昇順に並べた順列をⅣとする。すなわち、Ⅳ＝

（1,2,“…．,")。そして、これらの番号にかんする〃次の順列の集合をZⅣと

する。配列順序の選び方は、〃1個ある。任意の順列元＝（元(1)、元(2)、．.…．

産業連関表の三角化

2，． 。 。 。 。 ，〃

図4

1

１
２

〃
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J J

冗("))EZⅣにかんして、X(元）を冗にしたがって並べた産業連関表とする。

関数R (X(7r))をR (X(7r)) =maxZi>ﾉx冗("泥(ﾉ）で定義する。あるXにたいして、

(1)R(X(" *)) =max冗巨zNR (X("))

なる順序汀＊を求めることが厳密に可能ならば、この問題は完全に解決される。

ある序列汀のもとでの三角化の程度を測る指標として、線形度ス(汀）をつぎ

のように定義する。

え(") =Z,≧ﾉx冠ぃ冗(j) /Zi,jxij (2)

Ⅳ－2 近似的解法

前節で説明した三角化問題をオペレーションズ・リサーチの分野における組

み合わせ最適化問題として把握する。〃1個の順列を全部生成して、(1)のR

を最大化する序列、冗＊を求めることが必要である。しかし、たとえば、〃≧

8のとき、81＝40320であり、91＝362880,10 1 =3628800であるから、膨

大である。

とくに、〃＝56の場合には、現代の高速コンピュータを何時間を走らせない

と最適解が検出できず、現実には不可能である。そこで、じゅうたん爆撃的方

法によって、しらみつぶしにすべてのRを調べることはあきらめて、以下のコ

ンピュータ・アルゴリズムTRIによって、経済学的に解釈可能な解を妥当な

計算時間の範囲で検出する。

Ⅳ－3 コンピュータ・アルゴリズム TRIの要点

コンピュータ・アルゴリズムTRIの理論的説明はすでに明らかにしている

（福井、1987）ので、本節では、その設計思想の要点を解説する。

説明の簡略化のために、元＝Ⅳとする。いま、1≦j<ノ≦ん≦／≦〃なる

j、ノにかんして、iからノー1までの番号を昇順に並べた順列をI=(j、

……、ノー1）とする。ノー（ノ、……、左）、Ⅳ2=(I、ノ）、Ⅳ1 =(1，

．…･･、j－1、〃+1、．……、〃）についても同様である。
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いま、順列〃のIとノを互換して得られた新しい順列Ⅳ'は、Ⅳ'=(1、

ノ、I、・・…｡、〃）となる。このとき、ルノを

ルノ=Z(x"－X"）
jEI,jEノ

で定義する。このとき、コルテ・オーバフオファの定理(1970)は、Iとノを

互換すれば、産業連関表の主対角線左下の要素の総和の変化はルノであること

を述べる。

さらに、順列"のノとKを互換して得られた新しい順列N''は、Ⅳ"= (1、

……、K、ノ、I、“･“．、〃）となる。このとき、ルノKを

1〃K==ルノ+ルK+ｽﾉK

で定義する。ただし、ルK、スノKについてはス〃と同様に定義する。かくして、

ルノK=Z(x"一x)j)+ Z(x"一x)i)+ Z(x"－xji)
jEI,jEノ jEI,ﾉEK jEﾉ,ﾉEK

=Zx"+ Zx"+ Zx"
にI,jEノ jEI,ﾉEK fEノ,jEK

-( ZX/,+ ZXj!+ Zx),)
ノEノ,jEI ノEK,jEI ノEK,jEノ

=Iノ+1K+ノK－（ノI+KI+Kノ）

で定義する。ただし、Iノ= Zx〃とし、IK等についても同様である。
fEIｺﾉEノ

このとき、福井(1987)は、IとKを互換すれば、産業連関表の主対角線左下

の要素の総和の変化はルノKであることを述べる。

図5からあきらかなように、ルノxは、主対角線右上の3つのブロックの投

入係数和(Iノ+1K+ノK)とこれと対称な位置にある左下の部分（ノI+

KI+Kノ）の差にほかならない。

コンピュータ・アルゴリズムTRIは、数え上げの方法(enu meration

method)を逐次的に適用して、ルノKの非負の最大値をみつけ、このIとKを
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図5 福井の定理の図的説明
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互換する方法であり、数え上げの回数は、部門数を〃とするとき、〃+2C4個で

ある（福井、1987, P､116) ｡アジア国際産業連関表では、〃=56であるから、

TRIを適用すると、58C4 =424270個のルノKを計算することとなる。

Ⅳ－4 TRI適用の問題点

アジア国際産業連関表1975年表を分析対象として、三角化の方法（福井

(1987)、略称TR I)を逐次的に用いて、最適解を求める。そのきい、この方

法は、直接構成法を用いた予備的な作業を前提としており、公表産業連関表に

いきなりTRIを適用することは最適解までの収束計算時間がかかりすぎる。

ざらに、重要なことは、いきなり、TRIを適用すれば、ルノK≧0を満足す

る(I、ノ、K)の組が多すぎて、コンピュータの記|意容量が不足して、オー

バ・フローとなることである。

Ⅳ－5 TRI適用のキー・ポイント

つぎに、ス〃K≧0をみたす産業グループIと産業グループKの互換につい

て実用的な方法を提案する。
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アジア国際産業連関表の個々の投入係数が、主対角線にそって適当にちら

ばっているとすると、右上のブロックの係数和がこれと対称な左下のブロッ‘ク

のそれより大きい場合と逆の場合がほぼ同数となる可能性がある。このような

場合、産業番号が昇順に並んだ公表産業連関表にTRIを適用すると、約20

万個のﾙﾉﾊが正となるであろう。コンピュータの記憶容量の限界にぶつかっ

て計算がストップする。

このような事態をさけるには、計算の初期値として、公表産業連関表にいき

なり、TRIを適用しないことである。

しかしながら、たとえ慎重に初期値を選択しても、ﾙﾉﾊ≧0，すなわち

(Iノ+1K+ノK)≧（ノI +KI+Kノ） (3)

をみたす(I、ノ、K)の組が相当数にのぼる場合がある。そこで、第1段階

としてパラメータL T(1)(> 0)を導入して、

(ノノ+1K+ノK)≧（ノI +KI+Kノ) +LT(1)

の場合にのみ、産業グループIと産業グループKの互換する。つまり、あまり

に、(3)式をみたす(I、ノ、K)の組が多い場合には、左下のブロックに正

の値L T(1)を上乗せして、人為的に総数を減らしている。すなわち、ス，〃x

を

ｽ'"K ==ルノK- LT(1) (4)

で定義して、ス，〃K≧0の場合のみ、IとKを互換することにする。(4)式の

ｽ，〃K≧0なる(I、ノ、K)の組がゼロになれば､新しい段階に移り、L T(1)>

LT(2)なるLT(2)を選択すればよい。順次この過程をくりかえして、微

少なαにたいして、LT(") =αの場合の収束値を最適解とすればよい。

ここで、α＝0としないのは、厳密な収束解を求めるには、ほんのわずかな

線形度ス（冗）の増加をひきだすのに必要な収束までの逐次計算の回数が多す

ぎるからである。
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V 計測結果

V－1 国際産業連関表の三角化

本節では、ハイアラーキ性の観点から、日本、アメリカを含む東南アジア諸

国の産業連関表の分析をおこなう。ハイアラーキの1つの意義は、一見錯綜と

した国際間の産業間の取引構造を単純化して、生産構造の見通しを良くするこ

とにある。

V－2 直接構成法

すでに述べたように、産業連関表の部門の序列に計算プログラムTRIを適

用するに際して、もっとも重要なことは、初期値の選択にある。そこで、本節

では、(1)中間投入比率の大きい順に56部門をならべる(2)影響力係数の大きい

順に56部門をならべるの2種類の配列順序の線形度え(汀）を計算した。前者は、

0.545、後者は0.644であった。

V－3 逐次改善法（1）

V－2節の(1)と(2)の序列をコンピュータ・プログラムTRI適用に際して

の初期値とした｡ TRIを逐次的に適用して、配列順序に変更を加えた｡ (1)

の初期値については、表3に示すように、ステップlのLT(1) =4.0からス

タートして、順次LT(i)の値を下げていき、ステップ17のLT(17) =0.01

において、ス，〃K≧0をみたすI、ノ、Kの組が皆無になったので、逐次計算

を終了した。

(2)の初期値については､表4に示すように､ステップlのL T(1)からスター

として、順次Z,T(i)の値をさげていき、ステップ18のLT(18) =0.01に

おいて、ス，〃K≧0をみたすI、ノ、Kの組が皆無となったので、逐次計算を

終了した。

V－3－1 分析結果(1)

表3および表4の収束にかんする産業の配列順序は、表7に示される。この

表および図6から、暫定的ではあるがつぎの事実が観測できる。
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表4 TRIによる逐次計算(2) *

(2)ステップlの初期値として影響力係

数の大きい順に産業番号をならべる。

表3 TRIによる逐次計算(1)*

(1)ステップlの初期値として、中間投

入比率の大きい順に産業番号をならべ

る。
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＊ステップ14までは、α〃＜1／56の場

合には、α〃＝0とした。ステップ15以

下では、微小投入係数も考慮して、ス

テップ14の収束値を初期値として、計

算を続行した。なお､投入係数の総和は、

22.900である。ⅣUMは、え，〃K≧Oを

みたす(I、ノ、K)の個数。
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(1)建設業は、アメリカをのぞいて、いずれのハイアラーキにおいても、上位

にならぶ。これは、建設業がその生産物を最終需要として産出するからである。

とくに、ハイアラーキαにおいては、韓国のそれは、最上位に、bにおいては

第4位にきている。これにたいして、アメリカのそれは、下位グループに属し

ている。

(2)鉱業をみると、韓国とシンガポールのそれがいずれのハイアラーキにおい

ても、上位にある。これにたいして、インドネシアの鉱業はいずれの場合にも

最下位にあり、現代産業の活動に不可欠な石油資源の重要性を物語っている。

具体的にみると、自国の製造業に0.037、建設業に0.041だけでなく、日本の電

気・ガス・水道業に0.011、シンガポールの製造業に0､041、フィリピンの製造

業に0.005、日本の製造業に0.005の投入などである。

(3)農林水産業については、日本とシンガポールのそれが中位にぞくしている

他は、下位グループに入っている。インドネシアとマレーシアのそれは、最下

位に近い。

(4)電気・ガス・水道業は、ハイアラーキα、bともに、上位にある。公益事

業としての性格が強く、最終需要におもに産出し、さらに、輸出財としての性

格も弱いからである。

(5)製造業は、各国によってばらけているが、日本とアメリカのそれは、とも

に最下位に近い。日本では、5部門も以外の部門にすべて供給しており、なか

でも、マレーシアの建設業に0.075、シンガポールの建設業に0.093、インドネ

シアの建設に0.066、韓国製造業に0.051、シンガポール製造業に0.052など、

強力である。アメリカについても、日本のそれにくらべて大きさは小きいけれ

ども、6部門以外のすべてに供給しており、シンガポールの電気・ガス・水道

業に0.023、シンガポール建設業に0.042、シンガポール農林水畜産業に0.020、

シンガポール製造業に0.030とこの国との結びつきが強い。

(6)商業・運輸業は、ちらばっている。アメリカのそれが、下位にある。

(7)サービスは中位から下位にちらばっている。商業・運輸業と同じく、アメ
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リカのサービスが下位にある。

V－3－2 分析結果(2)

図6は三角化されたアジア国際産業連関表の投入係数表であり、収束解6を

示したものである。この序列の経済的な解釈について、暫定的と断ったうえで、

つぎの諸点に注意したい。

(1)インドネシア鉱業(02)を最底辺に、日本製造業(38)が続き、その前にアメ

リカ製造業(52)、サービス業(56)、商業・運輸業(55)がならび、つぎに日本の

商業・運輸業(41）とサービス業(42)がならぶ。東南アジア諸国の両国にたい

する生産技術の強い依存性を示している。

(2)日本とアメリカ以外の6カ国の製造業はマレーシア(10)、インドネシア

(03)、シンガポール(24)、韓国(45 )、タイ(31)、フイリピン(17)の順に並んで

いる。この部門は国際的な生産構造の中核部門であることを示す。

(3)順位31位から32位には、シンガポールの2部門、すなわち、商業・運輸業

(27)、サービス業(28)が入っている。これらシンガポールの産業は、東南アジ

アの生産技術構造全体のキー部門である。すなわち、一方では、他の7カ国の

製造業から資材を中間生産物として購入し、他方では、自らの生産物をインド

ネシアとマレーシアの電気・ガス・水道業、建設業、商業・運輸業、サービス

業の4部門に販売している。まさに、シンガポールは港湾設備と船便のネット

ワークの利便性によって、「中継貿易基地」としての役割を演じている。

(4)上位には、前節で指摘した公益事業と建設業が共通にあがっている。生産

物を主として最終需要として産出するからである。

V－4 逐次改善法(2)

すでに、Ⅲ節でみたように、国内産業連関表を対角部分に組み込んだ国際産

業連関表においては、国内部分の連関が強く、相対的に国際間の部分が弱くで

ている。本槁の試みは、国際産業連関表をもちいて国際間の産業の相互依存関

係を抽出する点にある。そこで、大胆ではあるかもしれないが、国際間の依存

関係を投入係数表上で明確にとりだすために、ALNの投入係数（α〃)LNをすべ
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＊徴小係数が主対角右上に残っているのは、α=0.01としたからである。また、国内投入係数は表示していない。
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表6 TRIによる逐次計算(4) *表5 TRIによる逐次計算(3) *
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＊逐次計算(4)は、貿易マトリックスにあ

たる非対角ブロックの投入係数のみを100

倍としたうえで、微小投入係数も考慮し

て、表4のステップ18の収束値を初期値

として、計算を続行した。

＊逐次計算(3)は、まず、貿易マトリック

スにあたる非対角ブロックの投入係数を

まず10倍にした（投入係数の総和は

40.002となる）うえで、微小投入係数も

考慮して、表3のステップ17の収束値を

初期値として計算する。つぎに、貿易マ

トリックスにあたる非対角ブロックの投

入係数のみをさらに10倍（投入係数の総

和は211.025)としたうえで、微小投入係

数も考慮して、ステップ9の収束値を初

期値として、計算を続行した。
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て100倍した新しい国際産業連関表を分析対象とする。

表3の収束値であるステップ17の序列をあらためて初期値として、TRIを

逐次適用した。ステップ17で計算を終了した。

同様に、表4の収束値であるステップ18の序列をあらためて初期値として、

TRIを逐次適用した。ステップ11で計算を終了した。

これら2つの収束値である配列順序は、表7の右2列に示される。

V－4－1 分析結果(1)

収束解α'の序列の経済的な解釈について、暫定的と断わった上で、つぎの諸点

に注意したい。

(1)インドネシア鉱業(02)を最底辺に、アメリカの農林水畜産業(50)､、サー

ビス業他(56)、商業・運輸業(55)、製造業(52)がこの順にならび、つぎに日本

の商業・運輸業(41)サービス業他(42)、製造業(38)がならぶ。東南アジア諸国

の両国に対する生産技術の強い依存性を示している。

(2)日本とアメリカ以外の5ヶ国の製造業がインドネシア(03)、韓国(45)、マ

レーシア(10)、タイ(31)、フィリピン(17)の順に並んでいる。この部門は国際

的な生産構造の中核部門であること示す。

(3)順位34位から36位には、シンガポールの3部門、すなわち、商業・運輸業

(27)、サービス業(28)、製造業(24)が入っている。これらシンガポールの産業

は、東南アジアの生産技術構造全体のキー部門である。すなわち、一方では、

他の7ヶ国の製造業から資材を中間生産物として購入し、他方では、自らの生

産物をインドネシアとマレーシアの電気・ガス・水道業、建設業、商業・運輸

業、サービス業の4部門に販売している。

(4)上位には、前節で指摘した公益事業と建設業が共通にあがっている。生産

物を主として最終需要として産出するからである。

V－4－2 分析結果(2)

表7のαとα，、6と6'を比較する。

(1)建設業は全体的に順位が上昇している。アメリカ建設業は中位に、インド
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ネシア建設は上位にあがった。

(2)鉱業はあまり変動がない。注目すべきは、インドネシア鉱業がどのハイァ

ラーキにおいても最下位に位置することである｡、

(3)製造業は、下位l/3に集中している。このなかで、日本製造業がいずれの

ハイアラーキにおいても51位、アメリカのそれが55位と東南アジア経済の機軸

的な役割をはたしていることがわかる。

(4)電気・ガス・水道業は、全体的に上位にある。

(5)アメリカ以外はおおむね農林水畜産業の順位に若干の上昇変動が認められ

る。日本製造業からの投入がきいたためか、単純労働力と自然肥料に相当依存

するマレーシアと韓国についてはかなり順位があがった。インドネシア、フィ

リピン、タイ、アメリカは下位に属している。アメリカは中位から52位に大き

くさげている。

(6)商業・運輸業については、全体的に順位が低下しており、とくに、タイと

日本については、下位グループに入ってきている。

(7)サービスについては、フィリピン、日本、アメリカが下位にはりついてお

り、その他の国のサービスは中位にかたまるように変化した。

(8)表8は、4種類の配列順序に関するスピアマンの相関係数を示したもので

ある。異なる初期値からスタートした収束解αとbの相関係数は、0.7862であ

り、統計的に類似している。さらに、国際間の投入係数を100倍した産業連関

表での収束解α，とb'の相関係数は0 .9349ときわめて高い。なんらかの国際的

な生産技術の依存関係が存在する可能性を示唆している。

表8 ハイアラーキのスピアマン相関係数汁

b fz' 6'

９
４

３
１

３
５

８
７

０
０

５
５

９

６
８

４

０
７

３

８
７

９

０
０

０

0．7862

α
・
り

ａ

＊α、b、α,、b'は、表7参照
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Ⅵ おわりに

以上の分析は、日本とアメリカが、東南アジアの生産技術構造を支えている

ことを示唆している。ざらに、シンガポールが先進国2カ国とインドネシア・

マレーシアを連結する働きをもつことを示唆している。

本稿では、既存の7部門要約表を使用した。要約表は製造業を分解せずに1

本でくくっているため、分析結果の解釈に限界があるかもしれない。この点は

今後の課題としたい。

さらに、要約表を含めてアジア産業連関表が、対象8ヶ国以外から流れてく

る中間生産物を競争輸入扱いとしているため、本来いれるべきこれらの生産物

を本稿でも考盧していない。この点は、今後の新しい国際産業連関表に期待し

たい。

参 考 文 献

[1] 福井幸男『産業連関構造の研究一生産技術とハイアラーキ』、啓文社、1 987年。

[ 2 ] Institute of Developing Economies.’"〃γ"(I""α〃伽加t- OIIゆMr Tqblc _/bγ』s(?α〃CCI"1．

""s I975・Tokvo 1982.

[ 3 ] Simpson & Tsukui " The Fundanlental Structure of the lnput-Output Tables・An

International Structures･', R"'i"1 0/ E(､o710"1jrs "1(I Sr(I"srics. Vol. 47. No. 4. 1965. pp.

434-446．

[ 4 ] Korte & Oberhofer '@ Triangularizing lnput-Output Matrices and the Stl･ucture of

Production･'. EIIj'Op"" E(､伽0"紅R"'ifu', Vol. l. Nos. 4-5. 1970.pp,482-511.





第5章 貨幣的要因と相対価格の変動＊

－実証分析一

地 主 敏 樹

I 序

相対価格体系が実質的要因のみでなく、貨幣的要因によっても影響されてき

たのではないかという実証的な諸研究は古くよりあり、その可能性を理論的に

説明すべ<いくつかの仮説がためきれてきた。なかでも、最近のマクロ経済学

における新しい古典派とケインジアンとの論争に関連して、双方の理論モデル

－新しい古典派の不完全情報仮説とケインジアンのメニューコスト仮説一

のテストとして、この貨幣的要因と相対価格変動との相関についての実証研究

がかさねられてきた。

しかし、ケインジアン側の理論モデルの開発が不十分だったために、それら

の実証テストにおける二つの理論モデルの比較も不十分なものにおわってき

た。Ball-Mankiw-Romer (1988)は不確実性を導入したメニューコスト仮説の

理論モデルを開発した。地主(1988)は、彼らのモデルをこの問題一相対価格

と貨幣的要因との相関関係一に適用し、より十分な形での不完全情報仮説と

の実証テストの可能性を探ろうとした試みであった。本稿は前槁の考え方に基

づいた実証テストを報告する。アメリカの諸産業レベルでの生産者価格指数に

基づいたテスト結果は、不完全情報仮説よりもメニューコスト仮説を支持する

ものとなった。

＊ 本槁の作成にあたり、Harvard大のG Mankiw教授、B. Friedman教授、Z Gri・

liches教授から、有益なコメントを頂戴した。また、D. Weil.、R Waldnlanをはじめ

とするHarvard macro-lunchグループの面々も筆者の報告をきき、また、様々なアド

バイスを提供してくれた。記して、ここに感謝の意を表したい。なお、あり得べき誤

謬はすべて筆者の責任である。
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本稿は以下の構成からなる。次節では、前槁の主要な結果をまとめる形で、

不完全情報・メニューコスト両仮説と、相対価格と貨幣的要因との相関関係へ

の双方の含意を簡略に説明する。第三節では、この相関関係を対象とした過去

の実証研究をサーベイする。続いて、第四節では、両仮説の含意の相違を識別

できるテストをデザインする。第五節は、基本となる実証結果を報告し、また

その基本結果の一般性を調べる。最終節は、当分析に関する実証・理論両面の

問題点に言及し、実証結果の妥当な解釈を探る。

Ⅱ 不完全情報仮説とメニューコスト仮説

不完全情報仮説

不完全情報仮説はLucasによって提唱され、新しい古典派の見地より貨幣的

要因の実質生産量への効果を説明する仮説として脚光をあびた。M Friedman

の諸研究においてほぼブラックボックスのままに放置されていた貨幣から実体

経済への波及メカニズムを、ミクロ理論の主体の最適化行動に整合的な形で説

明しようとする試みであった。人々は自らの生産物の相対価格に基づいて生産

量を決定しようとする合理的主体であるが、彼らの経済全体に関する情報への

アクセスは限られており完全ではない。従って、彼らは利用可能な情報一自

分の生産物名目価格一に基づいて、必要な相対価格を推測する。推測は完壁

ではありえないから、純粋に貨幣的ショックも部分的には実質的なショックで

ある－単なる名目価格の変動が相対価格の変化である－と解釈され、生産

量へ影響が及ぶ。人々は最適化行動をとっており、かつ新古典派一般均衡モデ

ルの諸前提のほとんどが成立しているにも拘らず、情報の不完全性というただ

一点の欠陥がこの結果を生んでいるのである。

不完全情報仮説による、相対価格変動とインフレーションとの相関の説明は

以下のようである。経済主体が何らかの点で異質的であれば、共通のショック

に対しても反応が異なり、相対価格も変化し得る。例えば各財の超過需要関数

の弾力性が多様であれば、貨幣的ショックの相対価格への影響は各財毎に当然
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異なるであろう。また、共通の貨幣的ショック以外に各財毎の相対的ショック

があれば、相対的ショックそのものの相対価格への影響は無論のこと、貨幣的

ショックとの絡みによる影響も可能であろう。こうしたアイディアをモデル化

し、また実証的に検証したのが、Parks (1978)、Herocowitz (1981)等の業績

であった。予想されなかった貨幣（インフレーション）だけが、相対価格の変

動を引き起こしているというのが、この仮説の基本的な実証的含意である。彼

らの理論では、貨幣の増分（インフレーション）の内で前以て予想された部分

は、諸財の名目価格の変化に等しく織り込まれるために相対価格の変動を生じ

ないのである。

メニューコスト仮説

ケインジアン側のメニューコスト仮説は、新しい古典派によるケインジアン

の伝統的なモデルへの批判に答えて、ケインジアンモデルのミクロ的基礎を最

適化に基づいて再構築しようとした諸努力の一つとして位置付けられる。メ

ニューコストという言葉が使われているが、価格調整に関わる全ての調整費用

を含む、より広い意味での使用である。調整費用があるために、名目価格は刻々

のショックには必ずしも反応しないので、名目価格は硬直的である。従って、

名目貨幣量の増大は実質貨幣量の増大となり、実物経済へ影響を及ぼし得るの

である。価格を付ける企業は最適化行動をとっており、ほとんどの新古典派の

仮定が成立しているにも拘らず､調整費用の存在がこの結果をもたらしている。

この新古典派一般均衡モデルへの一つの不完全性の導入が貨幣の実物への影響

を可能にするという点では、不完全情報仮説とメニューコスト仮説との間に差

異はない。しかし、価格が硬直的であるか否かに決定的な違いがでてくる。

インフレーションと相対価格変動との相関は、このメニューコスト仮説によ

ると、ある期間中に価格を変更した企業と変更していない企業とがあるために

発生するとされる。インフレ率が高まると、変更されなかった価格との乖離が

大きくなるので、結果として相対価格の変動が大きくなっているというのが、

基本的アイディアである。このラインでの研究をおこなったのがCecchetti
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(1985)、Danziger (1987)等である。ただし、Danzigerは最適化を導入して上

記の基本アイディアが常に正しいとは限らないことを示した。メニューコスト

モデルにおいて、インフレーションと相対価格の変動との相関関係が単調でな

いことを理論的に導出したのである。ある一定の期間内に価格を変更する企業

の割合がインフレ率の上昇に伴って増加するという点が、この結論にとって重

要であった。価格変更企業がもともと多数を占めていれば、インフレ率のざら

なる上昇による価格変更企業の増加は、outlierである価格非変更企業の割合

を減らすこととなり、その結果として相対価格変動はむしろ小きくなり得るの

である。しかし、これらの研究は確実性下のモデルに基づいており、不完全情

報仮説のモデルと十分に対比し得るものではなかった。予想されたインフレー

ションと予想されなかったインフレーションとが、全く区別されていなかった

のである。Ball-Mankiw-Romer (1988)はメニューコストモデルに不確実性を

導入した一般均衡モデルを展開した。彼らのモデルを応用して、相対価格の変

動と予想きれた貨幣との関係をみちびいたのが、地主(1988)であった。予想き

れなかった貨幣だけでなく、予想された貨幣も相対価格の変動に効いてくる。

ただし、その予想きれた貨幣と相対価格変動との相関は単調なものではないと

いう基本的結論であった。

Ⅲ 既存の実証研究：サーベイ

前節で説明されたように、予想された貨幣(インフレーション)が相対価格変

動に影響するか否かが、不完全情報仮説とメニューコスト仮説との実証テスト

に使い得る相違点である。次節ではこの相違点を如何にテストするかを設計す

るが、当節ではその準備として過去の実証研究の手法をサーベイし、その批判

的検討を通じてわれわれの手法を考案する助けとしたい。なお、このサーベイ

においては、地主(1988)の理論的分析よりその重要性が明かとなった、テスト

方程式の関数形･データの集計度･データの頻度(frequency)について注目する。

メニューコスト仮説サイドにたつ研究としては、CecchettiとDanzigerがあ
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る。CecChetti (1985)は、彼自身が集めた年次の雑誌価格データセットと米国

の集計きれた産業データを使用して相対価格変動(RP V)を算出し、それを

相対価格変動とインフレーション（元）との関係式、

RPV= 7T2T(ん－T) (3-1)

へ代入し、価格変更のインターバル（〃）を推定した。ただし、Tはデータの

観察されるインターバルである。なお、彼の研究も含めてほとんどの研究にお

いて、相対価格変動(RP V)は、各企業間あるいは各産業間の名目価格上昇
（1）

率の分散として計られる。彼の研究は価格硬直性の程度を計測した点で稀であ

り興味深いが、メニューコスト仮説の正当性を仮定してしまっている点が欠点

であり、われわれの問題意識とは異なる。

Danziger (1987)も彼の理論モデルより導出した関数形に基づいた回帰方程

式を用いた。

RPV=fz+ b】冗4/3- 627T2 （3-2）

彼はイスラエルのサラミ市場の企業レベルデータを使って、この関数形の

フイッ卜の良さと各係数値が有意で予想通りの符号をもつことを報告したが、

他の代替仮説との比較検証はおこなわなかった。

以上、二つのメニューコスト仮説サイドの実証研究に共通する欠点は、代替

仮説との対比検証を怠っている点である。この欠点は、根源的には、彼らの理

論モデルが確実性下で展開きれたために同時代の主要代替仮説である不完全情

報仮説と比較できなかったという事情より生じたと思われる。

不完全情報仮説サイドでは、Parks (1978)とHercowitz (1981 & 1982)が

代表的な実証研究である。ParksはLuCas型供給関数に基づいた二次関数の回

帰方程式を用いた。

RPV="+ b｣(名目総需要成長率一元)2+ 62(兀一汀2)2

+ 63(冗一元e)(名目総需要成長率一汀）

+ b4(名目総需要成長率一汀)+ 65(元一元e ) (3-3)

(1)この分散は、当該主体間の相対価格変化の分散と等しい。
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ただし、汀gは予想きれたインフレーションであり、従って冗一汀eは予想されな

かったインフレーションである。彼はこの回帰方程式を米国の集計された消費

支出品目別価格指数(12品目）に適用し、ほとんど全ての係数値が予想された

通りの符号を持ち、かつ統計的に有意であるという好結果を報告した。しかし、

同時におこなわれたメニューコスト仮説に対するテストー予想されなかった

インフレーションをコントロールした上で、さらに現実のインフレーションも

影響するか一では､現実のインフレーションの係数値も有意であり、メニュー

コスト仮説にやや有利ともとれる結果となっている。

Hercowitz (1981)は不完全情報仮説に基礎づけられたモデルから導出した

方程式を用いて分析をおこなった。相対価格変動とインフレーションに関する

諸分析のなかでは、彼の仕事が理論的にも実証的にも最も洗練されたものであ

る。

RP Vf= " + 6,{("!－郷f) - ("!_,-郷F_,)}2+ 6 2 02,,'.) (3-4)

予想されなかった貨幣（沈一郷‘）の増分と、予想されなかった貨幣ショック

の分散とによって、相対価格の変動が左右されるという形である。彼がこの回

帰方程式をドイツのハイパーインフレーション期の月次データに適用したとこ

ろ、全係数値が予想通りの符号をもちかつ有意であった。さらに、Parksと同

様に、現実のインフレ率を回帰方程式へ追加することで、メニューコスト仮説

との対比検証もおこなわれている。単純な回帰分析では現実インフレ率も正で

有意な係数を持ったが、誤差項の系列相関に関する調整をおこなうと有意でな

くなってしまった。

この結果は、一見、メニューコスト仮説を否定するものととられようが、実

はそれほどに強力なテストではない。まず、第一に問題なのは、データの頻度

である。ハイパーインフレーション期における一カ月は、価格改訂に関する限

り、平常時の数年に相当するはずである。つまり、一カ月のうちに何十回もの

価格改訂がおこなわれたとみるのが妥当である。そうした場合には、Danziger

が示したように、インフレーションと相対価格変動との相関の非単調性が強く
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現れるために、この係数値が有意でないことはメニューコスト仮説への強い否

定ではない。第二に、ハイパーインフレーションのような状況では、価格改訂

の費用と、ほんの僅かの間でも価格を調整しないことによる損失とを比較する

とき、後者が圧倒的に大きいであろうことが推測される。従って、メニューコ

ストモデルが当て嵌まらないのはむしろ当然である。つまり、メニューコスト

仮説がきわめて不適当であろうと思われる状況で、かつ月次というこの場合不

当に長いインターバルのデータが用いられて、メニューコスト仮説が否定きれ

たのである。

Hercowitz (1982)は、上記の分析を米国の年次卸売物価指数(60-80品目）

に適用した仕事である。このデータに関しては、貨幣からのショックだけでは

説明力が微小であったために、経済の実物側のショックも回帰方程式に導入さ

れている。結果としては、予想きれなかった貨幣の係数値が有意でなく、Her-

cowitz自身も、ハイパーインフレーションのような特別な状況では貨幣的要因

が相対価格変動に対して主たる規定因となり得るが、通常の経済状況では他の

実物要因などがより重要なのだろうと結論している。

最後に、より中立的な観点から相対価格変動とインフレーションとの相関を

VAR等の手法を用いて再検討したS.Fischer (1981)の仕事に触れておきた

い。彼は、米国の集計された消費支出品目別価格指数を、年次あるいは四半期

の頻度で用いた。彼の結論は、相対価格変動とインフレーションとの相関は主

にエネルギー及び食物価格を通じているということであった。エネルギー及び

食物価格を除いた諸価格間の相対価格変動とインフレーションとの相関が、全

ての財の間の相対価格変動とインフレーションとの相関よりも、著しく低いと

いう事実が基本的な論拠である。

S. Fischerの研究はHamilton (1983)と同様に実物面のショックの重要性を

示しておりReal Business Cycle説との関連で興味深いが、Hercowitz (1982)

を解釈するにも役立つ。つまり、Hercowitz (1982)の結論は、エネルギー及

び食物価格といった非常に変動が大きく、かつ実物サイドからの撹乱に支配さ
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れ易い価格を、他の諸財の価格と全く無差別に扱って計算をおこなったために

生じたのではないかという推測が導かれる。つまり、現実のデータにおいて相

対価格変動がエネルギー及び食物価格によって左右され、後者が実物サイドの

ショックによって支配されたために、相対価格変動と貨幣的要因との相関が小

きくなってしまったと考えるのである。さらに、S.Fischerの分析そのものは

きわめて集計度の高い価格指数を使っているために、メニューコストモデルが
（2）

描く様な相対価格の変動がほとんど洗い流きれてしまった可能性が高い。

以上で述べたように、既存の研究はそれぞれに現実の一断面を見せてはいる

が、メニューコスト仮説と不完全情報仮説との対比検証という問題に正面から

十分な答を与えているとは言い難い。

Ⅳ 実証テストのデザイン

当節では、われわれの実証テストを設計する。具体的には、テストに使う回

帰方程式の関数形・データの集計度・データの頻度を決定するのである。これ

らについて、

① 不完全情報仮説とメニューコスト仮説との、テスト可能な唯一の相違は予

想されたインフレーションが相対価格変動に影響するか否かである。

② ただし、メニューコスト仮説においても、予想されたインフレーションと

相対価格変動との相関関係は、単調ではない。

③ メニューコスト仮説の検定にとって、集計度の低いデータの使用が重要で

ある。

④ メニューコスト仮説の検定にとって、データの頻度の選択が重要である。

データのインターバルは、一般の価格変更インターバルより短いこと、で

きれば十分に短いことが望ましい。

⑤ 変動の相対的に大きなエネルギー及び食物価格と、他の諸価格とを分けて

取り扱うべきである。

(2)この点に関してはjinushi (1989)参照
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の諸点を、われわれは学んだ。

データの種類・集計度・頻度

③と④に留意して、できるだけ②の問題を軽減すべ<選んだのが、米国の生

産価格指数で、きわめて集計度の低い、8ディジットレベルの、かつ高頻度の

月次系列である。また、こうしたラグ構造が重要な分析の常として、季節調整

の施されていない系列を用いる。季節調整は前後のデータの情報が混入してし

まうので、ラグ構造の解釈が困難になるからである。サンプル期間は、1 981年

1月より1986年4月までである。これほと細かい品目レベルではしばしば個々

の品目系列収集の中断があることと、かつ1978年以降のBLSが（定価ではな

く）取引価格データを収集しようとしてきたことを考慮にいれ、データの質が

向上した後でなるべく多くの品目系列が利用できる期間という基準で、このサ

ンプル期間を選んだ。

産業毎の相対価格変動の計算

⑤に基づいて、われわれは相対価格変動(RPI/)を各2ディジット産業レ

ベルで計算する。各2デイジット産業に含まれる8ディジット産業間の名目価

格上昇率の分散として、各2デイジット産業ごとの相対価格変動を算出するの

である。米生産者価格指数の2デイジット産業は15あり、その内の「その他」

を除いて、農業(FA) ･加工食品(F O)・皮革加工(s K)・燃料(F U)・化学

(CH) ･ゴム＆プラスティック(RP) ･木材(LW)・紙(PA) ･金属(ME) ･

機械(MC) ･家具(FH) ･窯業(M1)・運輸機械(T R)の14産業が、分析の

対象である。

回帰方程式の関数形

メニューコストモデルがダイナミックスを陽表的に取り扱っているのに対し

て不完全情報仮説側が静学モデルであるために、後者に基づいてHerCOwitzが

導いた関数形が格段にシンプルである。さらに、メニューコストモデルの可変

的なラグの長さや複雑な非線形性を、比較的に単純な関数形で捉えることは困

難に思われる。従って、不完全情報仮説を帰無仮説として、Hercowitzの回帰
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方程式を使い、予想されたトレンドインフレーション項が有意に方程式へ入っ

てくるか否かをテストする。この方法は、ParksやHercowitzによってすでに

試みられたatheoreticalな方法と類似しているが、われわれは理論より明らか

となった非線形性に対応するために予想されたインフレーションを多項式とし

て導入する点と、データの集計度・頻度等のテストの他の側面もより注意深く

設計している点で彼らと異なる。

回帰方程式

基本となる回帰方程式は次式である。

RPVI' = n l+ 6 14SHOCKi:+ C ｣TREND" + C 2TRENDA (4-1)

ただし、RPVは相対価格変動を、4SHOCKは予想されなかったインフレ率

の増分を、TRENDは予想されたトレンドインフレ率を、添字〃は各々の変

数が第j産業の／時点における値であることを現す。

インフレ率の予想方程式

この分析においては、各2ディジット産業の内部で共通なサイドの要因は、

各2ディジット産業ごとの平均インフレ率(AWNF)で計られる。その平均

インフレ率の予想方程式は、

AWNF!i = " +A(L)AWNF"_,+B (Z,)INFI_｣

+MONTHLYDUMMIES (4-2)

であらわきれる。ただしIⅣFは経済全体のインフレ率であり、ここでは全産

業に対する生産者価格指数で計られる。この予想方程式が純粋なAR型でない

理由は、Sargent (1976)のobservational equivalence問題を回避するためであ

る。

この方程式の予測値の系列が各産業の予想されたインフレTRENDであり、

予想誤差の系列が予想されなかったインフレSHOCKとして、相対価格変動

の回帰方程式に使われるのである。各産業ごとのインフレ予想式は第一表に報

告されている。各項のラグの長さはAIC (赤池情報基準）を用いて決定した。
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第一表 各産業平均インフレ率の予想方程式

産業平均
インフレ率
ラ グ 数

経済全体
インフレ率
ラ グ 数

R2一階階差 SEE

高相関産業

S K l

F U l

L W 10

M E l2

F H ll

M I l

その他の産業

F A lO

FO 10

A P l2

C H l2

R P 2

P A l2

M C ll

T R l

岬一畑一岫一岬一岬一睡

２
５

０
１

７
９

７
９

４
０

５
１

１
２

６
１

３
３

６
７

８
９

９
４

12 N O

N O

Y E S

N O

Y E S

N O

５
｜
Ⅲ
｜
皿

Ｅ
－
２

皿
－
９

皿
吃
－
１

Ⅱ
’
９

ｍ

ＳＥ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

〆
Ｎ

Ｎ
Ｎ

Ｎ
Ｎ

Ｎ
Ｎ

Ｙ 耐
蛎
一
祇
一
岬
幟
一
恥
一
翔
一
掴

哩一岬一瞬一岬一岬一岬一岬一哩

観察期間は1982年2月より1986年4月‘

V 実証結果

当節では、まず始めに各産業ごとにインフレ率と相対価格変動との相関を

チェックし、次いで前節の(4-1)式に基づくテスト結果を報告し、最後にその

結果のrobustnessを検討する。

インフレ率と相対価格変動との相関

インフレ率と相対価格変動との相関が、われわれの対象とするデータにおい

て実際にどれほどの高さなのかを、まず見てみよう。このために、各産業の相

対価格変動を当該産業の平均インフレ率とその二乗とに回帰してみた。

RPI/II =/i+/I AVﾉⅣF"+/iAWNFi; (5-1)
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結果は第二表に報告されている｡14産業の内6産業に関して、0.5より高い決

定係数が得られた。SK、FU、LW、ME、FH、とM1の6産業である。

第二表 各産業におけるインフレ率と相対価格変動との相関

’インフレ率
二 乗

R2
SEE

8ディジット

産 業 数定 数 値 インフレ率

高相関産業

ｊ

＊１
１

１
６

６
５

０
６

７
ｉ

＊心
。

、
ｊ

句
ひ

〈
Ｏ

Ｔ
１

ハ
０

４
４

ハ
Ｕ

ハ
Ｕ

１
Ｌ

－
ｉ ０２

７
９

２
０

６
０

６
０

25S K

１

２
４

６
１

０
０

０
０

０
０く

ｊ

＊１
０

４
５

０
９

０
３

２
１

＊
１
Ｊ

１
１

４
４

Ｑ
Ｊ
４
幾

Ｆ
０

１
１

ハ
Ｕ

ワ
皇

１
１

八
Ｕ

ｌ
ｉ

41

４７

１
３

７
１

７
０

５
０

F［

１

９
４

８
１

０
０

０
０

Ｏ
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ｊ

＊
７

２
７

４
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５
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１

１

１
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１

９
９
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４

０
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０

５
０

５
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７
７

５
０

０
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０
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＊5％水準で有意

括弧内の数字は標準誤差

観察期間: 1981年1月より1 986年4月
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第三表 予想されたインフレ対予想されなかったインフレ

不完全情報仮説に基づく回帰方程式(4-1)の結果

Ⅲ
ｌ
Ｒ

sPEcIFIcATIoN U

R2 F,
SEE F2

SPECIFICATION I

R2 F,
SEE F2

高相関産業

S K .1580 .733

.0011 .020
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.0019 .000
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．0006 、000
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.0003 . 000
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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T R ．1490

．0001

９
９

５
３

６
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ショック項排除のF検定の限界有意水準

トレンド項排除のF検定の限界有意水準

(F1 ･ F2ともに交差項も排除される項に含む）

月次ダミー排除のF検定の限界有意水準

１
２

Ｆ
Ｆ

F3
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平均インフレ率の二乗項は全ての産業にかんして5％水準で有意であり、

さらにその上に平均インフレ率のレベルは半数の産業に有意であった。

基本回帰式とその結果

基本回帰式は(4-1)式であるが、再褐しておく。

RPVII= ",+ 6 ,4SHOCKi;+ C ｣TREND"+ C 2TRENDi

普通の最小二乗法による推定の主要な結果が第三表にまとめられている。

上式(SPEC. 1 ) に4 SHOCK項とTREND項との交差項を加えた形

(SPEC、2)と、さらに月次ダミーを加えた形式(SPEC. 3 )と、合計

で三種類の回帰方程式が推定された。F1は予想されなかったショック項

排除のF検定の限界有意水準を示し、F2は予想きれたトレンド項排除のF

検定の限界有意水準を示す。まず、インフレ率と相対価格変動との相関の

高かった6産業に関して見てみよう。トレンド項はSPEC. ]では5産業

に、SPEC.2では全6産業に有意に影響している。これに対して、ショッ

ク項はSPEC. 1ではl産業だけに、SPEC. 2でも4産業に有意に影響し

ているに過ぎない。他の産業を含んだ全産業で見ても、トレンド項は14産

業中11産業に影響しているが、ショック項は半分以下の6産業に影響して

いるに過ぎない。

トレンド項がほとんどの産業へ有意に影響するという結果は、不完全情

報仮説にとって極めて重要な反証であると考えられる。しかし、メニュー

コスト仮説においてもショック項は相対価格変動に影響するはずだから、

このショック項の非重要性は問題である。

ROBUSTNESS :結果の頑健性

基本回帰式のトレンド重視という結果への自然な疑問の一つは、過去の

ショック項が式に導入されていない点が致命的な定式化エラーではない

か、というものであろう。つまり、回帰式に含まれていない過去のショッ

ク項が本当は重要であり、トレンド項はそうした過去のショックを反映し

ているがために有意な係数を持ったのではないか、という推測である。
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(4-1)式では、不完全情報仮説に基づいての定式化ということで、ラグ項

が全く含まれなかった。過去の分析のサーベイの節で検討した諸実証分析

においても、ラグ項を含まない定式化が一般的であった。しかし、メニュー

コスト仮説の理論的な分析では、相対価格変動が過去のショックにも依存

することが明らかである。さらに、Hercowitzの定式化でラグ項が含まれ

なかった原因は、彼のモデルを含めた不完全情報仮説の諸モデルが静学モ

デルであったからに過ぎず、他に何らかの積極的な理由があったからでは

ない。

従って、トレンド重視の基本結果の頑健性を試すために、過去のショッ

ク項を導入することが望ましいと考えられる。また、よりメニューコスト

仮説に忠実な定式化であるラグ項の導入によって、ショック項がむしろ少

数の産業にしか影響しないというメニューコスト仮説にとっても問題であ

る結果が、どのようになるかも検討してみたい。
（3）

回帰方程式は次式で表される。

k

RPV"= " +Zb/4 SHOCK,;_ﾉ+ c,TREND"+ c2刀ぞEND;
j＝1

(5-2）

基本回帰式と同様に、（5-2)式そのままの定式化(SPEC. 1 )と、交差項

を付け加えた形(SPEC. 2 )と、月次ダミーの導入か誤差の系列相関修正

かを施した形式(SPEC. 3 )の三種類の回帰式が推定された。

主要結果は第四表に報告きれているが、われわれが注目するのはふたた

びF検定の限界有意水準である。ただし記号は第三表に準ずる。SPEC. 2

の結果が極めて明快にメニューコスト仮説を支持するものとなっている。

APとFHをのぞいた全産業に、ショックとトレンド両方が10%水準では

有意に影響している。5％水準でも、LWとTRに関して有意でなくなる

だけである。さらには、例外であったAPとFHについても、月次ダミー

(3)ただし、ラグの長さんはAICによって決定した。
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第四表 過去のショック項の導入：回帰方程式(5-2)式に基づく結果
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が有意に効いて、SPEC. 3では両方のインフレ項が有意な係数値を持ってい

る。つまり、ほぼ全産業に関して、トレンド項とショック項が有意に相対価格

変動へ効いてきているのである。

まだ、多くの反論が可能であろう。例えば、ショック項の分散の導入が示唆

されるかもしれない。Hercowitzの実証テストに含められていたし、不完全情

報仮説・メニューコスト仮説双方の理論モデルにおいて、相対価格変動がこの

分散に依存することが示されているからである。さらには、インフレーション

の水準とその変動とは正相関であるとの見解もあり、その場合にはトレンド項

の係数に上方バイアスがかかる可能性がある。この定式化も試してみたが、結

果は変わらなかったので報告は省く。

Ⅵ 結

前節の実証結果はメニューコスト仮説を支持し、不完全情報仮説を棄却する

ものであった。しかし、この実証分析に関して二つの保留点を挙げて、結果の

解釈の慎重を期したい。

実証面の保留点は、ややテクニカルな問題ではあるが、テスト結果の有意水

準についてである。Barro (1977)の研究以後、経済変数を予想された部分と予

想されなかった部分とに分離して分析することが盛んになり、それにつれてそ

の分析の計量経済学の面から見た諸問題が検討された。中でも有名な問題が

Sargent (1976)の識別可能性への疑義( observational equivalence )であるが、

もう一つの重要な問題は、このような観察不能なデータを推定して求めて回帰

分析に用いた場合のテスト結果の解釈であった。予想方程式の推定誤差が入っ

てくることでバイアスが生じる危険の回避や、予想方程式の推定誤差と最終回

帰式の誤差との結合分布を考盧するべきである等の理由で、予想方程式と最終

回帰式とを連立方程式モデルとして推定すべきであると主張されたりした。な

るほど二本の方程式を同時に推定すること自体に誤りはないが、Pagan (1983)

によって二段式のアプローチのテスト結果もそのままで正しいケースがあるこ
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とが示されたために､同時推定が絶対的に必要なものではないことが判明した。

しかし、Paganの論理は当分析にはおそらく当てはまらないであろうと考えら

れる。彼の論理は大標本において余分な項が零へ収束することに依存している

が、われわれの分析のように推定された変数の二乗がふくまれると、余分な項

も二次で現れるために大標本においても非零の値へ収束する可能性が高い。

従って、前節で報告された各テストの限界有意水準の値も完全に正しいものか

と．うか、やや疑問が残る｡ HouSman, Ichinlura,Newey, & Powell (1986)が開発

した手法が関連しているので、その応用をこれよりの課題としたい。

理論面での保留点は、不完全情報・メニューコスト両仮説が必ずしも互いに

排除しあうものでないことにより生じる。両仮説の要約の項で述べたように、

新古典派一般均衡モデルの完全無欠な世界へ、何らかの不完全性を導入して貨

幣の非中立性を説明しようとした狙いは、全く同じである。そして、不完全情

報と価格調整コストの二つの不完全性が両立可能であることは、議論を要しな

いであろう。実際に、不完全情報仮説のモデルへメニューコスト仮説に近い考

え方を導入したケースがあり、その場合には予想されたトレンドインフレ率も
（4）

軽視できないことが論じられている。従って、当分析の結果の解釈としては、

不完全情報仮説そのものの棄却ととることはやや過当解釈であろう。この時期

(80年代前半）の米国経済において、純粋な形での不完全情報仮説が現実を描

写し得ないことと、価格の硬直的な産業が無視できない重要な割合を占めてい

たことを示していると解釈するべきであろう。
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第6章 教育活動の社会勘定分析の試み＊

－戦後日本の教育政策の数量分析一

小 西 康 生

I はじめに

社会勘定分析とは、社会会計をルーツとして用いて、社会・経済現象の分析

することを指している。この分析方法は、社会会計の1部でもある国民経済計

算などの価格単位で表現されたデータだけが分析可能な周知の分析方法では、

充分には分析され尽くさない分野の現象・活動にまで分析対象を拡張するため

に開発されたものである。当然のこととして、さまざまな適用分野が考えられ

る。その応用の第1歩として、小槁では、教育活動にこれを応用した分析を、

まず試みることにする。

日本人が教育に大いに関心を持ってきたことは、多くの人達が指摘している

ところである。しかも、それに対しては、多くの人達が特別な感情を抱いてき

たといわれている。このような歴史的な背景から、教育を経済的な分析対象に

することには、日本では嫌悪感が持たれてきたようである。教育には多額の公

私の経費が費やされているのは明かであり、教育を需要する理由の一つが、将

来の経済的なメリットであるにしてでもある。

教育を経済的に分析するアプローチには多数の方法が可能である。ここでは、

政策決定者が同一のフレームで教育に関連する政策を総合的に評価する統合化

きれた分析を試みた。このようなアプローチでは、多方面にわたる効果をもた

＊ 小槁は、神戸大学経済経営研究所・研究年報第39号「戦後日本の教育政策の数量分

析：－教育活動の社会勘定分析の試み－」を、能勢信子独協大学教授、定道宏神

戸大学教授によるコメントを勘案し、修正・加筆したものである。しかし、両先生の

多岐にわたるアドバイスを、完全には消化しきれていない部分が残っているかもしれ

ない。それらの点を含めて、ざらなる展開は、筆者の今後の課題である。
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らすような政策を包括的に評価するのが可能になると考えられるからである。

異なる分野の専門家が、それぞれの立場で一つの政策を評価をする機会が多

くなってくると、個々の政策に対して、包括的な評価ができにくくなってくる。

このような状況の下で、統合化されたアブ°ローチは、特定の政策を同一の土俵

で明瞭に分析することを可能にする。この分析方法は、教育以外にも、社会保

障のように多元的効果を持つ性質があるその他の分野の政策にも広く適用でき

る。今回の教育を分析するプロセスでは、未整理で散在している統計情報が整

理ざれるという貴重な副次的効果があった。それと同様な効果が、教育以外の

政策分析する際にも期待される。

上述のような意味で、これは新しい理論を開発したというよりも、教育のよ

うな多元的な価値観が持たれている分野での､分析手法を開発したものである。

教育について展開されたこのようなアプローチが、多元的な価値観が持たれて

いるその他の分野の政策決定にも適用されることが期待される。

これは、主としてKonishi [ 2 ]の第1部を紹介したものであるが、その背

景にある教育活動の理論的・実証的分析については、同書の第Ⅱ部で述べられ

ている、

Ⅱ 分析の枠組み

教育活動には、さまざまな機能が期待されている。その中でも、ここでは教

育活動の効果は、一義的には労働市場を経由して発現きれるとしている。これ

は､直接的には教育は投資的な活動として評価されていることを意味している。

教育の効果はそれに留まらない。たとえば、その消費面での機能も重要である

が、ここではそれは考察されているものの前面に出てきているとはいえない。

教育活動は、現実にざまざまな形態で行われる。制度的には、正規教育

(Formal EduCatiOn)と非正規教育(Infornlal Education)の分けることができる。

幼稚園から始まる、いわゆる学校教育が前者であり、それ以外が後者というこ

とになる。非正規教育については、正規教育ほどは実態が把握されていないと
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いえる。しかし、正規教育に関する統計|青報が完全なものかといえば、必ずし

もそうだとはいえないのが実情である。ただ、不完全であるとしても、絶対的

に正規教育の方が､その実態についての情報が入手し易いとはいえそうである。

主として統計データについての制約から、ここでは教育活動は正規教育に限

定して考えている。国際比較ではともかくとして、日本だけに限定するのであ

れば、このように正規の教育に限ると、日本の教育実態を把握し尽くすことに

はならないであろう。

教育活動の影響を次の3つの面について分析する。つまり、

① 経済成長への影響

② 所得分布への影響

③ 社会福祉への影響

これらの中で、社会福祉への影響は、きわめて広範な概念である。これらのい

くつかについては、Konihi [ 2 ]の第6章で述べられている。ここでは、この

広範な影響のうちで、犯罪との関係を取り上げることにする。これは専ら数量

化が比較的容易であるということによるものである。

教育活動をこのように多方面にわたって系統的に分析するには、できるだけ

コミュニティ全体への影響を同時に分析できるような適切な道具を開発しなけ

ればならない。マクロ経済モデルには、制約はあるけれども、教育活動に影響

を及ぼす重要な政治的・経済的変数の変化を分析する現存するもっとも効果的

な道具の一つである。

ここで開発したモデルは、これまで日本では適用されなかったシステムを分

析するのに利用できるし、多部門モデルであるから、総合的の効果も部門ごと

の効果も分析することができる。またモデルは同時的というよりもむしろ反復

的な性質を持っており、これによって、経済主体（産業部門など）の行動をいっ

そうはっきりさせることができる。

モデルのフレームワークは第1図のようになっている。ベーシック・モデル

として、いわゆるレオンチェフーケインズ・モデルが選択された。これは、部
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門間の相違の検討に便宜であり、筆者の以前に作成したプロトタイプ・モデル
（1）

を拡張したためである。モデルは9つの産業部門、つまり、(1)農業、(2)建

設業、（3，4，5）製造業、（6）公益業、（7）卸・小売・金融・保険・不動産

業、（8）運輸・通信業、そして（9）そのサービス業からなる。製造業はざらに
（2）

3つの部門に細分類している。

家計部門はモデルの中では労働の提供者であり、かつ賃金の受取者であると

して含まれる。政府部門は独立したものとしては考えておらず、その他のサー

ビス業（9）に含まれている。政府部門の政策は多岐にわたるが、ここでは経済

政策と教育政策に限定している。さらに、中央政府と地方政府とはそれぞれの

機能が異なるので分離して取り扱った方がいいが、ここではそれらの区分もし

ていない。これらの制約は主としてデータの利用可能性によるものである。

第1図 モテルのフレーム・ワーク

|｢霊部門i唖｣’産業部門｜政府

Konishi [1]を参照

製造業は以下のように3部門に細分類する。

産業部門3；鉄鋼・非鉄金属、化学、製紙・パルプ、窯業

産業部門4；一般機械、電気機器、輸送機器

産業部門5；その他

１
２
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9つの産業部門はそれぞれ財と(あるいは)サービスを生産するが、産出され

たものは完全に投入要素に配分され尽くすと仮定する。

資本蓄積は、生産総額から消費、間接税および部門間取引（中間需要）を除

外した後に残るものである。これが純投資、減価償却および除却に配分される。

就業者は労働力人口から推計され、学歴と性別に応じて分類される。資格が異

なる就業者は、指数化などの加工をせずに、生産関数に就業者数が直接用いら

れる。部門間取引は1－0表を用いて推計する。

技術進歩については、2つのタイプのものが考えられている。つまり、要素

投入とは独立したシフト・パラメター（エフィッシェンシー・パラメテター）

とRAS法による変動1－0係数である。

ある部門の生産総額から部門間取引を除外したものが、当該部門の最終需要

となる。この最終需要と投入産出係数の逆行列によって、総需要が得られる。

他方、総供給は生産関数によって技術的に決定きれる総生産と一致する。総需

要と総生産のギャップは、モデルの外生的な要因によって調整される。外生的

な要因である海外部門とかストック蓄積機構は、このモデルには明示的に現れ

ない。そこで、部門間のギャップは次期の投入の調整をひきおこすことになる。

投入の調整メカニズムとしては、価格、賃金、および資本ストック調整メカニ

ズムがモデルに組み込まれている。調整メカニズムはいつものタイプか考え得

る。しかし、ここではベーシック・モデルを用いた推計値と観測値との差がで

きるだけ小さくなるように選択した。このような調整メカニズムは、コンピュー

ターによるモデルを用いた意志決定(DS S)であり、いくつかの代替案を比

較することができるようになる。

Ⅲ モ デ ル

ここでモデルの構造を、この構成パートごとに簡単に述べることにする。な

お、回帰式の係数等については、Konisi [ 2 ]で説明されている。
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（1） 生産

生産関数として、次のようなコブ・ダグラス・タイプのものを採用する｡‘こ

れは、いくつかのタイプ°の生産関数を実際に比較した結果とこれまでのさまざ
（3）

まな研究をサーベイした結果によるものである。

Xj=A,．(x9"…xM"').(E;"･･･E#i) Ki"' (1)

､,~~:~-戸
一 一 這・､

Xj: 第i商品の産出（物量単位）

Aj: 第i部門のシフト・パラメター

X),: 第i商品を生産するのに用いる第ノ商品（物量単位）

αﾉ，： 第i商品を生産するのに用いる第/商品の投入係数

E": 第j商品を生産するのに用いる第ルレベルの雇用

2": 第i商品を生産するのに用いる第九レベルの雇用の投入係数

Kj: 第j商品を生産するのに用いる資本

冗， ： 第j商品を生産するのに用いる資本の投入係数

ﾒｻﾉ，〃＝1－9，ルー1－3，

生産関数は、物量単位で測定きれている。現実に投入と産出を物量単位と価

格単位とに分離するのは非常に困難であるから、これはかなりきつい制約にな

る。

次のように完全分配が仮定きれている。

Zα"+ Zeki+7ri=1 (2）

（1）のシフト・パラメターは、次のような回帰分析式で推計する。

A" =AjO 2"i （3）

(3)線形、コブ・ダグラス、およびCES生産関数間の選択に関して、それぞれによる

推計値の比較については、Konihi [2]の第4章を参照。
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(1)を偏微分すると、
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沁一風
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必
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(4）

第i部門の利潤は、

Uj=pj･Xi- ZPj･X)i- Zz"ki･Ek,－γj･Kj
ノ k

(5）

ここで、

，， ： 第j商品の価格

〃k『： 第i部門の第ルレベルの労働者の賃金

γ， ： 第i部門で用いられる資本の価格

第j部門が競争経済の下で、利潤極大を目指しているとすると、次式のよう

な利潤極大問題になる。

’,=Ⅱ,-ﾙk- A,"3"…x%"')･ (EK''…"') K,"'}
／ 戸 、

（Oノ

ここで、

第i部門の利潤極大条件は、

スガ ： ラグランジェ乗数

0Xj－ル

3X" pj
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○
瓦

１
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ｆ
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吟
一
か

班一班
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（2）と（7）より、次のような関係が得られる。

脇一鴎
４些
遜
迩
八．
〃

ａ

"ki･Eki_ Wh!

ek! = 5F x; YI
(8）

γj･Kj_Pj

"'='7x7 =Z

で一
）

一
一

第j部門で用いられる第ノ部門の産出（貨幣単位）

第j部門での産出総額（貨幣単位）

第j部門での用いられる第兆レベルの労働者の賃金

（貨幣単位）

第j部門での資本利潤（貨幣単位）

‐
９
６

必
昭

陥
。
ｆ
■

Pj

（2） 資本一投資

これまでに、戦後に日本について、多くの投資に関する実証研究が行われて

きた。しかし、マクロの投資関数と違って、部門別（ミクロ）の投資関数は、

安定的なものは推計されていない。そこで、ここでもマクロの投資関数を推計

し、それを部門間に配分するといった方法を採用した。

第i部門の次期資本ストック(Ki,I+, )は、当期のシミュレーションの期首

の資本ストック( K,,,)と当期のその変化(.Kj,!)からなる。この変化は、
（4）

純投資 Wﾉ,,, )と除却( - RE,,, )より成る。粗投資( GIj,I)は、純投資と減

価償却( Di,, )より成る。

１
１

１

９
加

皿
く

ｉ

町
Ｅ

唖
壬
必

十
Ｊ

ｌ
Ｊ

ｒ
ｌ

Ｊ

壬
訓
ａｒ

｜｜
‐
●
４
４
１

恥
“
蝿

(4)除却(Retirement)は生産要素としての有用性を失った資本の廃棄を指す。
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政府．民間を合わせた粗投資は、OLSで次式のように推計した。

G"1/POT･ IDK= TDKXPOT･ IDK= 0 .1865×10-3

+1 .3145(PSXPOT･ IDK)

（0.0464）

+0.8557(COR/POT･ IDK)

(0 . 1875)

+1.8967(GSﾉPOT･ IDK)

(0 . 1567)

R2=0.986, D."=2.204 (12）

ここで

GIT: 粗投資総額

POT : 総人口(=IV)

1DK: 国内資本形成のインプリシット．デフレーター

TDK: 粗国内資本形成

PS: 個人貯蓄

COR : 法人貯蓄

GS: 政府貯蓄

粗投資総額(G"")の部門間配分は、後に説明される部門間投資配分係数

(IRi,, )によって、部門ごとに配分される。

GIj,, = IRj,!｡GﾉZ (13)

（3） 人口--就業者

第2図に示してあるようなステップで、学歴別の労働力、そして学歴別の就

業者を推定する。

人口の増加は、とりあえず出生によるものに限定してあるので、出生率の時

系列回帰式を次式で求める。
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BRf=15.3860+0.7994オー0.0423 / 2-5.1986DUM

(8. 7943) (10 . 5750) (6 . 7070)

ここで、

(14)

BR/ : ＃年の出生率

DUM=0 ; 1966,

＝1；その他の年

R2=0.915 D.W.=0.754

人口ストックは学歴別に以下の式で求める。

Ⅳ =NO+(N1S+"1L)+(N2S+"2Z,)+N3 (15)

NOi+｣ = (13/14) ･N01･ (1-DRO) +肌･BR# （16）

"1SI+, =(2/3)･"1SI･(1-DR1S)+(1/14)･NO!･(1-DROS)･AS7}

（17）

"1Z,(+, ="1L. (1-DR1L)+ (1/14) ･NOi･ (1-DR1S) ･ (1-AS7))

(18)

"2Si+｣ = (3/4) ･N2S!･(1-DR2S)+(1/3) ･N1S,･ (1-DR1S) ･AG7}

(19)

"2L,+｣ =N2Li･ (1-DR2Z,) + (1/3) ･N1S,･ (1-DR1S) ･(1-AHZ)

（20）

就業中

非就業中 ｝
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/ワ11
、ムユノⅣ3#+, =N3,･ (1-DR3) + (1/4) ･"2SI･ (1-DR2S)

産業部門別の学歴別就業者(Ek,!)は、以下のようなプロセスを経て推計さ

れる。つまり、学歴人口ストック (M,I)から、学歴別労働力人口(Z, k,i)

3つのステップでは、それぞれ学歴別労働力化比率(ALRk,,)、学歴別就業率

(ELRk,')、学歴別就業者配分係数(ERki'!)が用いられている。

Lk=AZ,RA ･ ML

E" = ELRk｡L北

E"=ER〃｡E凡

(22）

(23）

(24）

（4） 消費

モデルの投入一産出関係の恒等式は、次のようになる。

ZZDﾉ･Xji+ZZ'例ﾉ"･ E"+2j'j･ Kj+ZIDTt

＝z”’｡X),+ZwCj+2Si +2GAP, (25）

－ － 禿
一 一 L,、

IDTj: 間接税

GAPj: 第j部門の産出に関する需給ギャップ

（25)式の左辺は、1－0表の列の要素を表す。直接税はここには現れていな

い。しかし、それは左辺の第2項に含まれていると仮定している。一方、（25）

式の右辺は、1－0表の行の要素を表す。海外部門は、明示的にこの式には入っ

ていないが、右辺の最後の項、つまり、GAPに含まれていると仮定している。

CTJ/POT･IDC= (PC+GC)/POr･IDC

＝－2．8563×10-3+0.6618 GNE/POT･IDC

(24 . 1533)

R2=0．969, D.W.=0.248

(26）
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ここで、

消費総額

個人消費のインプリット・デフレーター

個人消費（＝民間消費）

政府消費

国民総支出

■
■
４
■
■
ｇ
■
■
。
■

の
皿
〆
配
恥

この推計では、観測期間中の平均的な限界消費性向は、66％である。

部門別消費(C")は、現実の日本の1－0表を用いて、OLSで推計して

いる。

(27）Cj=Co+Cj･ CT

この推計の中で、CTの係数は1%の信頼水準で有意であり、第9部門以外

は系列相関がある。このようにして推計した(27)式は、いわゆる消費関数では

なく、消費分配関数というべきものである。

（5） 租税一公的教育経費

租税に関する推定は、以下の式を用いて行われる。

(28）

、
〃兀

竪
１
ノ

ヂ
Ｊ
Ｃ

１く

し

７
０

、
〃

＋
兜

ｒ

Ｚ稚祁吋岬
灯

心
吻

喝
Ｐ

ｚ

．
！
；

皿
皿
皿
”
蝿

(29）

(30）

(31)

(32）

ここで、

第j部門の間接税

第j部門の間接税率

ID7、j

tj
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PDTj : 第i部門の直接個人税

オカ ： 個人所得税率

bj ： 第j部門の法人から個人への利潤分配率

レイ ： 第jの非雇用所得中の法人所得比率

tc : 法人税率

COZ: 第／部門の法人税

Z4X!: 第j部門の租税総額

直接税と間接税は、ともに公的な教育経費をまかなうが、これは教育補助と

呼ばれる。政府は多くの分野に補助金を出しているが、このモデルでは教育活

動への補助金に専ら焦点を置いている。教育活動は、公的な資金以外に、家計

以外の民間資金が導入きれている。しかし、その部分はきわめて少ないので、

ここではとりあえず、公的資金以外は、家計で賄われているとする。

正規の教育は、義務教育、中等教育、そして高等教育の3段階に分けられる。

しかし、日本では義務教育の修学率はほぼ完全であることを考えて、ここでは

中等教育と高等教育に限定する。日本では、正規教育以外のものも、かなり盛

んであるので、それも重要であるが、主としてデータの制約から、その部分は

除外してある。

中等教育と高等教育への公的補助は、以下のような手順で推計される。

IVGE=RNG･ TAX (33)

NEE=RNE･IVGE (34)

GES=SES･NEE (35)

GEH= SEH･ JVEE (36)

これを用いると、教育経費の公私の負担比率が次のようになる。

(37）

(38）

(39）

ＳＥ

ＨＰ Ｅ

搾
妬
研

Ｓ
Ｓ

Ｅ
唾
吟

Ｇ
生
生
匪

麺
妬
亜
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土 當 ＝

SGH= 1 - SPH (40)

ー － －志
.－ヒー L,、

中等教育の総経費

中等教育の公的経費

中等教育の私的経費

TESの中の公的経費比率

TESの中の私的経費比率

高等教育の総経費

高等教育の公的経費

高等教育の私的経費

TEHの中の公的経費比率

TEHの中の私的経費比率

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｈ

Ｈ
Ｈ

Ｈ
Ｈ

ｍ
唾
配
妬

罪
、
唾
妬
妬
匪

（6） 中等教育と高等教育への進学率

義務教育以降の追加的な正規教育への魅力は、それぞれの進学率に反映きれ

る。ここで、教育には投資・消費の両機能があることを考えて、次のような進

学率の回帰式を推計する。生涯所得（あるいは、教育の機会費用）を推計の説

明変数としていないのは、

① 教育活動への参加は非自発的失業である。

② 教育期間は投資の懐妊期間である。

という2つの解釈による。

(41）

(42）

ASTi=/(RWi,2,f, SPSr, ECO,, AST}_,)

AHTf=g(RWh｡3,,, SPHI, ECOI, AHTY_,)

＝ ＝ 一志

､－ － L，

ルレベルと九十1レベルの賃金格差

経済条件

R Wk,k+,,#

EC O!



第6章 教育活動の社会勘定分析の試み 123

第1表 中等教育への進学率(AST)

CaSe const. W2/Wl SPS PDI/POT･IDC AST_, D. W， R2
＊ ＊ ＊ ＊

A 16.4818 -7.2120 0.8610×10-' -133．8200 0．9828 2 .530 0.977

(1.4350) (1.6102) (0.2130) (8.1156)
＊ ＊ ＊ ＊

B 18.8979 -6.777 －0.8813×10-' -173．4530 0.9487 2．468 0．997

(1.2983) (1.6314) (0.2745) (7.7762)
＊ ＊ ＊ ＊

C 21.6018 -6．3600 0.8651×10--' 154.1870 0．8633 1 . 740 0 . 997

(1.1985) (1.6870) (1 .1877) (5.4364)
＊ ＊ ＊ ＊

D 21.3016 -6.0789 -0.8867X10-' 162.9800 0.8624 1．739 0．997

(1.2007) (1.7254) (0.2013) (5.4444)
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

E 24.0403 -15.5454 -0,8551×10-' -197.4450 0.9557 2.815 0．998

(2.1221) (1.7412) (0.3409) (8.5560)
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

F 26.7408 -11．1541 -0.7909×10~' -29.1172 0.8840 1.840 0．998

(2.1150) (1.6867) (0.0394) (6.1646)

筆者推計 ケースAは全就業者平均貸金率

ケースBは全就業者平均賃金率（ただし、女性の学歴は2区分）

ケースCは50～59才の就業者平均賃金率

ケースDは50～59才の就業者平均貸金率（ただし、女性の学歴は2区分）

ケースEは全男性就業者平均賃金率

ケースFは50～59才の男性就業者平均賃金率

＊＊＊＊ 0．1％の信頼水準で有意

*** 1%の信頼水準で有意

＊＊ 5％の信頼水準で有意

＊ 10％の信頼水準で有意

第2表

case const． W3/W2

A 3.2469 1.5521

(0.2013)

B 1.5648 2.4532

（0.2879）

C 8.3391 -1.3400

(0.1181)

， 7．4520 －0．7720

（0.0634）

E -27.8136 20.5469

(1.0831)

F -11.6432 12.8885

(1.1365)

高等教育の進学率(AHT)

SPH PDI/POT･IDC
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

－0．2697 2531．2400

（2.3995） （3.2662）
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

－0．2634 2570.4600

（2.2884） （3.2677）
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

0．2693 2478.0600

（2.3769） （3.5123）
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

-0.2704 2466.2100

（2.3908） （3.5350）
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

-0.2282 3281．0600

（1.9965） （3.2737）
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

－0．2672 2442 .9100

（2.5019) (3.7575)

D. W. R2

2．258 0．980

AHT_,
＊ ＊ ＊

0．4557

(2.9343）
＊ ＊ ＊

0．4447

(2.9180)
＊ ＊ ＊

0．4442

(2.8167）
＊ ＊ ＊

0．4495

(2.9514)
＊ ＊ ＊

0．4282

（'qクワql
lｰ ･ ピ ー~ ジノ

＊ ＊ ＊

0．4318

(2.9697）

2．292 0．980

2．152 0．980

2．170 0．980

2．568 0．982

2．583 0．982

第1表脚注参照筆者推計
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中等教育への進学率に関する回帰式は、以下めような性質が予測ぎれる。

鶚号>0,辨今0．器器>0,鍔当‘？ （43）

淵く0，:鶚<0‘:器‘く0， (44）

高等教育への進学率についても同じような予測が可能である。推定結果は、

第1表、第2表に示されているが、この中から、モデルではデータの信頼性と

操作性を勘案してケースBを採用した。

（7） 調整メカニズム 1

－投入・産出係数の変動可能性－

このモデルの技術進歩は、シフト・パラメターヘの影響と中間取引への影響

で考慮される。前者については既に述べたが、ここでは後者について考えてい

る。これは投入代替と加工度の変化から形成される。この投入・産出係数の変

動については、次のようにRAS法を採用している。

(45）AI+"I=R'･Aj･ S!

AI+#= R器.A.S# (46）

投入・産出係数の変化に応じた雇用（就業）の部門シェアの変化は5年間は

貫していると仮定している。

2ﾊf，（ｵ＋"z)－2kj,！
",(!+器)=‘"’十 (47）〃

〃Z

完全配分を仮定しているので、資本に関する係数の変化は、残差として求めら

れる。

（8） 調整メカニズムⅡ

一一価格変化一
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一般形の生産関数から、次のような関係が得られる。

Xj=Fi(X)j, Eki, Ki)

､参 一一7尋
L ー ～ 、

dXi =ZF),．dX)i+2Fkj･ dEk､Fjk･ dK

ここで、

F,,=%, FA,=2, ""=:ff
（8）式を用いると、（49)は次のように整理できる。

(48）

(49）

(2α"+z''"+7ri-1) ･2
1 k

＝2(αﾉ,－6/i) ･ｶﾉ+22"･""+7rj･ Fj

6j，： クロネッカーのデルタ

(50)

ここで、

2= ;;,｡ "=f,=鶚L｡ ',=\'
（2）の式を考慮すると、(50)式のようになる。

(51)Z'(α"－6") ･ｶﾉ+Zekj ･勿胸j+7rj･ 'j=0
ノ k

この式は価格変化の関係を表すものである。そこで、（52)式と(53)式で表され

るような関係を考えると、(51)式は(54)式のように表される。なお、(52)式と

(53)式は、それぞれ回帰式が当てはめられる。

"ki = 2ki(ji) =fz0,ki+"1,k,．A+ (z2,kj･Uk＋α3,ki･ Uf (52）

fj=Xi(ji)=601j+611j.'j+b2,i. U+63,j･ U2
へ

(53）

Z'(α"－6j,) ･j)+2eki･gki(j)+7ri･X,･ (ji) =0 (54）
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（9） 調整メカニズムⅢ

－中間投入一

（54)式によって得られた生産物価格の変化を用いると、（55)式のような産出

の変化が得られる。これによって、次期の望ましい生産量が産出される。

へ へ

4Xi*=X,*=<(j,, Xi-,)
／F－F,、

いりノ

これを用いて、次のように部門間の中間投入が算出される。

X)､=α"･(p〃ﾉ) ･Xi* (56）

部門別の粗投資配分率(IRi)は、(8)式と(10)式を用いて、(57)式で計算
（5）

される。部門ごとの望ましい算出から計算された部門別の粗投資配分率は、合

計すると、必ずしも常にlに等しくなるとの保障はない。そこで、部門間の粗

投資配分率がlになるように調整をしなければならない｡ここで採用したのは、

それら可能性のうちの一つのものにすぎない。しかし、この調整メカニズムは、

いわゆるコンピューターを仲介にするDSSの典型的なプロセスである。

刀

AAﾉRi.t= Ri,,_, ･(1 +AIRi,i /Z4 Ri､r)

JRj,! =AAIRj,,/ZAAIRj,, (58）

同様に、部門間の労働投入配分率(ERki)についても(8)式、(22)式、(23)式、

そして(24)式を用いて、（59)式を得る。粗投資の場合と同様に、配分率の合計

が1になるように、（60)式のように調整することが必要である。

(貝Q｝
RuJノBERki=gki･ (pj/iｲﾉ")・(1/A4LRk ･ELRk)・(1/M･L) ･X,

刀

BBERki,i=ERki,,_, ･(1 +BERki,f /ZBEERki,!)
！

(60)ERkj､I = BBER",f /ZBBER",

(5)部門別投資関数を直接に推計してみたが、この期間（1960～1980）には、安定した

結果が得られなかった。そこで、モデルはテキストで説明しているように部門別の粗

投資配分に変換して考えることにした。



第6章 教育活動の社会勘定分析の試み 1ワワ
上ムイ

が
、

Ｔ
Ｔ

Ｇ
面
か
画

０

群
Ｇ

Ｐ
＋

Ｆ十

ｍ
叶
計
函

祗
Ｔ
畔
配
接
叶

Ｔ

議
恐
恥
睡
確
那
掴
叶
皿
盟

醍
恐
砺
確
咽
函
皿
昭
酷
恥

式
勵
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

毒
吋
酔
睡
睡
瀝
”
駅

Ｈ
１０

Ｊ

、
ｑ

(61)

(62）

(63）

(64）

(65）

(66）

(67）

(68）

(69）

ここで、

国民総支出(= GNP)

個人消費（＝民間消費）

政府消費
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政府経常余剰
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財・サービスの輸入と海外への要素所得の支払い

歳入

個人直接税
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法人税

間接税

政府への移転支出

政府貯蓄

政府経常補助金
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ALR =Z,/APT (81)

ELR, = E,/Z, = 7, ･E/B, ･Z,= (7,/p,) (E/Z,) (82)

ELR2 = E2ﾉL2= 72 .E/B2.L= (72/p2) (E/Z,) (83)

ELR3 = E3"3= 73.E/B3.L= (73/p3) (E/Z,) (84)

ELR =EIL (85)

UEk =Uk=1-ELRk (86)

= (Lk-Ek)仏k (87)

UET=U=1-ELR (88)

=(Z,-E)/Z (89)

ここで、

POT : 総人口(=N)

APT : 15歳以上人口総数

L : 労働力人口総数

Lt : 第尚レベルの労働力人口

E : 就業者総数

E" : 第kレベルの就業者

ALRk : 第虎レベルの労働力化率

EZ,Rk : 第ルレベルの就業率

6k : 労働力総数に占める第ルレベルの労働力の構成比

7'" : 就業者総数に占める第九レベルの就業者の構成比

UET: 総失業率

UEk: 第ルレベルの失業率

③ 需給ギャップ関連の定義式

FDj =Cj+GII

TD# = (1-A)-1°FDj

ここで、

(90）

(91)
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A : 投入係数行列

GAPi = YI- TD! (92）

Ⅳ シミュレーション

シミュレーションは、やはりさきに検討しようとして挙げた教育の①経済成

長、②所得分配、そして③社会福祉への影響の側面から評価される、そのため

に、それぞれの指標を次のように、設定する。

経済成長への影響

I｡! x'"" (93)

(b) ZX塚響‘-‘ （94）

'‘｝鶚 篝デ (95）

所得配分への影響

(d) ="
〃ｶｰ1

(96）

ic'z;"iL" (97）

犯罪関与への影響（社会福祉の一環として）

(98）(f) Z' CR#

Ig) zi脇墹+j) (99）

教育活動の③社会福祉への影響については、かなり広範囲になるが、ここで

は、わが国のデータを用いて数量的な関係が把握できる狭い側面に限って考え

ることにする。それは第3表にあるように教育ストックと犯罪関係率の回帰分

析から得られたものである。本文の第6章で述べたように、時間配分は数量化
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第3表

const． PDI/POT･IDC
＊ ＊ ＊ ＊

CR1 -0.1503×10~1 -1.1945

（9.9459）
＊ ＊ ＊ ＊

CR2 -0.2153 -15.3101

(13.3039)
＊ ＊ ＊ ＊

CR3 -1.7616 -66．4380

(10.7030)
＊ ＊ ＊ ＊

CR4 -0．3088 -13.2301

(11.2262)
＊ ＊ ＊ ＊

CR5 -0.6878×10-1 1．5805

（6.6999）
＊ ＊ ＊ ＊

CR6 3.1201 94.7910

(11 .8217)
＊ * ＊ ＊

CRT 0.6810×107 0.1223x 109

（5.0579）

犯罪関与関数

PPT･POT
＊ ＊ ＊ ＊

0．4351×10－6

（3.6655）
＊ ＊ ＊ ＊

0．5693×10-5

(5 . 0070)
＊ ＊ ＊ ＊

0．3906×10－4

（6.3678）
＊ ＊ ＊ ＊

0．6185×10-5

（5.3163）
＊ ＊ ＊ ＊

-0. 1003×1 0-5

（4.3029）
＊ ＊ ＊ ＊

－0．4854×10－4

（6.1265）
＊ ＊ ＊ ＊

-85.4143

(3 . 5740)

PHT･POT D. W. R2

0.9132×好:* 0.966 0.962
(4.1191)

＊ ＊ ＊ ＊

().1058×10~4 1.368 0．984

（4.9835）
＊ ＊ ＊ ＊

().9364×10－4 0．840（).863

(8.1782)
＊ ＊ ＊ ＊

().1528×10-5 1.497 0.912

（0.7025）
＊ ＊ ＊ ＊

－0．2496×10-5 0．776 0.735

（5.7317）
＊ ＊ ＊ ＊

-0.1164×10-3 0.740 0.911

（7.8649）
＊ ＊ ＊ ＊

-173．7620 0.773 0.697

（3.8938）

筆者推計 個人可処分所得

0.1%の信頼水準で有意

1%の信頼水準で有意

PDI

＊ ＊ ＊＊

＊ ＊ ＊

できる可能性がある。しかし、現時点では時系列的に回帰分析を行えるほどの

データが入手できないので、断念せざるを得ない。

なお、シミュレーションは、多くのマトリックス形式のデータを取り扱うと

いう便宜上から、APLで書かれたプログラムを用いて行った。

前節で紹介したモデルを用いて、教育活動の影響を上述の指標で捉えること

にして､いくつかの重要な政策変数を動かして､第4表のようなシミュレーショ

ン結果が得られた。ベーシック・モデルは、100以上のランの中から、観測値

と計算値の誤差が最小になる組合せを選択した｡その際考慮した基準は､ダミー

変数をできる用いないで、モデルを構成する各パートごとに、各産業セクター
（6）

に同一のタイプの回帰式を当てはめるということである。この選択基準を緩め

(6)産業部門間の相違は、部門ごとに別々のタイプの式を当てはめる方法と、同一の式

で係数を比較する方法があるがここでは後者を採用した。
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ると、よりフィットのよいモデルになり得るが、得られた回帰式の係数の解釈

や産業セクター間の比較が煩雑になる可能性がある。

V シミュレーション結果の評価

第4表で表された、いくつかの変数に関するシミュレーション結果から、前

節で紹介した指標を用いて、特徴的な点を述べることにする。これらは、主と

してこの分析が総合的な効果のみならず、部門別の効果も検討できることによ

る。

第4表には、3つの異なる数値が表されている。つまり、①観察値、②ベー

シック・モデルによる推計値、および③シミュレーションで得られた推計値で

ある｡モデル作成のために用いられたデータは､さまざまの公式統計によるデー

タと、それらから筆者が作成したものである。

（1）1変数のシミュレーション

① 第7部門(卸・小売・金融・保険・不動産)が観測値と推計値の差が10%

以上であるが、その他の産業セクターはギャップはかなり小さい。

② 各政策変数のシミュレーションによる総合的な影響は、それぞれの変数

とGⅣPとの弾力性で測定される。そこでは、予想通りに、中等教育経費

の民間の負担比率(SPS)と高等教育経費の民間の負担比率(SPH)は

GⅣPにマイナスの影響を及ぼし、総粗投資(GIT)はプラスの影響を及

ぼす。総労働者の失業率(UET)もマイナスの影響をする。マイナスの

影響の大きさは、UET、SPS、SPHの順である。

③ 1 960年から80年までの部門間の成長の格差は、SPSあるいはSPHより

もUETとGITにより影響をうける。UETとGﾉTでは、9部門間で影響

が異なり、UETはサービス部門とか粗投資が大きい部門で､より影響する。

④ これらの変数の進学率への影響は僅かであるが、高等教育への進学率は

GITに影響を受けるようである。中等教育の進学率は、1950年代初めか
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ら一貫して上昇して、1980年は、90％程になったように一般化したことに

よるであろう。

⑤ 人口も雇用もここで取り上げた変数からは影響を受けない｡人口の方は、

出生率関数の性質によるものである。

⑥ 犯罪関与に関しては、GITが犯罪の性質と犯罪者数に最大の影響を及

ぼす。しかし、その犯罪の減少への影響は、ここで取り上げた変数の中で

最小である。

（2） 他変数のシミュレーション

3変数の変化の統合効果も第4表に示されている。それらは、(1) SPS

とSPHの結合は、影響は相対的に僅かである。(2) 第3節で説明したよう

に、［ﾉETは価格変化に決定的な影響するので、その変化を含む結合効果はか

なりの大きさになる。その他の変数の変化の結合効果もシミュレーションした

が､ここでは、さきに述べたモデルのパフォーマンスに密接に関連するもの限っ

て示した。

（3） 政策インプリケーション

シミュレーション結果を検討し､その政策インプリケーションを要約すると、

次のようになる。

① 犯罪関与に関する教育の二重効果は、高等教育レベルを拡張することが

望ましいと示唆している。高等教育を修了するように奨励するためには、

当該レベルの経費に関して公的負担割合を増大することが必要である。こ

れは高等教育が公的に委ねられなければならないという意味ではない。

② 政府が職場を創出することは可能であるが、失業率は必ずしも政策変数

ではない。しかし、これはどの国にとっても、鍵になる政策目標の一つで

あることをを示している。失業率は、多くの産業部門で、利子率変化に逆

に関連し、投資に影響を与える。ここで取り扱ったような好況の期間には、
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第4表 シミュレーション結果

観察値 ベーシック SPS+0.01 SPH+0.01 UET+0.01
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経済成長による逆の影響がそれをほとんど上回る。経済成長を促進するような

要因を考えるのは重要であるけれども、福祉政策に影響を及ぼす教育の長期的

な効果といったものを考察するには、統合されたフレームの中でそのような要

因を検討する必要がある。

③ このモデルの粗投資は公私の投資から形成きれている。そこで、公的投資

が増大すると、私的投資が減少するかもしれない。投資総額を促進するために、

利子率の操作というような金融政策が重要である。ここでも、日本経済で観察

される一般的な上昇傾向による投資への強力な影響があることには注意が必要

である。

Ⅵ おわりに

シミュレーションの結果は、一見したところ、決定的なもののように見える

が、それらはモデル構築にあたって用いた仮定を反映するものである。そのよ

うな仮定はモデルの有効性を制約するが、同時にこれからの研究・調査の方向

を示唆するものである。ここで用いたモデルは、それが本来持っている性質と

データの利用可能性によって制約きれている。これらの制約は互いに関連して

いるが、ここではそれぞれ別々に指摘すると、

モデル自体が持つ制約に関しては、①海外部門の除外、②政府部門の統合化、

③金融部門の未分離、そして④不労所得の未導入などである。

データの利用可能性に関しては、①学歴別の労働者の把握、②教育統計の未整

理、④非正規の教育活動、そして⑤生産額を価格と数量に分離することなどに

関連するものである。

この研究は、多部門モデルを用いて教育政策の影響を分析するものである。

データの利用可能性が改善きれると、ベーシック・モデルとしてよりフィッ卜

のよいものがえられるであろう。そこで、何よりも求められるのは、関連する

統計の整備である。

ここでは、社会勘定分析の1つの応用を試みている。小槁では、応用分析の
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対象は教育であるが、学際的な分野の分析への拡張が可能である。たとえば、

社会福祉、医療などを分析するのには、このようなモデルが極めて有効である

と期待されている。

小槁は、主として拙著[2］のパートIを紹介したものである。ここで述べな

かった部分を含めて、より詳細には拙著を参照にされたい。

参 考 文 献

l 1 ] Konishi, Y" $@Education, Subsidy and Resource Allocation A Multi-Sectoral

Simulation Model bV SVstem Dynamics -'I Woγ紬噌Pα鯉γNo．37, Kobe Univ. of

Commerce. 1977,

[ 2 ] Konishi, Y., A Q"α測師α"" A'2(zJysis /りγEd"""oimJ Po"Cy " Post”αγﾉﾋJ"", Kobe

Univ.. 1989



国際比較統計研究モノグラフ1

(非 売 品）F成3年3月11日 印刷

F成3年3月18日 発行

神戸大学名誉教授
姫路濁協大学教授

の せ のふ

能 勢 信
戸

オ編 者

神戸市灘区六甲台町

神戸大学経済経営研究所

神戸市灘区原田通1丁目2－14

－ 印 刷

発 行 所

印 刷


	序
	執筆者紹介（執筆順）
	目次
	第1章　日本・西独の不等価交換・剰余価値率の計測（1980年）
	Ⅰ．序
	Ⅱ．不等価交換の測定
	Ⅲ．日本における不等価交換の測定
	Ⅳ．西独における不等価交換の測定
	Ⅴ．剰余価値率の測定
	Ⅵ．日本における剰余価値率の測定
	Ⅶ．西独における剰余価値率の測定
	Ⅷ．結語

	第2章　国際比較の方法論の発展とその課題
	Ⅰ．はしがき
	Ⅱ．ICPに先立つ国際比較の理論的発展と反論
	Ⅲ．多元国際比較プロジェクトの発展
	Ⅳ．ECPの発展と地域化の問題
	Ⅴ．国際比較論の発展についての展望
	Ⅵ．結びに代えて

	第3章　国民経済計算体系（SNA・ESA）と政府の現物移転
	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．国民経済計算体系における政府消費支出の検討
	Ⅲ．政府の｢個人消費」指標と政府の所得再分配
	Ⅳ．むすび
	参考文献

	第4章　アジア国際産業連関表におけるハイアラーキ構造の検出　－投入係数表の三角化－
	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．モデル
	Ⅲ．1975年アジア国際産業連関表の投入係数表の特徴
	Ⅳ．研究の方法
	Ⅴ．計測結果
	Ⅵ．おわりに
	参考文献

	第5章　貨幣的要因と相対価格の変動　－実証分析－
	Ⅰ．序
	Ⅱ．不完全情報仮説とメニューコスト仮説
	Ⅲ．既存の実証研究：サーベイ
	Ⅳ．実証テストのデザイン
	Ⅴ．実証結果
	Ⅵ．結
	参考文献

	第6章　教育活動の社会勘定分析の試み　－戦後日本の教育政策の数量分析－
	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．分析の枠組み
	Ⅲ．モデル
	Ⅳ．シミュレーション
	Ⅴ．シミュレーション結果の評価
	Ⅵ．おわりに
	参考文献


